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図 1. 南海トラフ海域地震探査・地震観測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日向灘海域における調査観測成果のまとめ。 

（上左）地震トモグラフィにより推定されたプレート境界面の 2km 下の S 波速度分布。青

楕円で囲まれた領域で薄い海洋性地殻を反映する高速度域が分布している。 

（上中央）調査観測海域の観測点配置図と地震現象。各測線の構造イメージは下段の図に

示す。構造解析結果の特徴からトラフ軸に沿って、北東から四国海盆の海洋地殻、遷移帯、

九州パラオ海嶺の地殻の３つのゾーンに区分できる。九州パラオ海嶺域と海洋地殻域では

プレート境界からの反射強度が顕著に異なる。プレート境界面からの反射が確認できる場

所を青線で示した。青楕円で囲まれた領域は左図と対応しており、薄い海洋性地殻が HY03

測線の構造イメージでも確認されている。 

（上右）速度ゆらぎの空間分布。赤系統ほどランダムな速度ゆらぎが強い。 

（下段）HY01～HY04測線、および既存の KPr1, KPr2（海上保安庁による）測線の構造イメ

ージ。四国海盆の海洋地殻が南西の遷移帯で薄くなり、さらに南西の厚い九州パラオ海嶺

の地殻へと変化する様子が確認できる。さらに南西には短波長の不均質を伴い、再度地殻

が薄くなり、北部琉球弧の沈み込み構造につながる。 
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図 2. 切迫度の高い震源域の潜航調査観測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城沖海底地震観測によるプレート境界近傍における応力場の空間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県沖海底水圧観測データを重合して求めた同海域における平均的な海底水圧変動 
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図 3. 紀伊半島沖における稠密・広帯域長期海底地震観測（東大地震研） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測に使用した広帯域海底地震計。矢印は、高精度水圧計センサーの位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測点 NRB01 で得られた２００９年１２月１日から２０１０年１２月１日までの水深デー

タと BAYTAP-Gにより分解された各成分。上から順に観測データ、潮汐成分、トレンド（ド

リフト）成分、イレギュラー成分を示す。横軸は時間を示す。図中の矢印は２０１０年２

月２７日１５時３４分（日本時間）に南米チリで発生したマグニチュード８．８の地震に

よる津波の到達を示す 
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図 4. 陸域機動的地震観測による付加体・プレート境界付近の構造調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) レシーバ関数解析により求められた沈み込むフィリピン海プレート内モホ面形状。紀

伊水道北部から兵庫県南西部の領域で、変換波の存在が不明瞭であり、紀伊水道下でスラ

ブが断裂している、あるいはスラブウィンドウが存在する可能性が示唆される結果となっ

た。(b) レシーバ関数振幅の鉛直断面。断面の位置は、(a)に記す。レシーバ関数の振幅の

正値（赤）と負値（青）は、それぞれ、浅部が深部よりも低速度あるいは高速度となる速

度不連続面が存在することを意味する。点線は本研究にて推定されたスラブ内モホ面の位

置を、黒点はマグニチュード 1.5以上の地震の震源位置を表す。 
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図 5. 地殻媒質モデルの研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベイズ統計的手法の一種である MRF (Markov random field)モデル*1を応用し構築した地震

波速度構造を用いた媒質評価解析手法を用い、地震波トモグラフィによって得られた日本

列島下の地震波速度構造データに適用することで得られたマントルウェッジ中の流体量・

形態の空間イメージング。 

 

（左図）観測された深さ 40kmの地震波速度構造（上：Vp(km/s)，下：ポアソン比） 

（右図）MRFモデルによって得られた流体分布（上：空隙率Φ，下：アスペクト比α） 

 

本モデルはベイズ推定を基にした柔軟な定式化を行っているため、様々な地質学的情報や

観測機器の情報などを事前知識として反映させることにより、さらに精度の高い媒質評価

が可能である。また、本モデルを拡張することで、岩石境界や地質構造境界などの不連続

境界を客観的・定量的に決定できることから、今後の地殻媒質評価のキーテクノロジーと

なることが予想される。 

 

*1 画像処理などによく用いられる方法で、知りたい物理量の空間（時間）分布についてあ

る程度の連続性を仮定することにより、観測データより未知変数の方が多いような不定問

題や、観測データに大きな誤差が含まれるような問題について最適な推定を可能にする。 
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図 6. プレート境界面の滑りの時空間発展に関するデータベース構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国・豊後水道地域における長期の平均的なすべり欠損分布（左）とスロースリップ間の

すべり欠損分布（右）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国地域における 1946 年南海地震時の断層すべり、地震後の余効すべり（1947-1950 年お

よび 1947-1964年）、スロースリップ（2010年）の互いに相補的な空間分布。 
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図 7. 過去の地震発生履歴から見た地震サイクルの多様性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフ沿いの過去の地震履歴を明らかにすることを目的として実施している同トラフ

沿岸湖沼の津波堆積物調査のうち、平成 22年度に実施した徳島県海部郡美波町の田井ノ浜

の池の堆積物の分析の結果。各図は、田井ノ浜の池における 5 本のコアのコア写真（左コ

ラム）、堆積相（右コラム）、帯磁率測定結果（青線）、粒度分析結果（緑、橙線）および暦

年補正済みの年代測定結果（数値）を示している。コア試料は主に泥から成る上位 3ｍのユ

ニットと、主に砂から成る下位１ｍの二つのユニットに分けられ、津波履歴は主に上位の

ユニットで読み取ることができる。 

 

同池では過去約 1000 年間に 3 回、1000～2000 年の間に 1～2 回の津波イベントが記録され

ていることが明らかになっており、新しいイベントが過去の下位のイベントを削剥してし

まっているため、イベントの認定および年代の決定は難しいが、今後より多くの試料で分

析を進めることで、この池における過去 2000年程度の津波履歴を知ることが可能であると

考えられる。 
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図 8. シミュレーション手法と物理モデルの高度化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

InSAR（合成開口レーザ）四国東部パス 417 の平均視線距離変化の分布。（左）４年間の

ALOS/PALSAR データから作成した干渉画像の内、短基線のもの 18 ペアをスタッキングして

得られた視線距離変化。（右）GPS 連続観測データからシミュレートした視線距離変化。い

ずれも四国北部高松付近が０となるように調整している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階層型行列（H-matrices）法による地震サイクルシコードの高速化。(a)メモリ量のセル数

N 依存性、(b)計算量の N依存性、(c)すべり応答関数の H-matrices表示、(d)精度ε＝10-4

の場合でランク数を kACAに抑えた時の計算量の N依存性。ここでεは要求される近似精度

で 10-4 以下だと十分な精度を得る。Original計算ではメモリ・計算量は O(N2)だが、（ｃ）

のように低ランクの小行列で近似するとメモリ・計算量が N=105 までは O(N)、それ以上で

O(NlogN)と省メモリ。高速化が可能。 
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図 9. 連動条件評価のためのシミュレーション研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２自由度バネ-ブロックモデルを用いた連動破壊のシミュレーション結果。(a) ２自由度バ

ネ-ブロックモデル。(b) ２つのブロックのすべり速度変化のシミュレーション結果例。実

線がブロック１、破線がブロック２を示す。地震やスロー地震が不規則に発生している様

子がわかる。(c) シミュレーションで発生したすべりイベントの振幅に関する分岐図。横

軸は規格化したバネ定数。 
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図 10. 地震発生サイクル多様性のメカニズム解明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（左上）紀伊半島東側の地震（東南海地震）終了直後のすべり速度分布。（左下）B での自

由表面での鉛直変位の時間変化。初期値の違いにより西側の地震（南海地震）までの時間

間隔が異なる。（右）左下にノイズを加えた疑似データを用いて逐次データ同化実験を行っ

た結果。 
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はじめに 

 

東海・東南海・南海地震については、政府の地震調査研究推進本部（以下、「地震本部」

という。）によると、今後 30 年以内の発生確率は、想定東海地震が８７％（M8.0 程度）、

東南海地震が６０～７０%（M8.1 程度）、南海地震が５０％程度（M8.4 程度）と、非常に

高い値となっている。また、中央防災会議によると、東海・東南海・南海地震の同時発生

による最大被害想定は、死者２ 万５千人、経済的被害８１兆円との予測がなされている。

さらに、過去の地震等記録によれば、これら３つの地震は将来連動して発生する可能性が

高いとされている。このように、東海・東南海・南海地震については、きわめて切迫度が

高く、推定される被害も甚大である。 

このため、東海・東南海・南海地震の想定震源域等における稠密な海底地震・津波・地

殻変動観測、大規模数値シミュレーション研究、強震動予測、津波予測、被害想定研究等

を総合的に行うことにより、東海・東南海・南海地震の連動性の評価に資するとともに、

これらの地震が連動して発生した場合の人的・物的被害の軽減に資することを目的とした

研究開発プロジェクトを実施する。 

なお、本プロジェクトは、将来的には、東海・東南海・南海地震の連動性の評価に加え

て、リアルタイムモニタリング、物理モデル、シミュレーション、データ同化等を用いた

総合的な「予測評価システム」を実現するための科学技術基盤を構築するものであり、地

震本部の計画等と整合性を図りつつ推進するとともに、必要に応じて、その内容等の見直

しを行うこととする。 
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Ⅰ.プロジェクトの概要 

東海・東南海・南海地震が発生する場合の、時間的及び空間的な連動性評価を行うため

に必要な知見を獲得するとともに、これらの地震が連動して発生した場合の強振動や津波、

さらには被害等を予測し、連動に対応した災害対策等の検討に必要な情報を提供すること

を目的とする。これらの目的を達成するため、以下の２つのサブプロジェクトを実施する。

なお、サブプロジェクト（１）及び（２）の有機的な連携を図るため、本プロジェクト全

体を統括した運営委員会を組織することとしており、特に、サブプロジェクト（１）で得

られた研究成果については、サブプロジェクト（２）の研究に最大限活用することに留意

する。また、受託期間は、各サブプロジェクトにおいて収集した観測データ等を一元的に

管理し、広く一般に提供することとする。 

 

（１）東海・東南海・南海地震の連動性評価のための調査観測・研究 

東海・東南海・南海地震が発生する場合の、時間的及び空間的な連動性評価を行うため、

想定震源域周辺での稠密な調査観測や、連動性評価モデル構築のための研究等を行う。具

体的には、以下の 2 つの個別研究テーマを実施する。 

 

①稠密海底地震・津波・地殻変動観測 

東海・東南海・南海地震の想定震源域において、主として長期型の海底地震や水圧計等

の稠密・広域展開による自然地震・地殻変動モニタリングを行うとともに、これらの地震

計及びエアガン等を用いた大規模海底地殻構造調査等を行うことにより、当該海域の地下

構造イメージングを行う。また、GPS-音響システム等を用いた海底地殻変動観測や、海底

音波探査などによる地下構造調査等を行う。さらに、東海・東南海・南海地震の連動性評

価に資するため、地震本部の長期評価で、将来的な地震発生確率が高いとされる宮城沖及

び根室沖の海溝型地震の想定震源域周辺において、地震計及び水圧計を用いた稠密地震・

地殻変動モニタリングを行う。 

これらの調査観測結果と既存の研究成果等とを併せて、南海トラフの巨大地震震源域の

構造要因を抽出し、詳細な地殻構造モデルを構築する。 

なお、長期型海底地震計等の観測機器については、効率的に利用することに留意すると

ともに、受託機関は、プロジェクト期間終了後も大学等の研究機関からの依頼に応じて、

これらの観測機器を共同で活用する等、その有効利用を継続的に行うこととする。 

 

②物理モデル構築及び地震発生シミュレーション研究 

東海・東南海・南海地震の時間的及び空間的な連動性を評価するため、断層の摩擦すべ

り過程や広域・詳細な三次元地下構造等を基にした物理モデル（高精度地震発生予測モデ

ル）を構築するための研究を行う。さらに、東海・東南海・南海地震等の海溝型地震を対

象として、既存の各種調査観測結果及び上記①で得られた調査観測結果等を基に、プレー

ト境界面の滑りの時間発展を推定し、スーパーコンピュータ等を用いてすべりの時間発展

を再現する大規模数値シミュレーション研究、及びデータ同化手法の開発を行う。 

 

また、津波調査等に基づき、過去の海溝型地震の履歴を明らかにし、これを再現するシ
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ミュレーションなどを通して、連動を規定する摩擦パラメータの空間分布など、構造要因

抽出等の研究を行う。 

 

（２）連動を考慮した強震動・津波予測及び地震・津波被害予測研究 

東海・東南海・南海地震の連動性に対応した防災・減災対策等の検討に必要な情報を提

供するため、これらの地震の影響を強く受ける地域を対象として、スーパーコンピュータ

を用いた大規模シミュレーションなどにより、詳細な地下構造モデルを用いた広帯域強震

動及び津波予測の高精度化に向けた研究や、地震及び津波による被害予測の高精度化に向

けた研究を行う。また、過去地震の震度分布や津波等の史料を利用して、過去の大地震の

破壊様式を推定する。 

さらに、東海・東南海・南海地震が連動して発生した場合の、国、地方公共団体等にお

ける応急対策や復旧・復興対策等の災害対応業務に関する研究等を行う。 

なお、これらの研究を行う際には、サブプロジェクト（１）で得られる連動シミュレー

ションの結果等の成果を最大限活用して実施することとする。 

 

本報告書では、このうち、サブプロジェクト（１）の平成 22 年度の成果について記す。 
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Ⅱ.研究機関および研究者リスト 

 

所属機関 役職 氏名 担当課題 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地震津波・防災研究プロジェクト 

プロジェ

クトリー

ダー 

金田義行 南海トラフ海域地震探査・地震

観測 

国立大学法人東北大学 

大学院理学系研究科 

地震噴火予知研究観測センター 

教授 藤本博己 切迫度の高い震源域の先行調

査観測 

国立大学法人 

東京大学地震研究所 

教授 金沢敏彦 紀伊半島沖における稠密・広帯

域長期海底地震観測 

独立行政法人防災科学技術研究

所 

地震研究部 

副部長 小原一成 陸域機動的地震観測による付

加体・プレート境界付近の構造

調査 

国立大学法人 

東京大学大学院新領域創成科学

研究科 

教授 鳥海光弘 地殻媒質モデルの研究 

国立大学法人 

名古屋大学大学院環境科学研究

科 

教授 鷺谷威 プレート境界面のすべりの時

空間発展に関するデータベー

ス構築 

国立大学法人 

高知大学理学部 

教授 岡村眞 過去の地震発生履歴から見た

地震サイクルの多様性の評価 

国立大学法人 

京都大学大学院理学系研科 

教授 平原和朗 シミュレーション手法と物理

モデルの高度化 

国立大学法人 

東京大学地震研究所 

教授 加藤尚之 連動条件評価のためのシミュ

レーション研究 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地球内部変動研究センター 

サブリー

ダー 

堀高峰 地震発生サイクル多様性のメ

カニズム解明 
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Ⅲ. 研究報告 

 

 

サブプロジェクト 1-1 

南海トラフ海域地震探査・地震観測 

担当：独立行政法人海洋研開発機構 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

「南海トラフ域海域地震探査・地震観測」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人海洋研究開発機構  

 リーディングプロジェクト 

 地震津波·防災研究プロジェクト 

 地球内部ダイナミクス領域 

 

 

プロジェクトリーダー 

 

上席研究員 

主任研究員 

研究員 

 

 

技術研究副主任 

技術主任 

 

金田義行 

 

小平秀一 

尾鼻浩一郎 

仲西理子 

高橋 努 

山本揚二朗 

佐藤 壮 

柏瀬 憲彦 

 

(c) 業務の目的 

  南海トラフで繰り返し発生する巨大地震の中には、東海・東南海・南海地震が連動し

て発生する超巨大地震のケースがあることが指摘されている。このような超巨大地震に

ついて、どのような場合に連動あるいは非連動性の巨大地震となるのかを明らかにする

ことが必要である。房総沖から日向灘を含んだ南海トラフ地震発生帯全域において、反

射法・屈折法地震探査よる地震発生帯のイメージング、および長期地震観測データによ

る海陸境界域深部構造イメージングを行い、南海トラフ地震発生帯のプレート形状、お

よびプレート境界物性の把握をする。これにより、連動型巨大地震発生評価のため地震

発生帯の物理モデルの高度化を図る。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度：  

  足摺岬から日向灘においてトラフ直交、平行方向の総延長約 800km の測線に海底地震

計 160 台を設置し、屈折法地震探査を行う。海底地震計の設置期間中は自然地震観測も

実施する。また、紀伊半島沖において、海底地震計 40 台、広帯域海底地震計 3 台を数

km 間隔で設置し 3 ヶ月間の地震観測を行う。 

2) 平成２１年度： 

  四国沖においてトラフ直交、平行方向の総延長約 1000km の測線に海底地震計 180 台

を設置し、屈折法地震探査を行う。同海域で長期地震観測を実施するために、海底地震

計 21 台の長期記録型への改良を実施し、地震探査測線上に 20km ごとに設置する。 

3) 平成２２年度： 

 前年度四国沖に設置した長期記録型海底地震計の回収を行う。土佐沖から紀伊半島沖
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においてトラフ直交、並行方向の総延長約1000kmの測線に海底地震計200台を設置し、

屈折法地震探査を行う。同時に 5000m のストリーマ・ケーブルを曳航し反射法地震探査

を実施する。また、同海域で長期地震観測を実施するために、海底地震計数台の長期記

録型への改良を実施する。長期記録型 20 台を地震探査測線上に 20km ごとに設置する。 

4) 平成２３年度： 

 前年度土佐沖から紀伊半島沖にかけて設置した長期記録型海底地震計の回収を行う。

紀伊半島沖においてトラフ直交、並行方向の総延長約 1000kmの測線に海底地震計約 200

台を設置し、屈折法地震探査を行う。同時に 5000m のストリーマ・ケーブルを曳航し反

射法地震探査を実施する。また、同海域で長期地震観測を実施するために、海底地震計

数台の長期記録型への改良を実施し、地震探査測線上に 20km ごとに設置する。 

5) 平成２４年度： 

 前年度紀伊半島沖に設置した長期記録型海底地震計の回収を行う。紀伊半島沖から東

海沖においてトラフ直交、並行方向の総延長約 1000km の測線に海底地震計約 200 台を

設置し、屈折法地震探査を行う。同時に 5000m のストリーマ・ケーブルを曳航し反射法

地震探査を実施する。また、同海域で長期記録型海底地震計約 20 台を用いた、約 1 年

間の地震観測を実施する。 

 

(e) 平成２２年度業務目的 

南海トラフで繰り返し発生する巨大地震の中には、東海・東南海・南海地震が連動し

て発生する超巨大地震のケースがあることが指摘されている。このような超巨大地震に

ついて、どのような場合に連動あるいは非連動性の巨大地震となるのかを明らかにする

ことが必要である。連動する場合は、地震時の滑り域の範囲がどこまで広がるかを見積

もることが重要な課題であり、そのためには詳細かつ高精度の南海トラフから沈み込む

フィリピン海プレートの形状およびプレート境界周辺の構造、地震活動の情報が必要で

ある。また、東南海・南海地震が連動しない場合、それぞれの地震の時間差はどのよう

に変化するのかを明らかにするためにセグメント境界である紀伊半島沖周辺の地殻構

造や地震活動は重要な情報となる。平成 20 年度の日向灘から調査を開始し、昨年度は

四国・室戸沖までの調査を実施し、空間的なプレート形状を把握してきた。平成 22 年

度はさらに調査海域東方の紀伊半島沖まで拡大し、南海・東南海地震セグメント境界を

含む破壊域における沈み込みに関する詳細な構造のイメージングおよび地震のアスペ

リティに関する構造を明らかにするためのデータの取得と、西南日本の付加体先端部付

近で発生している低周波地震や微動を含む自然地震観測を行い、沈み込み帯の地殻構造、

巨大地震の発生、地震活動の相互関係の解明に資することを目的とする。そのために短

周期海底地震計 180 台を四国沖に設置し、屈折法・反射法地震探査および自然地震観測

を実施する。また自然地震観測については長期観測を実現するために、海底地震計数台

の長期記録型への改良を実施し、20 台を地震探査測線上に 20km ごとに設置し、約 10 ヶ

月間の観測を実施する。 

 

(2) 平成２２年度の成果 
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(a) 業務の要約 

 東海・東南海・南海地震が連動して発生する超巨大地震の中には、日向灘まで破壊域

に含まれるケースの存在が示唆されている 1)2)。日向灘域における大地震の発生様式や

陸域の地殻変動には南海・東南海域とは異なる特徴があり、南海トラフ巨大地震の連動

性評価を考える上で、この海域の地殻構造や地震活動は重要な情報である。日向灘域で

の沈み込みに関する詳細な構造および地震の滑り域に関する構造を明らかにするため

に一昨年度実施した屈折法地震探査データについて測線延長上の陸上の(独)防災科学

技術研究所 Hi-net 観測点で記録されたエアガンデータも用いて構造解析をさらに進め

たほか、大陸棚調査の一環で海上保安庁によって平成 18 年に実施された屈折法地震探

査データの再解析、調査期間中に観測された地震トモグラフィ解析、散乱構造解析を実

施した。その結果、沈み込むフィリピン海プレートは四国海盆の海洋地殻から、薄い海

洋性地殻の「遷移帯」を経て、九州パラオ海嶺側の厚い地殻に構造が変化しているイメ

ージが得られた。薄い海洋性地殻の「遷移帯」は地震トモグラフィによって九州の陸側

まで伸びている可能性が示唆された。「遷移帯」は、陸側深部が 1968 年の日向灘地震の

アスペリティ域（Mw7.5）3)に対応する上、浅部は 2003 年、2010 年に発生した豊後水道

のスロースリップイベント、深部低周波微動に連動して起きた浅部低周波地震の発生域

4)に対応している。一方、九州パラオ海嶺の地殻構造イメージは短波長の不均質を伴う

が、さらに北部琉球弧に向かって再度薄い海洋地殻へと変化している。構造の変化する

境界域 2 カ所は、それぞれ 1968 年の日向灘地震（Mw7.5）3)の滑り域南西縁、および 1662

年津波波源域 5)南西縁に一致しており、連動型南海トラフ巨大地震の規模によって、ど

ちらも震源域西縁のセグメント境界と成り得る可能性が示唆される。また、九州パラオ

海嶺ではプレート境界からの反射強度が基本的に強い性質があり、その範囲は散乱構造

解析から得られた散乱強度の強い領域にも対応しており、浅部低周波地震が常時発生し

ている領域でもある 4)。構造境界を境とする構造や地震現象の特徴の違いは、1968 年

の日向灘地震の南西縁に相当するセグメント境界でのプレート境界物性、地震発生帯媒

質特性の変化を示すと考えられる。さらに、地震トモグラフィによる深部構造解析の結

果と統合した日向灘におけるフィリピン海プレートの形状が把握でき、その結果、四国

沖から日向灘にかけてのプレートの屈曲形態は、シミュレーション研究から推定される

形状 6)よりも陸側に凸になる場所がより南西に位置すること、九州パラオ海嶺の沈み込

みによる変形形状が前述の構造境界周辺に存在することがわかった。 

 さらに、日向灘のアスペリティから四国・室戸沖までの南海地震破壊域における沈み

込みに関する詳細な構造のイメージングおよび地震のアスペリティに関する構造を明

らかにするために、昨年度実施した四国沖での屈折法地震探査データの解析を行った。

その結果、 

日向灘から四国沖にかけて、沈み込む海洋性地殻第2層に相当する物質の厚さが減少す

ること、上盤の古い付加体の海側への空間的な広がりが陸側へ後退することなどの構造

変化がイメージングされた。南海地震による破壊が足摺岬沖を超えるかどうかを支配し

ているセグメント境界の構造に関連している可能性がある。また、平成21年10月に四国

沖に設置され、昨年6月に回収された長期観測型OBS21台の記録を解析したところ、気象

庁一元化震源リストに含まれていない地震が約120個観測されていることを確認した。 
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 また、土佐沖から紀伊半島沖までの南海地震破壊域から東南海地震破壊域における沈

み込みに関する詳細な構造のイメージングおよび地震のアスペリティに関する構造を

明らかにするために、土佐沖から紀伊半島沖において海底地震計174台を用いた屈折法

地震探査および反射法地震探査、約3ヶ月間の自然地震観測を実施した。同時に設置し

た長期観測用の海底地震計20台は約10ヶ月間の観測を行った後、2011年7月に回収予定

である。屈折法地震探査測線の陸側延長上の紀伊半島では調査期間中に東京大学地震研

究所による発破を用いた屈折法地震探査を実施しており、海域エアガンの陸上観測点で

の取得、OBSによる発破波形観測も実施し、海陸統合調査とした。 

 

(b) 業務の実施方法 

 日向灘での沈み込みに関する詳細な構造のイメージングおよび地震の滑り域に関す

る構造を明らかにするため、一昨年度実施した屈折法地震探査データについて HY01, 

HY02 については、測線延長上の（独）防災科学技術研究所の Hi-net 観測点で記録され

たエアガンデータも用いて構造解析をさらに進めたほか、大陸棚調査の一環で海上保安

庁によって平成 18 年に実施された屈折法地震探査データの再解析、調査期間中に観測

された地震を用いたトモグラフィ解析、散乱構造解析を実施した（図 1）。 

 屈折法地震探査データ解析については、HY01~HY04 測線について、昨年度報告した初

動トモグラフィ 7)と反射波走時マッピング 8)による構造イメージを基に、初動走時、

後続の反射波走時を説明可能な速度境界面を考慮し、より現実に近いと考えられる層構

造的なモデルを波線追跡 9)も用いて推定した（図 2）。同様の解析を海上保安庁により

取得された KPr１測線についても行った(図 2)。HY01, HY02 測線延長上の（独）防災科

学技術研究所 Hi-net 観測点ではエアガン信号が明瞭な観測点 N.YMGH（山香）、 N.SIKH

（佐伯）、N.UMWH（宇目西）、 N.NOBH（延岡）の記録を使用して、海陸境界部から九州

地域の構造を解析した。これにより、プレート境界面、モホ面の形状等が明確になり、

日向灘における空間的なプレート形状を推定した（図 3）。 

また、海陸境界域における 3 次元深部構造推定のために、本研究では、OBS で観測さ

れた地震データを用いた Double-Difference トモグラフィ法 10)を実施した。使用した

震源は 2008/12/01-2009/02/28（うち OBS で記録されたのは 2008/12/09-2009/01/25）

までの 2118 個とエアガン震源 4211 個であり、観測点数は OBS157 点、（独）防災科学技

術研究所の Hi-net, F-net および大学・気象庁の陸上観測点 107 点である（図 4）。走時

の読み取り数は P 波 84,591(うち人工地震 45,103)個、S 波 59,707 個で、相対走時は自

然地震に対してのみ、P 波 150,943 個、S 波 197,234 個を計算した。モデルのグリッド

間隔は水平方向に 22~50km、深さ方向に 2-10km であり、グリッドの軸の一方が HY01 お

よび HY02 測線と平行となるように設定した．なお，構造推定に用いる初期速度構造に

は，先述の屈折法地震探査データの初動トモグラフィ結果を反映させている。推定され

た速度構造の解像度は実線で囲まれた範囲については水平方向 25km、深さ方向 10km 程

度である（図 5）。得られた P 波および S 波速度構造と、P 波初動極性から推定した地震

のメカニズム解から屈折法地震探査の結果では決定できない深部のプレート境界面の

形状を推定した（図 3、6）。 

さらに、地震波速度構造の短波長成分の空間分布を明らかにするため、数 Hz 以上の
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地震波の散乱に着目した解析を行った。使用したデータは本業務で日向灘に展開した

OBS および（独）防災科学技術研究所の Hi-net, F-net の観測点で得られた地震波形記

録と、（独）海洋研究開発機構が 2004 年に四国沖で行った自然地震観測 11)の波形記録

である。解析には 4-8Hz, 8-16Hz, 16-32Hz における速度波形記録の S 波エンベロープ

を用いた（図 7）。空間を水平方向 0.1˚×0.1˚、深さ方向に 20km のブロックに分割し、

散乱の経路依存性を媒質のランダム速度不均質の空間変化として解釈する手法 12) を

適用し、速度ゆらぎの空間変化を推定した（図 8）。 

 次に、四国沖での沈み込みに関する詳細な構造のイメージング及び地震の滑り域に関

する構造を明らかにするため、昨年度実施した屈折法地震探査データの解析を行った

（図 1）。四国沖のデータには回収時に一部、時刻較正不能のものがあったため、それら

のデータについては通常実施する観測点近傍のエアガンの水中直達波の走時を用いた

OBS 位置の再決定の際に、音響通信に用いる SSBL データ、精密海底地形データも用いた

手法 13)により、時刻較正値も同時に求め、構造解析に使用可能なデータとした。その

後、7 本の調査測線 SK01〜SK07 について初動トモグラフィ 7)と反射波走時マッピング

8) (SK07 のみ)を実施し、地震波速度イメージと反射イメージを得た。波線通過領域に

ついての解像度は、水平方向、深さ方向ともに 7.5km 程度である（図 9）。平成 21 年 10

月に四国沖に設置され、昨年 6 月に回収された長期観測型 OBS21 台の記録を解析したと

ころ、気象庁一元化震源リストに含まれていない地震が約 120 個観測されていることを

確認した。構造探査後から約 3 ヶ月間の観測を実施した地震データについても読み取り

を行っている。 

今年度の海域調査としては、土佐沖から紀伊半島沖での沈み込みに関する構造のイメ

ージングおよび地震の滑り域に関する構造を明らかにするため、大容量チューンドエア

ガンと海底地震計を用いた屈折法地震探査を実施した。調査測線は、南海地震から東南

海地震の滑り域 14)を通過するトラフ直交測線４本を設定した（図 10）。特に、海陸境

界域深部構造をねらって、淡路島南方まで紀伊水道を通過する TK02 測線を設定した。

また、TK01 測線の陸側延長上には東大地震研究所との連携により発破を用いた地震探査

測線が連続するように設定され、海域エアガンの信号を陸上の臨時観測点で記録したほ

か、発破の信号を OBS でも記録した。さらに、南海地震滑り域内での詳細な構造変化あ

るいは連続性を把握するため、トラフ平行測線 3 本を設定していたが、悪天候のため，

2 測線を実施した（図１）。TK03 測線では、444 チャンネルストリーマーを曳航した反射

法地震探査も同時に行った。調査は 2010 年 10 月 13 日〜11 月 11 日（（独）海洋研究開

発機構・深海調査研究船「かいれい」）、および 2010 年 12 月 20 日〜12 月 29 日、2011

年 1 月 4 日～1 月 22 日（（独）海洋研究開発機構・深海調査船「なつしま」）にかけて実

施した。屈折法地震探査に際しては「かいれい」搭載の地震探査システム 15)を用いた。

直交測線のうち TK01（測線長約 160km）、TK02（測線長約 220km）、TK04（測線長約 140km）、

TK06（測線長約 160ｋｍ）の一部では、以前海洋科学技術センター（現：（独）海洋研究

開発機構）が反射法地震探査 16)17)18)19)を実施しており、それらのデータも使用でき

るよう本研究の調査測線を設定した。設置した海底地震計は 174台で、設置間隔は 5km(海

岸線から近い紀伊水道周辺は 10km)、TK01~06 測線にそれぞれ、18 台、31 台、31 台、23

台、25 台、26 台使用した。長期観測用の海底地震計 20 台は予定していた TK01~07 測線
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および以前海洋科学技術センター（現：（独）海洋研究開発機構）が実施した屈折法地

震探査測線(NT0403)20)の交点と直交測線間の中点に設置した。屈折法地震探査の制御

震源としては、「かいれい」搭載の 7,800cu. inch エアガン・アレイを 140 気圧で、各

測線 200m 間隔で発振した。ただし、TK02 測線の一部区間で 5,850 cu. inch，TK03 測線

の一部区間で 7,600 もしくは 7,350 cu. inch で探査を行った。屈折法探査終了後、引

き続き約 3 ヶ月の自然地震観測を行った後、「なつしま」により 154 台の探査用海底地

震計を回収した。本調査で使用した海底地震計（（株）東京測深製 TOBS-24N 型）は、3

成分受振器（固有周波数 4.5Hz）とハイドロフォンで構成されており、データは収録装

置によって 200Hz サンプリングで連続的に収録された。ただし、紀伊水道に設置した 6

台（(株)勝島製作所製 POBS-100）は 250Hz サンプリングで収録された。屈折法地震探査

データについては、地震探査調査終了後に観測した記録を SEG-Y フォーマットデータ

(Society of Exploration Seismology 規格の地震探査用フォーマット)に編集した。図

に記録例（上下動成分）を示す。編集したデータは測位データとともに CD および BD に

保存された。連続記録についてもハードディスクから保存用ディスクへコピーし、バッ

クアップ保存された。 

 

 (c) 業務の成果 

 まず、日向灘域における解析結果について述べる。屈折法地震探査測線 HY01〜HY04、

KPr1, KPr2 について、初動走時、後続の反射波走時を説明可能な速度境界面を考慮に入

れた構造イメージを図に示す。HY01、HY02 測線については、陸側延長線上の（独）防災

科学技術研究所の Hi-net 観測点で記録したエアガンショット記録を使用して海陸境界

深部構造を推定した（図 2）。直交測線 HY01 から KPr1 の構造イメージを順にみると、沈

み込むフィリピン海プレートを構成する地殻は、HY0 測線周辺の海洋性地殻から、HY02

の厚い九州パラオ海嶺の地殻に変化し、さらに南西の KPr1 では短波長の不均質を伴う

九州パラオ海嶺の地殻の特徴を持つことがわかる。平行測線 HY03、KPr2 では、この地

殻の厚さ変化が連続的に確認できる。つまり、地殻の厚さは、北東の南海トラフ側の通

常の海洋地殻から、薄い海洋性地殻の「遷移帯」を経て九州パラオ海嶺の厚い地殻へと

変化し、さらに不均質な海嶺地殻から再び薄い北部琉球弧への地殻へとつながっている。

九州パラオ海嶺の厚い地殻の北東と南西に、地殻の厚さの変化を伴う構造境界が存在し

ているが、その位置は必ずしも海底地形の変化に対応しないことが特徴的である。 

 OBSで得られた自然地震データと人工地震データを統合した地震波トモグラフィを行

ったことにより、詳細な震源分布や沈み込むフィリピン海プレート内部の速度構造が明

らかになり、屈折法地震探査による構造推定範囲より深部に位置する海陸境界域のプレ

ート境界の位置を推定することが可能となった（図４〜6）。地震活動の特徴としては、

トラフ軸周辺の地震活動は、南海側では活動が低調で、「遷移帯」から西側では比較的

活発である．震源分布の深さ方向の広がりを見ると、「遷移帯」から南海側にかけての

範囲では地震活動はスラブ上面付近に集中するのに対し、九州パラオ海嶺側では深さ方

向に10 km以上の厚さを持って分布している．地震波速度構造解析からは、屈折法地震

探査によって存在を示唆される海洋性地殻の薄い「遷移帯」が、より陸側まで延長して
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いる様子がイメージされた（図11）。九州パラオ海嶺側のスラブマントルには、低速度

を示す場所が存在し、磁気異常の空間分布と対応している． 

 屈折法地震探査データによる構造解析と地震トモグラフィによる深部構造解析の結

果の統合により、日向灘におけるフィリピン海プレートの形状が空間的に詳細に把握で

きた（図 3）。構造探査から推定されるプレート形状で信頼性があるのは深さ 18km まで

で、それ以上の深さについては地震トモグラフィによる結果を採用し、両者の結果は深

さ 15km で整合性があることを確認した。その結果、四国沖から日向灘にかけてのプレ

ートの屈曲形態は、シミュレーション研究から推定される形状 6)よりも陸側に凸になる

場所がより南西に位置すること、九州パラオ海嶺の沈み込みによる変形形状が前述の構

造境界周辺に存在することがわかった。 

 地震波の散乱に着目した解析からは、日向灘とその周辺における散乱の強い領域は，

第四紀火山及び日向灘の深さ 0-20km に分布することがわかった（図 8）。日向灘の強散

乱域は，屈折法地震探査において推定されたセグメント境界南西側の九州パラオ海嶺と

解釈されている領域とほぼ対応する。このことは，セグメント境界付近で地殻の厚さや

反射波の特徴が変化するだけではなく、媒質内部の微細な速度不均質も変化しているこ

とを示唆する。また、第四紀火山群下を伝播する地震波は高周波数ほど散乱が強くなる

傾向が見られるが，日向灘では周波数による変化はあまりみられなかった。この違いは、

不均質構造のスケール依存性の違いと解釈することができる。 

 地震現象と構造を比較すると、「遷移帯」は、陸側深部が 1968 年の日向灘地震のアス

ペリティ域（Mw7.5）3)に対応する上、浅部は 2003 年、2010 年に発生した豊後水道のス

ロースリップイベントおよび深部低周波微動に連動して起きた浅部低周波地震の発生

域 4)に対応している（図 11）。HY01 測線下の構造イメージによると、日向灘地震アスペ

リティ域では 6km/s 以上の上盤の物質と沈み込む海洋性地殻が接している一方で、深部

低周波微動に連動して起きた浅部低周波地震の発生域では、沈み込む海洋性地殻の上に

のっているのは主に 4km/s 以下の堆積物である。常時、浅部低周波地震が活動的な KPr1

測線周辺の九州パラオ海嶺域についても、上盤には厚い堆積層が分布している（図 2）。

地震時の滑りと浅部スロースリップイベントを規定する構造の特徴を示唆する可能性

があるという点で重要な成果と言える。さらに、九州パラオ海嶺の厚い地殻の北東縁と

南西縁は、それぞれ、1968 年の日向灘地震（Mw7.5）3)の滑り域南西縁、および 1662 年

津波波源域南西縁 5)に一致しており、連動型南海トラフ巨大地震の西縁のセグメント境

界を規定する構造要因という点で重要である。また、地震との関係は今のところ不明だ

が、HY01, HY02 では、日向灘地震の滑り域の上限付近に陸側に傾斜する反射面が存在す

ることがわかった（図 2）。 

 次に昨年度実施した四国沖での屈折法地震探査データを用いた構造解析結果につい

て述べる。初動トモグラフィ 7)と反射波走時マッピング 8)による構造イメージを図 12

に示す。1944 年南海地震滑り域の西縁とされる足摺岬沖を境界として、日向灘から四国

沖にかけて、沈み込む海洋性地殻第 2 層に相当する物質の厚さが減少すること、上盤の

古い付加体の海側への空間的な広がりが陸側へ後退することなどの構造変化がイメー

ジングされた。セグメント境界を規定する構造要因である可能性がある。また、長期観

測型 OBS21 台の記録を解析したところ、気象庁一元化震源リストに含まれていない地震
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が約 120 個観測されていることを確認した。構造探査後から約 3 ヶ月間の観測を実施し

た地震データについても読み取りを実施ししている。 

 今年度実施した土佐沖から紀伊半島沖での屈折法地震探査からは、良好なデータが取

得された（図13）。陸上の発破もTK01, TK02測線で収録し、TK02測線では明瞭な信号が

確認できた（図14）。TK03測線で実施した反射法地震探査の処理結果を図15に示す。こ

れまでになく海岸線に近づいたストリーマー曳航の効果により、深部からの沈み込むプ

レート境界面からの反射に相当すると考えられる信号が確認された（図）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 一昨年度実施した日向灘域での屈折法地震探査データの解析を既存の海上保安庁の

データ、陸上 Hi-net 観測点のデータも含めて実施し、初動走時だけでなく後続の反射

走時も説明可能な速度境界面を考慮に入れたより現実的な構造イメージを得た。また、

調査期間中に観測された地震を用いたトモグラフィ解析、散乱構造解析を実施し、日向

灘域のプレートの空間的な形状を把握した。その結果、沈み込むフィリピン海プレート

は四国海盆の海洋地殻から、薄い海洋性地殻の遷移帯を経て、九州パラオ海嶺側の厚い

地殻に変化していることがわかった。薄い海洋性地殻の遷移帯は地震トモグラフィによ

って九州の陸側まで伸びている可能性が示唆された。遷移帯は、陸側の深部が 1968 年

の日向灘地震のアスペリティ域（Mw7.5）3)に対応する上、浅部は 2003 年、2010 年に発

生した豊後水道のスロースリップイベント、深部低周波微動に連動して起きた浅部低周

波地震の発生域 4)に対応している。一方、九州パラオ海嶺の厚い地殻は短波長の不均質

を伴う特徴を持つが、さらに北部琉球弧に向かって再度薄い海洋地殻へと変化している。

構造の変化する境界域 2 カ所は、それぞれ 1968 年の日向灘地震（Mw7.5）3)の滑り域南

西縁、および 1662 年津波波源域南西縁 5)に一致しており、連動型南海トラフ巨大地震

の規模によって、どちらも震源域西縁のセグメント境界と成り得る可能性が示唆される。

また、九州パラオ海嶺ではプレート境界からの反射強度が基本的に強い性質があり、そ

の範囲は散乱構造解析から得られた散乱強度の強い領域にも対応しており、浅部低周波

地震が常時発生している領域でもある 4)。構造境界を境とする構造や地震現象の特徴の

違いは、1968 年の日向灘地震の南西縁に相当するセグメント境界でのプレート境界物性、

地震発生帯媒質特性の変化を示すと考えられる。さらに、地震トモグラフィによる深部

構造解析の結果と統合した日向灘におけるフィリピン海プレートの形状が把握できた。

その結果、四国沖から日向灘にかけてのプレートの屈曲形態は、シミュレーション研究

から推定される形状 6)よりも陸側に凸になる場所がより南西に位置すること、九州パラ

オ海嶺の沈み込みによる変形形状が前述の構造境界周辺に存在することがわかった。し

かし、海陸境界部の深部構造については、海域の構造探査データと Hi-net 観測点のデ

ータの統合解析や海陸での地震を用いた深部構造解析だけでは高精度な構造を推定す

るには限界がある。西南日本で広く確認されている深部低周波地震発生域の構造は、地

震発生帯下限あるいは固着域から定常滑り域の遷移帯の構造として海溝型巨大地震発

生の物理を理解する上で重要である。高精度の海陸境界深部構造を推定するために、稠

密な海陸統合調査を実施することが今後は必要になるだろう。 

 四国沖での屈折法地震探査データを用いた構造解析を実施した。その結果、日向灘か
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ら四国沖にかけて、沈み込む海洋性地殻第 2 層に相当する物質の厚さが減少すること、

上盤の古い付加体の海側への空間的な広がりが陸側へ後退することなどの構造変化が

イメージングされた。昭和南海地震の滑り域の西縁を規定する構造をみている可能性が

ある。今後は初動走時と反射走時を説明できる構造を推定するとともに、使用可能な陸

上観測点も用いた海陸境界深部までの構造解析を進める。また、平成 21 年 10 月に四国

沖に設置され、昨年 6 月に回収された長期観測型 OBS21 台の記録を解析したところ、気

象庁一元化震源リストに含まれていない地震が約 120 個観測されていることを確認した。

構造探査用の OBS160 台による約 3 ヶ月の自然地震観測については、現在四国沖のデー

タ処理を開始したところである．日向灘における構造推定では、西側に位置する「遷移

帯」や九州パラオ海嶺側の深部構造の情報を得ることができた．一方で、東側に位置す

る「遷移帯」から四国沖にかけての構造推定は、西側に比べて地震数が少ないために十

分な解像度が得られていない．今後、日向灘と四国沖のデータを統合した広範囲の深部

構造解析を行うことで、「遷移帯」の 3 次元的な広がりやプレート境界形状を推定して

いく予定である。 

 土佐沖から紀伊半島沖の屈折法および反射法地震探査データは一次処理が終了した

段階である。屈折法地震探査データについては、東京大学地震研究所との連携により実

施した海陸統合調査データも含め、初動および反射走時が説明できる現実的な構造モデ

ルの構築をめざし、土佐沖からの紀伊半島沖にかけての 3 次元的なプレート形状の推定

を進める。３ヶ月半の自然地震観測データについては処理を進める。長期観測 OBS は７

月に回収予定で、その後処理を進める。 
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3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

 前年度調査した土佐沖から紀伊半島沖に設置した21台の長期記録型海底地震計を7月に

回収する。 

 紀伊半島沖での沈み込みに関する詳細な構造のイメージングおよび地震のアスペリティ
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に関する構造を明らかにするためのデータの取得と、西南日本の付加体先端部付近で発生

している低周波地震や微動を含む地震活動の把握を通じて、沈み込み帯の地殻構造、巨大

地震の発生、地震活動の相互関係の解明に資することを目指し、海底地震計を土佐沖から

紀伊半島沖に設置し、屈折法・反射法地震探査および約 10 ヶ月間の長期自然地震観測を実

施する。 

 具体的な実施方法としては、土佐沖〜紀伊半島沖においてトラフ直交、平行方向の総延長

約 1000km の測線上に 200 台の OBS を設置し、各測線上で屈折法地震探査を実施する。さら

にマルチチャンネル反射法地震探査を実施し、すべての海底地震計の回収を行う。また、

同海域で長期地震観測を実施するために、海底地震計数台の長期記録型への改良を実施し、

地震探査測線上に約 20km ごとに設置し、10 ヶ月間の観測を開始する。 

 上記調査により、紀伊半島沖において深さ 30km 程度までの 3 次元的プレート境界イメー

ジおよびプレート境界物性を把握し、海溝型巨大地震の発生に関連する構造要因の抽出が

期待される。また、約 10 ヶ月間の長期海底地震観測により、観測領域における低周波地震

を含んだ地震活動を把握でき、沈み込み帯における地殻構造と震動現象の関係を明らかに

することが期待される。 

 加えて、昨年度までに実施した四国沖、土佐沖から紀伊半島沖までの探査および地震デ

ータの解析を進める。 

 以上により得られる成果は、連動型巨大地震発生評価のための地震発生帯の物理モデル

およびシミュレーションの高度化に資する基本的かつ重要な情報となる。 

 



 20

 

図１：日向灘、四国沖における屈折法地震探査測線。赤丸、黄丸は海底地震計(OBS)。白丸

は未回収 OBS。ピンク三角は長期観測 OBS。1968 年日向灘地震のアスペリティ 3)、1662 年

日向灘地震の津波波源域を水色塗り 5)、1946 年南海地震の滑り域については赤塗り領域で

示す 14)。黒線はエアガン発振測線。 
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図 2：日向灘での屈折法地震探査データによる構造解析結果。上から順に、HY01、HY02、

KPr1、HY03、HY04、KPr2 測線の構造イメージ。 HY01、HY02 測線については（独）防災科

学技術研究所の Hi-net 観測点のデータも使用して、海陸境界部の深部構造を推定した結果

である。HY03、HY04 測線については日向灘側から見た図となっている。反射波イメージも

重ね合わせた。KPr2 測線の南西側面には周辺で実施された北部琉球海溝の構造イメージ

21)を示した。 
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図 3： 屈折法地震探査データによる構造解析（青線）および地震トモグラフィによる深部

構造（赤線）から推定される日向灘の空間的なプレート形状。黒線はシミュレーションで

用いられているプレート形状 6)。 
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図 4： 地震データによる深部構造解析に用いた自然地震の震源（赤点）と海陸の観測点（青

四角）。HY01 から HY04 測線上の 200m 毎のエアガンショットも震源として解析には使用し

ている。海域は OBS、陸上は（独）防災科学技術研究所の Hi-net、F-net および大学・気

象庁の観測点。＋印はグリッド位置を示す。 
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図 5： 地震データによる深部構造解析による HY01、HY02 測線について推定された P およ

び S 速度構造についてのチェッカーボードテストの結果。推定された速度構造の解像度は

実線で囲まれた範囲については水平方向 25km、深さ方向 10km 程度である。 
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図 6：地震データを用いた深部構造解析の HY01、HY02 についての断面。赤線が震源分布か

ら推定されるプレート境界。白点線がシミュレーションで使用しているプレート形状モデ

ル 6)、黒線が屈折法地震探査データによる構造解析により推定されるプレート境界。
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図 7：（左）震源（大きな赤丸）と観測点（OBS:小さな赤丸）分布。（右）各 OBS における

水平動２成分の RMS エンベロープ（4-8Hz、8-16Hz）。各トレースをそれぞれの最大振幅で

規格化してある。HY01 の北西側の OBS では明瞭な S 波の立ち上がり、および短い継続時間

が特徴的である。一方で、HY01 の南東側のでは緩やかな S 波の立ち上がり、および長い継

続時間が特徴的で、波線経路上での強い散乱を受けていることが示唆される。 
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図 8： 日向灘およびその周辺の速度ゆらぎの空間変化。散乱の経路依存性を媒質のランダ

ム速度不均質の空間変化として解釈する手法 12) によって得られたピーク遅延時間の最

小値マップを示す。赤系統ほどランダムな速度ゆらぎが強く地震波が強く散乱される領域

を示す。 
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図 9：四国沖での屈折法地震探査データによる初動トモグラフィ 7)による構造解析結果。

上から順に、SK01 から SK07 測線の構造イメージ（上段）とチェッカーボードテストの結

果(下段)。色が薄くなっている部分と灰色の部分は波線が通過していないために、推定で

きない領域を示す。 
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図 10： 土佐沖から紀伊半島沖にかけて実施した調査海域図。赤丸は（株）東京測深製 OBS、

青丸は（株）勝島製作所製 OBS、黄色三角は長期観測用 OBS。黒線はエアガン探査測線。TK03

では同時に反射法地震探査を実施した。赤星は東京大学地震研究所の発破点。
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図 11：日向灘における地震データを用いた深部構造解析によって推定されたプレート境界

より 2km 下の深さに沿った速度分布。青線で囲んだ HY01 周辺の領域が海洋性地殻が薄くな

っている「遷移帯」に相当する。「遷移帯」の陸側深部が 1968 年の日向灘地震のアスペリ

ティ域（Mw7.5）3)に対応する上、浅部は 2003 年、2010 年に発生した豊後水道のスロース

リップイベントおよび深部低周波微動に連動して起きた浅部低周波地震の発生域 4)に対

応している。 
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図 12：四国沖から日向灘にかけての構造イメージ。
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図 13：土佐沖〜紀伊半島沖で実施した屈折法地震探査の記録例。上から順に TK01 測線の

site12、TK02 測線の site40、TK06 測線の site145 の記録。
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図 14：土佐沖〜紀伊半島沖の構造調査の TK02 測線の OBS で取得した陸上発破記録。左が

北で、左から１番目のトレースが Site19 で取得した陸上発破の波形。 
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図 15：土佐沖から紀伊半島沖における反射地震探査記録断面(TK03)。四角で囲んだ部分に

沈み込むプレート付近からの反射が確認できる。 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

切迫度の高い震源域の先行調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

准教授 

教授 

准教授 

助教 

助教 

研究員 

研究員 

技術職員 

技術職員 

技術職員 

日野亮太 

藤本博己 

三浦 哲 

伊藤喜宏 

太田雄策 

稲津大祐 

飯沼卓史 

平原 聡 

中山貴史 

鈴木秀市 

 

(c) 業務の目的 

宮城県沖および根室沖においては海溝型大地震が発生する切迫度が非常に高く、こうした領

域における調査観測は、海溝型大地震の発生準備ならびに直前過程と発生直後のプレート間す

べりの拡大様式を理解する上で重要であり、南海トラフ巨大地震の連動性評価に大きく活用で

きるものである。このため、宮城沖、根室沖地震の震源域において、地震計、水圧計を用

いた長期地殻活動観測・評価を行い、その成果である研究対象地震の再来前後の地殻活

動評価を、南海トラフで発生する地震の連動発生可能性の評価に反映する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度： 

宮城県沖の６カ所に海底地震計を設置し、宮城県沖地震の想定震源域周辺における微小地

震活動の時空間変化の長期モニタリングを開始した。さらに、４カ所に海底水圧計を設置し、

プレート間すべりによる海底上下変動の検知のための試験観測を開始した。また、根室沖海域

においては 10 地点に海底地震計を設置して、根室半島沖地震の想定震源域における微小地震

活動のモニタリングを開始した。一方で、海底上下変動データによってプレート間すべりの検

知能力がどのように向上するか、数値実験を通して評価を行う一方で、海底圧力観測技術開発

の一環として、圧力センサーの長期ドリフトの評価のための室内実験に着手した。 

 

2) 平成２１年度： 

平成２０年度に設置した海底地震計および水圧計を回収し、そのデータ処理を行った。地

震計のデータ解析から、宮城県沖で発生する微小地震の震源分布を推定した。また、海底圧力

データから海底地殻鉛直変動を検出するための技術開発の一環として、海洋変動に起因する圧
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力変動の数値モデリング手法の開発に着手し、その結果を、本業務で取得された海底圧力デー

タにみられる変動との比較を行った。さらに、圧力観測のデータを用いて、海底地殻変動の検

知を試みた。一方、平成２０年度に開始した地震・水圧観測を継続するとともに、宮城県沖に

おいては「宮城県沖地震における重点的調査観測」によって整備された海底地震・水圧観測網

の継承・維持を行った。根室沖においても水圧観測を 2観測点において開始した。 

 

3) 平成２２年度： 

平成２１年度に設置した海底地震計および水圧計を回収してそのデータ処理・解析を行っ

た。地震計のデータ解析から、根室沖で発生する微小地震の詳細な震源分布を明らかにすると

ともに、宮城県沖においてはプレート境界周辺の起震応力場を明らかにした。水圧観測データ

から潮汐や海洋変動などの地殻変動以外の現象による変動成分の除去方法に関する検討を進

め、海陸プレート間固着に起因すると思われる長期的な海底地殻上下変動の検知を試みた。さ

らに、陸上測地観測との協調によって、プレート間すべりを高精度で推定する手法の開発を行

った。一方で、２１年度からの海底観測態勢を継続して維持した。 

 

4) 平成２３年度： 

平成２２年度に設置した海底地震計および水圧計を回収してそのデータ処理・解析を行う。

平成２２年に設置した観測装置は、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震を

観測してことから、こうしたデータを用いることにより、この地震の震源像の詳細と、地震発

生前後におけるプレート間すべりの時空間分布を解明する。さらに、東北地方太平洋沖地震の

震源が位置する宮城県沖における微小地震観測と水圧観測を継続し、起震応力場と余効すべり

の時空間的な変化を明らかにすることにより、海底観測から海陸プレート境界における固着－

すべり状態のマッピングを試行する。さらに、根室沖における地震・水圧観測を継続して実施

し、この地域における地震活動や地殻変動に対する東北地方太平洋沖地震の影響の評価を行う。 

 

5) 平成２４年度： 

平成２３年東北地方太平洋沖地震の地震時およびその前後におけるプレート間すべりの時

空間変化を明らかにし、連動型巨大地震の発生過程の物理モデル構築のためのシミュレーショ

ン研究において再現するべき地震発生のシナリオモデルを提供する。そのために、宮城県沖に

おける海底地震・地殻変動観測を継続し、得られるデータの解析によるすべり分布推定を行う

ほか、すべり分布と地震波速度構造や起震応力場の空間変化との対応関係を示す。さらに、引

き続き地震発生準備過程にある根室半島沖におけるプレート間すべりの時空間変化について、

東北地方太平洋沖地震による影響を含めて明らかにし、アスペリティ間相互作用に関する観測

事例を提供する。 

 

(e) 平成 22 年度業務目的 

プレート境界型の大地震が発生する確率が高いと考えられている宮城県沖ならびに

根室半島沖において、地震発生の前後でみられるプレート間すべりの加速現象の検知を

行うための海底地震および地殻変動に関する観測技術とデータ解析手法の開発を目的

とする。本年度は、これらの海域における微小地震活動状況の正確な把握のために実施
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した海底地震計による地震観測のデータ処理・解析を実施する。また、プレート間すべ

りに起因する海底地殻変動の検知を目的として実施した海底水圧連続観測のデータに

含まれる海洋変動による海底圧力変動を予測・除去する手法の開発を行い、海底におけ

る地殻上下変動の検出を試みる。一方で、時定数の長い地殻変動の観測を可能とするこ

とをめざして、圧力計センサーの長期安定性を評価するための手法の検討をおこなう。 

 

(2) 平成 22 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

平成 21 年度から継続して、宮城県沖ならびに根室半島沖において海底地震計の回収・

再設置を行うことにより、同一観測点における海底地震観測を実施した。また、宮城県

沖の 10 点、根室半島沖の 5 地点において水圧観測を実施した。得られた海底地震観測

データを用い、根室半島沖における詳細な震源分布を推定するとともに、宮城県沖にお

いてはプレート境界周辺における応力場の推定を行った。海洋数値モデリングによる海

底圧力変動を予測する手法の開発を継続して進め、予測値による実測値の再現性は、数

値モデリングの空間分解能に依存することが明らかになった。さらに、宮城県沖におい

て得られた海底水圧観測のデータから、継続時間７日程度の地殻変動イベントを検知し、

陸上測地観測データとの総合解析により、プレート間で M6.6 程度の非地震性すべりイ

ベントとしてモデル化できることを示した。さらに、宮城県沖で同時に複数観測点にお

いて捉えられた圧力計を重合処理することにより、海域内での平均的な変動成分を抽出

した。平均的な海底水圧変動には、海水面高の年周変動に対応する成分とともに、経年

的な増圧成分が含まれ、その増圧レートは宮城県沖におけるプレート間固着による上盤

側の沈降のレートと矛盾しない。こうした実海域観測と平行して、圧力センサーの長期

ドリフトのレートを測定する試みとして、恒温槽内においた 2 台の圧力計に、水深 2,000

～4,000 m 相当の圧力を印加しながら、計測された圧力値を長時間にわたるって比較し、

2 センサーのドリフトレートの違いを、数 hPa/年程度の精度で、室内試験によって評価

可能であるという見通しを得た。 

 

(b) 業務の成果 

宮城県沖ならびに根室沖において、海底地震観測と海底水圧観測を実施した。平成 22

年度は、４月と６月に各２回、９月と１１月に各１回の航海を実施し、21 年度から観測

を継続してきた海底地震計ならびに海底水圧計の回収と、同一地点への地震計・水圧計

の設置を行うことにより、観測網の維持を行った。こうした観測は、海洋研究開発機構・

学術調査船「淡青丸」、気象庁・観測船「凌風丸」「啓風丸」の研究・観測航海で行っ

たほか、本業務の経費による用船（オフショア・オペレーション「かいこう」および「第

７海工丸」）により実施した。各観測航海における作業概要を、表１～６に示した。 

宮城県沖においては、平成 21 年度に海底地震計を設置した 21 地点のうち、20 地点に

ついて地震観測を継続して実施した（図１）．S07 点については、周囲の地震活動が低

調で本海域の地震活動評価に大きく貢献していないことから、平成 22 年度は観測の継

続は行わなかった．10 地点における水圧観測は、全点において継続して実施した。根室
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半島沖においては、10 観測点での海底地震計観測を継続するとともに、水圧観測点を５

地点に増やして、観測態勢の強化を図った（図２）。 

回収した海底地震計・水圧計のデータは、東北大学において一次処理・解析を行って

いる。海底地震計の波形データについては、時刻補正を行った後、全観測点の波形デー

タの統合を行った。震源決定のために、陸上観測網のデータとも統合して検測するシス

テムを整備するとともに、極微小地震や微動活動の検知を目的として、連続記録をドラ

ムイメージで閲覧できるデータベースを構築した。 

 

 

図１ 宮城県沖の観測点配置． 
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図２ 根室沖の観測点配置． 

 
 
表１ 2010 年 4 月宮城県沖淡青丸航海のまとめ 

 

＜回収時詳細＞宮城沖 OBS 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

S22 2010/4/12-15:48:00 38°12′33.8″ 142°47′19.5″  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

S22 2010/4/12-16:13:00 -4317  
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表２ 2010 年４月宮城県沖啓風丸航海のまとめ 

 

＜回収時詳細＞宮城沖 OBS/OBP 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

S04 2010/5/1-14:30 38°29.728′ 142°30.127′  

S07 2010/4/30-10:58 - - 未回収 

S08 2010/4/30-14:08 - - 未回収 

S09 2010/5/1-09:25 38°11.733′ 143°07.924′  

S10 2010/5/1-10:31 - - 未回収 

P01 2010/5/2-07:34 38°19.943′ 142°25.008′  

P04 2010/5/2-10:26 38°18.915′ 142°34.026′  

P05 2010/5/2-12:08 38°17.993′ 142°42.125′  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

S04 2010/5/1-15:30:10 -1756  

S07 - - トラポン応答なし 

S08 - - トラポン応答なし 

S09 2010/5/1-09:00:10 2602  

S10 - - トラポン応答なし 

P01 2010/5/2-09:11:20 3299  

P04 2010/5/2-11:10:50 2914  

P05 2010/5/2-14:09:30 1234  

 

＜設置時詳細＞宮城沖 OBS/OBP 

設置計画位置 

観測点名 計画設置位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S04 38°30.00′ 142°30.00′ 1100 

S08 38°08.00′ 142°45.00′ 1530 

S09 38°25.80′ 142°00.00′ 2040 

S10 38°13.70′ 141°59.00′ 1910 

P01 38°20.00′ 142°25.00′ 1050 

P04 38°19.00′ 142°34.00′ 1200 

P05 38°18.00′ 142°42.00′ 1400 
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表２ 2010 年４月宮城県沖啓風丸航海のまとめ（つづき） 

 

レコーダ設定情報 

観測点名 地震計名 センサ

ー 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 入力 CH ｱﾝﾌﾟ倍率(dB) 記録タイマー 

S04 3-012 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/5/15-2011/02/01 

S08 3-059 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/5/15-2011/02/01 

S09 3-068 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/5/15-2011/02/01 

S10 3-031 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/5/15-2011/02/01 

P01 PCA_6_003 圧力計 - - - 2010/4/27-2011/06/01 

P04 PCA_6_001 圧力計 - - - 2010/4/27-2011/06/01 

P05 PCA_6_002 圧力計 - - - 2010/4/27-2011/06/01 

 

投入時詳細 

観測点名 投入日時 投入位置※投入時の船舶位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S04 未設置    

S08 2010/4/30-14:40 38°08.0184′ 142°44.9121′ 1532 

S09 未設置    

S10 未設置    

P01 2010/5/02-09:27 38°19.987′ 142°25.005′ 1039 

P04 2010/5/02-11:18 38°19.020′ 142°33.919′ 1265 

P05 2010/5/02-14:15 38°17.993′ 142°42.006′ 1412 

 

観測点名 時刻校正 

（投入前） 

誤差 位置決めによる OBS 位置 

緯度(N) 経度(E) 

S04 未設置   

S08 2010/4/30-14:19:00 -14  位置決め実施せず 

S09 未設置   

S10 未設置   

P01 2010/5/02-08:47:40 54 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P04 2010/5/02-10:45:50 14 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P05 2010/5/02-13:34:00 -55 位置決め実施せず 位置決め実施せず 
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表３ 2010 年６月宮城県沖・根室半島沖傭船航海のまとめ 

 

＜回収時詳細＞宮城沖 OBS 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

S01 2010/06/06-20:07 38°20.665′ 142°06.909′  

S02 - - -  

S21 2010/06/06-16:59 - - 未回収 

S26 - - -  

S27 2010/06/06-14:19 38°35.862′ 142°08.930′  

S03 2010/06/01-18:31 38°11.195′ 142°24.090′  

LS1 2010/06/02-00:25 38°40.783′ 142°27.410′  

LS2 2010/06/02-05:35 38°54.889′ 142°29.500′  

LS3 2010/06/02-02:57 38°46.455′ 142°49.794′  

LS4 2010/06/01-21:10 38°18.211′ 142°42.239′  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

S01 2010/06/06-20:39:00 -4027  

S02 - - 2010/06/01 石巻漁船にて回収 

S21 - - トラポン応答なし 

S26 - - 2010/04/30 女川漁船にて回収 

S27 2010/06/06-14:47:00 -814  

S03 2010/06/01-19:51:00 -2322  

LS1 2010/06/02-01:19:00 -244  

LS2 2010/06/02-06:25:00 -1242  

LS3 2010/06/02^04:11:00 -1913  

LS4 2010/06/01-22:11:00 -2311  
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表３ 2010 年６月宮城県沖・根室半島沖傭船航海のまとめ（つづき） 

 

＜回収時詳細＞根室沖 OBS/OBP 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日

時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

NM.S01 2010/06/03-14:36 42°40.270′ 145°07.426′  

NM.S02 2010/06/05-01:16 42°32.606′ 145°17.100′  

NM.S03 2010/06/05-04:17 42°25.293′ 145°28.352′  

NM.S04 2010/06/03-08:25 42°18.018′ 145°39.272′  

NM.S05 2010/06/03-02:20 - - 未回収 

NM.S06 2010/06/04-21:50 42°52.619′ 145°39.705′  

NM.S07 2010/06/03-19:55 42°42.507′ 145°44.707′  

NM.S08 2010/06/04-18:12 42°32.424′ 145°49.657′  

NM.S09 2010/06/04-15:30 42°22.720′ 145°55.140′  

NM.S10 2010/06/04-03:20 42°11.998′ 146°00.012′  

NM.S09(OBP) 2010/06/04-13:04 42°22.544′ 145°55.204′  

NM.S10(OBP) 2010/06/04-05:12 - -  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

NM.S01 2010/06/03-15:31:00 5812  

NM.S02 2010/06/05-03:14:00 -13016  

NM.S03 2010/06/05-05:57:00 -3551  

NM.S04 2010/06/03-10:34:00 -12285  

NM.S05 - - 離底信号受信するも，浮上後発見出来ず 

NM.S06 2010/06/04-23:05:00 -7217  

NM.S07 2010/06/03-21:22:00 -10023  

NM.S08 2010/06/04-20:01:00 -10382  

NM.S09 2010/06/04-17:17:00 -10982  

NM.S10 2010/06/04-05:50:00 -12315  

NM.S09(OBP) 通信不能 -  

NM.S10(OBP) - - トラポン応答なし 
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表３ 2010 年６月宮城県沖・根室半島沖傭船航海のまとめ（つづき） 

 

＜設置時詳細＞根室沖 OBS/OBP 

   ※NM.S03〜S05 と NM.S09,NM.S10 では，OBS の設置と OBP の設置 

設置計画位置 

観測点名 設置計画位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

NM.S01 42°40.30′ 145°07.92′ 1150 

NM.S02 42°32.72′ 145°18.36′ 2120 

NM.S03 42°25.13′ 145°28.74′ 2910 

NM.S04 42°17.53′ 145°39.12′ 3400 

NM.S05 42°09.99′ 145°49.44′ 4050 

NM.S06 42°52.54′ 145°39.84′ 1200 

NM.S07 42°42.41′ 145°44.94′ 2250 

NM.S08 42°32.27′ 145°49.98′ 2910 

NM.S09 42°22.14′ 145°55.02′ 3250 

NM.S10 42°12.00′ 146°09.00′ 4150 

 

レコーダ設定情報 

観測点名 地震計名 センサ

ー 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝ

ｸﾞ 

入力

CH 

ｱﾝﾌﾟ倍率(dB) 記録タイマー 

NM.S01 2-068 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S02 4-015 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S03 4-023 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S04 3-058 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S05 4-057 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S06 3-012 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S07 2-026 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S08 3-031 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S09 4-064 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S10 3-030 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/06/07-2011/05/01 

NM.S03(OBP) PCA_6_012 圧力計 - - - 2010/05/30-2011/08/01 

NM.S04(OBP) PCA_6_004 圧力計 - - - 2010/05/30-2011/08/01 

NM.S05(OBP) PCA_6_005 圧力計 - - - 2010/05/30-2011/08/01 

NM.S09(OBP) PCA_6_013 圧力計 - - - 2010/05/30-2011/08/01 
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表３ 2010 年６月宮城県沖・根室半島沖傭船航海のまとめ（つづき） 

 

投入時詳細 

観測点名 投入日時 投入位置※投入時の船舶位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

NM.S01 2010/06/03-14:27:48 42°40.3373′ 145°07.9245′ 1190 

NM.S02 2010/06/03-13:22:16 42°32.7002′ 145°18.3742′ 2213 

NM.S03 2010/06/03-12:14:04 42°25.1343′ 145°28.7127′ 2930 

NM.S04 2010/06/03-10:51:41 42°17.5317′ 145°39.1193′ 3562 

NM.S05 2010/06/03-02:55:52 42°10.0090′ 145°49.4658′ 4556 

NM.S06 2010/06/03-18:27:31 42°52.5402′ 145°39.8403′ 1295 

NM.S07 2010/06/03-19:47:36 42°42.4052′ 145°44.9282′ 2255 

NM.S08 2010/06/04-00:17:46 42°32.2670′ 145°49.9953′ 3017 

NM.S09 2010/06/04-01:46:42 42°22.1632′ 145°55.0187′ 3316 

NM.S10 2010/06/04-03:11:52 42°12.0252′ 146°00.0205′ 4392 

NM.S03(OBP) 2010/06/03-12:01:46 42°25.1210′ 145°28.7388′ 2931 

NM.S04(OBP) 2010/06/03-08:19:14 42°17.5317′ 145°39.1157′ 3563 

NM.S05(OBP) 2010/06/03-02:14:45 42°10.0038′ 145°49.4075′ 4548 

NM.S09(OBP) 2010/06/04-01:33:03 42°22.1497′ 145°55.0045′ 3316 

NM.S10(OBP) 2010/06/04—02:59:42 42°12.0047′ 146°00.0150′ 4392 

 

観測点名 時刻校正 

（投入前） 

誤差 位置決めによる OBS 位置 

緯度(N) 経度(E) 

NM.S01 2010/06/03-14:13:00 -10 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S02 2010/06/03-13:12:00 -5 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S03 2010/06/03-12:01:00 -8 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S04 2010/06/03-10:26:00 -12 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S05 2010/06/03-02:41:00 -4 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S06 2010/06/03-18:08:00 -32 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S07 2010/06/03-19:12:00 -15 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S08 2010/06/03-23:50:00 -37 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S09 2010/06/04-01:06:00 -15 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S10 2010/06/04-02:42:00 -18 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S03(OBP) 2010/06/03-11:46:10 187 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S04(OBP) 2010/06/03-07:17:30 332 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S05(OBP) 2010/06/03-01:49:20 349 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S09(OBP) 2010/06/04-00:55:00 221 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

NM.S10(OBP) 2010/06/04-02:29:20 170 位置決め実施せず 位置決め実施せず 
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表４ 2010 年６月宮城県沖凌風丸航海のまとめ 

 

＜設置時詳細＞宮城沖 OBS/OBP 

設置計画位置 

観測点名 計画設置位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S05 37°57.00′ 142°29.00′ 1070 

S14 38°30.70′ 142°44.70′ 1460 

S15 38°18.70′ 142°55.70′ 1450 

S17 38°33.50′ 143°15.00′ 2270 

S18 38°19.00′ 143°18.00′ 2770 

P02 38°30.00′ 142°30.10′ 1100 

P03 38°11.00′ 142°24.00′ 1050 

P06 38°38.00′ 142°35.00′ 1250 

 

レコーダ設定情報 

観測点名 地震計名 センサ

ー 

ｻﾝﾌﾟﾘ

ﾝｸﾞ 

入力

CH 

ｱﾝﾌﾟ倍率(dB) 記録タイマー 

S05 3-080 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/07/01-2011/05/27 

S14 3-082 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/07/01-2011/05/27 

S15 4-044 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/07/01-2011/05/27 

S17 3-680 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/07/01-2011/05/27 

S18 4-037 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/07/01-2011/05/27 

P02 PCA-6-009 圧力計 - - - 2010/06/19-2011/12/31 

P03 PCA-6-021 圧力計 - - - 2010/06/19-2011/12/31 

P06 PCA-6-022 圧力計 - - - 2010/06/19-2011/12/31 

 

投入時詳細 

観測点名 投入日時 投入位置※投入時の船舶位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S05 2010/06/20-18:45 37°57.082′ 142°29.068′ 1067 

S14 2010/06/21-18:19 38°30.705′ 142°44.704′ 1460 

S15 2010/06/22-07:13 38°18.711′ 142°55.685′ 1454 

S17 2010/06/23-08:58 38°33.579′ 143°14.982′ 2268 

S18 2010/06/22-12:11 38°19.041′ 143°17.921′ 2774 

P02 2010/06/21-15:21 38°30.011′ 142°30.098′ 1104 

P03 2010/06/21-12:22 38°11.006′ 142°23.988′ 1052 

P06 2010/06/23-13:30 38°38.042′ 142°25.025′ 1254 
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表４ 2010 年６月宮城県沖凌風丸航海のまとめ（つづき） 

 

観測点名 時刻校正 

（投入前） 

誤差 位置決めによる OBS 位置 

緯度(N) 経度(E) 

S05 2010/06/20-18:08:00 -5 37°57.1090′ 142°29.0305′ 

S14 2010/06/20-09:40:00 -4 38°30.8276′ 142°44.7418′ 

S15 2010/06/22-06:50:00 -11 38°18.8262′ 142°55.6558′ 

S17 2010/06/23-08:30:00 -72 38°33.7605′ 143°15.0037′ 

S18 2010/06/22-11:49:00 -9 38°19.1510′ 143°17.7649′ 

P02 2010/06/21-13:57:50 -40 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P03 2010/06/21-11:54:50 80 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P06 2010/06/23-13:13:00 206 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

 

＜回収時詳細＞宮城沖 OBS/OBP 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

S05 2010/06/21-06:00 37°57.241′ 142°28.900′  

S14 2010/06/21-16:35 38°31.102′ 142°44.737′  

S15 2010/06/22-05:55 38°19.205′ 142°55.635′  

S17 2010/06/22-15:35 38°34.179′ 143°15.197′  

S18 2010/06/22-10:05 38°19.488′ 143°17.452′  

P02 2010/06/21-14:08 38°30.211′ 142°30.142′  

P03 2010/06/21-10:43 38°11.205′ 142°24.292′  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

S05 2010/06/20-07:00:10 -1082  

S14 2010/06/21-17:46:00 -4662  

S15 2010/06/22-07:04:00 -4038  

S17 2010/06/24-08:22:00 -3217  

S18 2010/06/22-11:58:00 -5195  

P02 2010/06/21-18:51:10 891  

P03 2010/06/21-18:45:40 240675  
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表５ 2010 年９月宮城県沖凌風丸航海のまとめ 

 

＜設置時詳細＞宮城沖 OBS/OBP 

設置計画位置 

 

 

レコーダ設定情報 

観測点名 地震計名 センサ

ー 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 入力

CH 

ｱﾝﾌﾟ倍率(dB) 記録タイマー 

S04 2-077 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/10/01-2011/08/27 

S09 1-063 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/10/01-2011/08/27 

S10 3-019 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/10/01-2011/08/27 

P07 PCA-6-007 圧力計 - - - 2010/09/13-2011/12/31 

P08 PCA-6-023 圧力計 - - - 2010/09/13-2011/12/31 

P09 PCA-6-024 圧力計 - - - 2010/09/13-2011/12/31 

P10 PCA-6-008 圧力計 - - - 2010/09/13-2011/12/31 

 

投入時詳細 

観測点名 投入日時 投入位置※投入時の船舶位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S04 2010/09/28-15:44:10 38°30.016′ 142°29.962′ 1100 

S09 2010/09/27-18:14:00 38°11.971′ 143°08.005′ 2041 

S10 2010/09/28-15:44:10 38°30.067′ 143°01.989′ 1981 

P07 2010/09/27-12:28:00 38°00.020′ 142°26.920′ 1059 

P08 2010/09/27-15:39:30 38°16.990′ 142°49.940′ 1481 

P09 2010/09/28-08:14:30 38°15.951′ 143°00.033′ 1556 

P10 2010/09/28-10:07:52 38°15.004′ 143°09.992′ 1984 

 

 

 

 

 

観測点名 計画設置位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S04 38°30.00′ 142°30.00′ 1100 

S09 38°12.00′ 143°08.00′ 2040 

S10 38°30.00′ 142°30.00′ 1910 

P07 38°00.00′ 142°27.00′ 1100 

P08 38°17.00′ 142°50.00′ 1300 

P09 38°16.00′ 143°00.00′ 1600 

P10 38°15.00′ 143°10.00′ 2000 
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表５ 2010 年９月宮城県沖凌風丸航海のまとめ（つづき） 

 

観測点名 時刻校正 

（投入前） 

誤差 位置決めによる OBS 位置 

緯度(N) 経度(E) 

S04 2010/09/28-15:11:00 -71 38°30.1245′ 142°30.0247′ 

S09 2010/09/27-17:57:00 -29 38°11.8449′ 143°07.9285′ 

S10 2010/09/28-11:44:00 -51 38°29.9046′ 143°02.0490′ 

P07 2010/09/27-10:58:30 -205 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P08 2010/09/27-15:31:00 -490 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P09 2010/09/28-06:48:20 -34 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

P10 2010/09/28-06:53:50 191 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

 

＜回収時詳細＞宮城沖 OBP 

観測点名 回収日時 

※回収作業開始日時 

回収位置 備考 

緯度(N) 経度(E) 

P06 2010/09/29-08:05 38°38.19′ 142°35.08′  

P07 2010/09/27-12:30 38°00.47′ 142°26.70′  

P08 2010/09/27-15:43 38°17.06′ 142°50.07′  

P09 2010/09/29-12:17 - - 未回収 

P10 2010/09/29-14:59 38°14.75′ 143°09.96′  

 

観測点名 時刻校正 

（回収直後） 

誤差 備考 

P06 - - 内部時計がリセット表示 

P07 - - 通信出来ず 

P08 2010/09/27-16:56:30 1138  

P09 - トラポン応答あるが離底せず 

P10 2010/09/29-16:05:00 約+7h  
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表６ 2010 年 11 月宮城県沖傭船航海のまとめ 

 

＜設置時詳細＞宮城沖 OBS 

設置計画位置 

 

 

 

レコーダ設定情報 

観測点名 地震計名 センサー ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 入力 CH ｱﾝﾌﾟ倍率(dB) 記録タイマー 

S01 2-033 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S02 1-077 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S21 2-099 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S22 1-062 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S26 3-075 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S27 2-095 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/06/4 

S03 4-017 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/10/6 

LS1 3-029 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/10/6 

LS2 3-007 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/10/6 

LS3 3-011 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/10/6 

LS4 3-050 4.5 Hz 125 Hz 4 40,40,40,40 2010/11/6-2011/10/6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測点名 計画設置位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S01 38°21.00′ 142°07.00′ 520 

S02 37°59.00′ 142°05.00′ 530 

S21 38°25.80′ 142°00.00′ 360 

S22 38°13.70′ 141°59.00′ 290 

S26 38°26.70′ 142°15.00′ 720 

S27 38°36.00′ 142°09.00′ 540 

S03 38°11.00′ 142°24.00′ 1050 

LS1 38°41.00′ 142°27.50′ 720 

LS2 38°55.00′ 142°30.00′ 1210 

LS3 38°46.00′ 142°50.00′ 1410 

LS4 38°18.00′ 142°42.00′ 1410 
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表６ 2010 年 11 月宮城県沖傭船航海のまとめ（つづき） 

 

投入時詳細 

観測点名 投入日時 投入位置※投入時の船舶位置 水深 

(m) 緯度(N) 経度(E) 

S01 2010/11/03-11:35:47 38°21.0137′ 142°07.0127′ 524 

S02 2010/11/04-13:23:35 37°59.0138′ 142°04.9647′  538 

S21 2010/11/03-12:33:17 38°25.9138′ 142°00.1152′ 358 

S22 2010/11/03-10:26:30 38°13.7530′ 141°59.0252′  299 

S26 2010/11/03-13:59:08 38°26.6950′  142°15.0080′  732 

S27 2010/11/03-15:12:30 38°36.0193′  142°09.0053′  545 

S03 2010/11/04-11:33:38 38°11.0067′ 142°23.9753′  1052 

LS1 2010/11/03-16:55:20 38°40.9855′  142°27.5277′  953 

LS2 2010/11/03-21:01:04 38°55.0075′  142°29.9982′  1194 

LS3 2010/11/03-22:52:51 38°45.9725′  142°49.9843′  1403 

LS4 2010/11/04-01:48:00 38°17.9823′  142°41.9737′  1409 

 

 

観測点名 時刻校正 

（投入前） 

誤差 位置決めによる OBS 位置 

緯度(N) 経度(E) 

S01 2010/11/03-10:53:00 -7 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S02 2010/11/04-13:00:00 -6 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S21 2010/11/03-12:17:00 -9 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S22 2010/11/03-10:11:00 -9 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S26 2010/11/03-13:17:00 -22 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S27 2010/11/03-14:41:00 -12 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

S03 2010/11/04-11:15:00 -16 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

LS1 2010/11/03-16:19:00 -27 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

LS2 2010/11/03-20:40:00 -35 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

LS3 2010/11/03-22:22:00 -36 位置決め実施せず 位置決め実施せず 

LS4 2010/11/04-01:32:00 -34 位置決め実施せず 位置決め実施せず 
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根室半島沖でえられたの海底地震観測データ解析に関しては、研究協力者の北海道大

学において検測作業を進めており、平成 21 年 6 月に回収されたデータを用いて震源決

定を行った。2008 年 11 月 9 日から 2009 年 6 月 16 日までの震央分布図（図３）では、

根室半島沖アスペリティでは活動が静穏であるが、その周辺では 2009 年 4 月 28 日 20

時 21 分に、釧路沖の北緯 42.6 度、東経 145.1 度で M5.4 の地震が発生し、その余震活

動が見られる。これらの震源付近での気象庁一元化震源との比較を図４、５、６に示す。

図４は震央分布、図５は南北断面、図６は東西断面で、白丸と黒丸はそれぞれ海底地震

観測による震源と気象庁一元化震源を表す。図５、６では、海底地震観測による震源は

気象庁一元化震源より浅く決まっていて、その深さは沈み込む太平洋プレート上面の深

さとよく一致している。 

 

 

図３ 平成 21 年度に実施した海底地震観測のデータを用いて決定した震央分布（2008

年 11 月 9 日～2009 年 6 月 16 日）。逆三角印は海底地震計の設置位置。 
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図４ 2009 年 4 月に発生した M5.4 の地震の震央付近における震央分布。白丸は海底地

震観測データによる震央、黒丸は気象庁一元化カタログによるもの。 

 

 

 

図５ 図４に示した範囲の地震の震源深さ分布（南北断面）。 
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図６ 図４に示した範囲の地震の震源深さ分布（東西断面）。 

 

 

宮城県沖で実施した海底地震観測および陸上観測の併合処理データによって得られ

た P, S 波到達時刻から地震（2005 年 8 月 16 日～2009 年 10 月 31 日）を山本・他（2009）
1) の三次元地震波速度構造を用いて震源を決定した．その後，P 波初動極性（陸上＋OBS）

と S/P 振幅比（陸上観測点）を用いてメカニズム解を決定した．宮城県沖に配置した小

領域において得られたメカニズム解を用いて Ito et al. (2009) 2) によって応力場を推定し，

プレート境界近傍の小領域を抜き出した（図７）．推定された主応力軸の方位角・プラ

ンジのエラーを考慮すると応力場には有意な差はみられず，宮城県沖の応力場の空間不

均質は小さいと考えられる．宮城県沖全体のメカニズム解を用いて推定した広域応力場

（図７右下）は，σ1 軸の方位角は海陸プレートの相対運動方向にほぼ一致し，σ3 軸の方向

は鉛直に近く，プレート間相対運動に伴う逆断層型（プレート境界型）地震を引き起こす応力場

であり，各小領域で推定された応力場もおおむね同様の傾向を持つ．  

想定宮城県沖地震の震源域である 1978 年宮城県沖地震のアスペリティ東端では，プ

レートの沈み込み角度が 25°程度から 30°程度に変化しており，プレートの沈み込み角度

の変化（折れ曲がり）が存在し，アスペリティとプレート境界形状との間に対応関係が

存在する（図８）．  

主応力軸（σi，i = 1, 2, 3）とプレート境界の法線とのなす角度（θi）の分布を図９に示

す．θi は，プレート境界の沈み込み角度が変化するアスペリティの東端付近で変化をし

ており，プレート境界・アスペリティに対応するような分布をする．特に最大主応力軸

（σ1）とプレート境界とのなす角度（θ1）に注目すると，非アスペリティ域よりもアス

ペリティ域の θ1 が小さく，プレート境界に対して立つ（直交）するような最大主応力軸

方向をもつ．この最大主応力軸とプレート境界のなす角度からアスペリティ域では非ア

スペリティ域に比べて垂直抗力が大きく，摩擦力が大きいために固着が強くなっている

ことが考えられる．プレート境界に働く剪断応力については最小主応力軸（σ3）の影響

も考えなければいけないが，応力比の推定精度が低く σ1, 3 の相対的な大きさの議論がで

きないために剪断応力の議論は難しい．  
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図７  プレート境界近傍の応力場．推定された主応力軸（最大主応力：σ1，中間主応力：

σ2，最小主応力：σ3）を示す．主応力軸の方位角・プランジを直線の向き・長さで示し，

それらのエラーを扇形・カラーで示す．また，震源球は宮城県沖の広域応力場を表す．  

 

 

 

図８  宮城県沖のプレート境界形状．（左）Ito et al. (2005) 3) によって推定されたプレー

ト境界形状．（右）山本・他（2009）によって推定されたプレート境界形状．矢印で沈み込

み方向をカラーで沈み込み角度を表す．  

 

θi の空間分布においてはプレート沈み込み方向（東西）に対する変化が存在するが，

海溝軸に平行な方向（南北）に対する変化は小さい（図１０）．そこで，マントルウェ
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ッジ内の Vp/Vs に注目すると南北方向に変化し，アスペリティ域では低 Vp/Vs，非アス

ペリティ域では高 Vp/Vs といった地震波速度構造とアスペリティとの間に対応関係が存

在する 4) ．以上のことから南北のプレート間固着強度の変化は物質の変化によるもの

であると考えられる．宮城県沖のプレート間固着強度はプレート形状による応力変化

（東西），物質による摩擦特性変化（南北）によってきまっているのかもしれない．  

 

 

図９  主応力軸とプレート境界のなす角度（θi）．θi の分布をカラー，プレート境界の深

さを細い実線，アスペリティを太い実線で示す．（左）最大主応力軸（θ1）．（右）最小主

応力軸（θ3）．  

 

 
図１０  θ i とマントルウェッジ内の Vp/Vs 構造の比較．（左）θ1 分布．（中）θ3 分布（右）

マントルウェッジ内の Vp/Vs 構構造（Yamamoto et al., 2008 4)）．  
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海底水圧データに含まれる海洋変動成分を予測し、観測データから固体地球側の地殻

変動による水圧変化を検出することを目的として、21 年度に引き続いて、気圧や風によ

って駆動される数日から数十日程度の周期帯の全球順圧海洋モデリングを行った。今年

度は、海底水圧変動の予測値の数値モデルにおける空間分解能に対する依存性について

検討を進めた。予測精度は空間分解能を向上させることにより向上する可能性があるが、

計算コストを大幅に増加させるため、実用上最適な設定を検討する必要があると考えた。 

実際の計算結果には、予測通り、顕著なモデルの空間解像度に対する依存性がみられ

ることがわかった。典型例を図１１に示す。沿岸域や縁辺海など多少の例外はあるもの

の、解像度を向上させると計算される海底圧力の振幅が全球にわたり小さくなることが

わかる。この原因として、粗い解像度では滑らかな海底地形上におけるエネルギーの消

散が小さいのに対し、細かな解像度では急峻な地形が表現され、エネルギーが強く消散

することがあげられる  5)。  

モデル精度の検証には全球の 144 個の現場海底圧力データを用いる。観測データに含

まれる潮汐による変動は、ローパスフィルタにより除去し 2 日以上の周期帯で、モデル

による予測値と比較する。現場データの再現性はモデルとデータの相関係数によって評

価する。図１２に全球データの平均再現性の解像度依存性を示す。現場の再現性は解像

度が 1/12°のとき最もよかった。解像度がそれよりも粗くても細かくても再現性が低下

する。解像度に対する依存性は相関係数で 0.1 のオーダーと大きい。前節では高解像度

化に伴うエネルギーの減少が見られたが、1/12°よりも高解像度のモデリングは現場と

比べ振幅が小さくなってしまう。その他のパラメータに対する依存性は小さく、相関係

数で 0.01 のオーダーであった。  

 

 

 

図１１  計算された海底圧力の標準偏差。空間解像度が(a)1/6°、(b)1/12°、(c)1/30°

の結果を示した。  
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図１２  全球データの平均再現性の解像度依存性。  

 

平成 21 年度に継続して、宮城県沖で行った海底水圧観測データにみられた、「ゆっく

り地震」である可能性がある圧力変動イベントについての検討を進めた。本年度の解析

では，複数の観測点の組み合わせで差をとることにより，水圧データに含まれる海洋変

動成分の除去を試みた．これは，昨年度の本業務の成果により，海洋変動成分は近接す

る海底観測点でほぼ共通であることに基づく．さらに，陸上 GPS 観測点ならびに堆積歪

計の連続観測データについての解析も行った．図１３，今年度の解析に用いた観測デー

タを取得した観測点の分布を示す．３地点（Site1, Site2，GJT3）の海底水圧データに加

え，宮城県沿岸部の５地点（NATR，AIKW，OHSU，EN3，KNK）の GPS 時系列，１地

点（KNK）の体積歪計データについてを用いて，「ゆっくり地震」による地殻変動の検

知を試みた．  

図１４は，３組の観測点間での水圧差，KNK 観測点での体積歪，各 GPS 観測点にお

ける N100°方向への変位量の時間変化を示す．いずれの時系列も，長期的なトレンドは，

線形で近似できると仮定して除いてある．水圧差データに着目すると，2008 年の 11 月

18 日から 25 日までの期間，その前後とは異なり，やや急速な時間変化を示しているこ

とがわかる．もっとも変化が顕著な Site1 と Site2 との間の圧力差でみると，変動量は 7

日間で 3 cm 程度であり，海側の Site1 が陸側の Site2 に比べて相対的に沈降したと解釈

される．一方，KNK の堆積歪計においても，水圧差の急変が開始するのとほぼ同時に，

0.1x10-7 程度のステップ的な変動が捉えられている．この歪変化は，観測点の降雨や気

圧変化には対応がなく，固体地球で起こっている変動を捉えている可能性が高く，水圧

差データと同じ原因による地殻変動と解釈した．しかしながら，GPS の観測点において

は，上記の期間を含め，顕著な変位を認めることはできなかった．  

ここでは，圧力差や体積歪に見られた変化をプレート境界面におけるすべりによるも

のと仮定し，その位置と規模の推定を試みた．プレート境界面の形状・深さは先行研究

によるものを参照し，面上に矩形のすべり域をおいて，その大きさ・位置・すべり量を

変えながら，各地点で観測された地殻変動の大きさを説明しうるモデルを探索した．そ

の結果，図１３に示した位置においた 1 辺がほぼ 50 km の正方形の断層における 14 cm

のすべりにより，観測データが説明可能であることがわかった．なお，この程度のすべ
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りでは GPS で検知可能な変位は期待されない．このすべりで解放されたモーメントをマ

グニチュードに換算すると，M6.6 に相当する．このすべりイベントが発生した直後の

12 月 4 日には M6.1 のプレート境界型地震が，推定したすべり域の陸側において発生し

ており（図１３，１４），その余震活動の中に微小繰り返し地震が含まれている（図１

５）ことから，「ゆっくり地震」とそれに引き続いて発生した M6.1 の震源の周辺におい

てプレート間すべりが加速していた可能性は高い．  

 

 

 

図１３ 今年度の解析に用いた観測データを取得した観測点の分布  
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図１４ ３組の観測点（Site1, Site2，GJT3）間での水圧差，KNK 観測点での体積歪，

各 GPS 観測点における N100°方向への変位量の時間変化．
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図１５ 12 月 4 日に発生した M6.1 のプレート境界型地震の余震活動に含まれる微小

繰り返し地震。 
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海底において観測された水圧計のデータには，長期的な地殻変動および海洋変動に

よる圧力変化の他，圧力センサーのドリフトによるみかけの変動が含まれ，地球物理

学的に意味のある変動との区別が難しい．ここでは，これまでに宮城県沖で観測され

た水圧データに着目して，その長期的な変動の特徴についての検討を行った．図１６

は 2008 年以来，宮城県沖において取得した海底水圧の時系列である．参考のために，

宮城県牡鹿半島に位置する鮎川験潮所における沿岸潮位の変動も示した． 

2008 年の前半に JT1 と JT2 に設置されていたセンサーには，100 hPa/a にも及ぶよ

うな大きな経年変動が見られるが，これらについては，室内実験などによりセンサー

のドリフトが特に大きな個体を用いた観測であったことが確認されている．それ以外

の観測点における時系列を見ると，大きな経年変化はなさそうにみえる． 

表７は，2009 年に得られた水圧計のデータに見られる線形を仮定した場合の経年変

化のレートである．図１６の観測データの中から、もっとも多くの観測点で同時にデー

タを得ることができた 678 ～ 794 日の期間について，水圧変化のレートを直線回帰に

より求めたものである．水圧の変動レートは観測点ごとに大きく異なっており，正（増

圧傾向）と負（減圧傾向）のレートが混在していることがわかる．  観測点の設置間隔

を考えれば，このような変動レートの大きなばらつきは，地殻・海洋のいずれの変動

に起因するとは考えにくく，センサーの特性のばらつきを反映したものと解釈され

る． 

センサー・ドリフトの符号と大きさが観測点ごとにまちまちであるなら，各観測点

で得られたデータを足し合わせ（重合），それらの間での共通成分を強調する処理を行

えば，センサーのドリフトの影響を軽減する一方で，地球物理学的に意味のある変動

を検知することができる可能性がある． 

そこで、2008 年以来宮城県沖において同時に観測された複数の観測点における水圧

データのすべてに対して重合処理を行った．これは、図１６の地図に示された宮城県

沖海域における、平均的な海底水圧の長期的な時間変動を反映したものとみなすこと

ができる．重合処理は、センサーごとに異なるドリフト成分の除去を目的としている

ため、極端に大きなドリフトレートをもつセンサーによる観測データは重合に含める

ことができない．先にも述べたように、2008 年から JT1 と JT2 において行った観測デ

ータには、表＊に示したような他の観測点でのデータに見られるドリフトレートに比

べて、はるかに大きなドリフトが含まれているため、重合処理からは除外した． 

重合して得られた水圧時間変化を図１７に示す．これをみると、数 hPa 程度の振幅

をもつ短周期の変動に加えて、１年程度の周期的な変動がみられ、さらに経年的な増

加傾向がある．そこで、重合した海底水圧時系列  tP が、 

     dctbtatP 






 
2422.365

2
sin

  （１） 

という関数形で表されるものと仮定し、年周項の振幅 a と位相おくれ b，線形成分の

傾斜 c および定数バイアス d を最小二乗法により推定した。図１７に示すように，観測

データの時間変化は（１）式でよく説明できることがわかる．つまり、重合水圧時系列

には、年周変動成分と線形な経年変化の重ねあわせで表現できると結論できる．図１６

に示した鮎川検潮所における沿岸潮位にも明らかな年周変動がみられるが、これと比べ
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ると、重合水圧時系列に見られる年周変動は，振幅が 2 hPa 程度と沿岸潮位の変動と比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 2008 年以来宮城県沖において得られた海底水圧データ．いずれも潮汐成分は

除去してある．右上地図に観測点配置を示す． 
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べて数十%程度と小さいものの，極大・極小の時期が良く一致しており，同一の海洋変

動現象を捉えていると考えられる． 

一方、経年変化のレートは 0.9 hPa/year と推定され、これを海底の上下変動による

ものとすると、宮城県沖の海底は平均的に年間 0.9 cm の割合で沈降していることに相

当する．図１８は、陸上 GPS 観測データを用いた逆解析により推定されたすべり欠損

モデル 6) から期待される、間震期における宮城県沖における海底上下変動レートであ

る．これによれば，海陸プレート間の固着により，この海域の海底では年間 1 cm 程度

の沈降が期待されるが，この変動レートは，重合水圧時系列に見られる経年変化のレ

ートと良い一致を示す．従って，水圧計アレイのデータの重合処理は，センサーのド

リフト特性の除去に有効であり，こうした処理を行うことにより，水圧観測から海域

の平均的な海底上下地殻変動の検知できる可能性がある． 

 

 

表７ 観測点ごとの観測水圧にみられる経年変化のレート 

 

観測点 ドリフトレート (hPa/year) 

P01 2.20 

P02 -0.019 

P03 19.26 

P04 5.61 

P05 2.36 

P06 2.67 

P07 24.52 

P08 -14.26 

P10 -14.27 

JT2 -28.08 
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図１７ 宮城県沖に設置した水圧計のデータを重合して求めた，同海域における平均

的な海底水圧の時間変化． 

 

 

 
 

図１８  宮城県沖のプレート境界におけるすべり欠損モデル 6)から期待される、1 年

あたりの海底上下変動．スケールを右上に示す．変動量の符号は，隆起を正

としている． 
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本業務で用いている圧力計センサーは、水晶発振子を用いたものであるが、一定の圧

力下にあったとしても、その出力が長時間の間に変化する（ドリフトする）ことが知ら

れている。ドリフトは時間に対して線形であり、数 hPa/月程度のドリフトレートである

ことが多い。こうしたドリフトは、数ヶ月以上の時定数をもつようなゆっくりした地殻

変動に起因する圧力変化と区別することが困難であり、地殻変動検知能力向上のために

は、センサーのドリフト特性を把握することにより、それを何らかの方法で補償するこ

とが必要である。 

基準器のドリフトレートが既知である場合、被校正器のドリフトレートは、被校正器

と基準器が示す圧力差の時間変化から知ることができる。従って、圧力差が長時間にわ

たって安定して計測できることが、こうした校正作業では重要となる。今年度も，平成

21 年度から継続して、ドリフトレートを実験室で計測するための基礎実験を行った。 

昨年度の実験と同様に、５℃に保たれた恒温槽内に校正されるセンサーと基準センサ

ーとを長期にわたり設置して、圧力の平行同時計測を行った。センサーの受圧ポートを

本年度導入した高圧印加装置に接続することにより、海底における観測環境に近い加圧

状態で室内試験を実施することができるようになった（写真１、２、３）。 

図１８は、今年度実施した基礎実験で得られた２つの圧力センサーの圧力差の時間変

化である。1 日程度の周期での変動が顕著である．この変動はセンサーに印加している

圧力の変動と良い相関を示す．これは、比較に用いている２つのセンサーの圧力感度係

数がわずかに異なることに起因すると考えられるので，圧力と圧力差の関係を系統的に

調べて補正を行う必要がある． 

一方，こうした大きな印加圧力の大きな日変化は，高圧印加装置の温度が実験室の気

温とともに変動するために，圧力媒体容器（液体）の内圧が変動し、結果として圧力セ

ンサーに印加される圧力も変動する結果現れたものと考えられる。ここでみられるある

力変動の大きさは，海底環境でいえば水深が数十 m の桁で変動していることに相当し，

実際の観測環境と大きく異なる．こうした圧力変動を低減させるためには，印加圧力装

置の温度変化を抑制するために，圧力媒体容器の熱容量を大きくするなどの改良を行う

ほか，圧力天秤を用いて，温度変化などの外的要因によらず一定の圧力を印加できる機

能を付加することも検討したい． 

こうした日変化とは別に，圧力差データには，短期的な変動がみられるが，こうした

変動の原因は現時点で不明であり，制御・抑制は難しいかもしれない．短周期不規則変

動の RMS 振幅は 0.2 hPa 程度であることから、数 hPa/年程度と見込まれる圧力センサ

ーのドリフト特性を把握するためには、現在の試験装置では、1 ヶ月程度の室内実験を

要すると考えられる． 
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写真１ 水圧センサー室内実験に用いる加圧装置 

 

写真２ 加圧装置とセンサーを接続する高圧配管部分 

 

 

写真３ 水圧センサーが入っている恒温水槽 
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図１９ 恒温槽内に設置した２つの圧力センサーで観測された圧力測定値の差（赤

線）とセンサーに印加している圧力（緑）の時間変化． 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

 

プレート境界型大地震の発生が切迫していると考えられている宮城県沖および根室

沖の地震活動および地殻変動を詳細にモニタリングし、地震発生の直前あるいは直後に

おけるプレート間すべりの加速現象を検知することを目的として、これらの海域におい

て海底地震観測ならびに水圧観測を開始した。いずれの海域においても、最近の大地震

の破壊域の直上を覆うように長期観測型の海底地震計を設置して、連続観測を実施中で

ある。海底水圧計は宮城県沖の 10 地点、根室沖の 2 地点に設置して実海域試験観測を

継続している。 

回収された地震計のデータ処理・解析を進め、根室半島沖においては気象庁一元化処

理によるもとと比べ、よりもっともらしい震源深さ分布を得ることができた。また、宮

城県沖においては、中小地震の発震機構解を用いた応力場解析から、応力場の空間変化

は小さいことが明らかとなった．このことは、プレート境界面に働く法線応力の大きさ

がプレート境界面の傾斜角度の変化に応じて変化するために，プレート境界面形状がそ

こでのせん断強度と相関をもつ可能性を示唆する。 

一方、海底水圧観測データから海底上下変動を検知するため、海洋擾乱による圧力変

動の数値モデル化を進めた。開発した気象客観解析データで駆動される全球海洋モデル

による海底圧力変動の予測値を海底観測データと比較すると、予測と観測の一致度には

モデルの空間分解能に対する依存性が見られる。 

平成 21 年度に行った水圧計のデータ解析により見いだした「ゆっくり地震」と考え

られるイベントについての検討を進めた結果、宮城県の沿岸に設置した体積歪計でも同

時に対応するような変動が観測されているが、GPS 観測では捉えることができなかった

ことがわかった．海陸の観測データを総合して解析した結果，宮城県沖の海溝に近い領

域に M6.6 相当のゆっくりすべりがあったと仮定すると，これらの観測データを説明可

能で，海陸データを統合することによるプレート間すべりの監視の有効性を示すことが

できた．また，2008 年以来宮城県沖において取得されてきた海底水圧データに対して，

複数観測点で得られたデータを重合処理することにより、海底水圧の年周変動とともに

経年的な上昇を捉えることができた。水圧の年周変動は、沿岸潮位にもみられる海面変

動に対応するが、経年変動成分は海陸のプレート間固着に起因する長期的な地殻変動に

対応する可能性がある。 

一方で、長い時定数をもつ地殻変動の検知のための、圧力センサーを校正する手法に

関する基礎実験を開始した。圧力センサーは数 cm/年に相当するようなドリフトをもつ

ため、長期にわたって継続する地殻変動イベントの検知のためには、ドリフト量の正確

な見積もりが必要である。基準器との比較計測によるドリフトレート推定の可能性を検

討し、こうしたドリフトレートが， 1 ヶ月程度の室内試験により推定できる可能性を示

すことができた。 

これまで観測を行ってきた宮城県沖を震源として、平成 23 年 3 月 11 日に東北地方太

平洋沖地震（M9.0）が発生した。今後、上記のような成果と継続して得られる観測デー

タを基に、地震前、地震時、地震後のプレート間すべりとプレート境界周辺の応力場の

時空間的な変化の解明を行う必要がある。 
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活動を明らかにするとともに、自然地震を用いた当該域の地下構造イメージングを行う。

これらの調査観測結果を精緻な地殻構造モデル構築ならびに地殻活動評価に反映する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度： 

紀伊半島潮岬沖において、３台の広帯域海底地震計と６台の長期観測型海底地震計

を用いた海底地震観測網を構築した。長期海底地震計の海底設置に先立ち、関係機関等

(者)との調整を行った。また、観測網の構築にあたっては、既存の観測施設位置などを

考慮しながら決定した。 

2) 平成２１年度： 

平成２０年に設置した海底地震計を全台回収し観測を終了した。南海トラフ沿いで

発生したと考えられる、低周波成分が顕著に励起された低周波地震と考えられる地震波

形が見られる。また、平成２１年１１月に、高精度水圧計を装着した広帯域海底地震計

３台と長期観測型海底地震計５台を用いた海底地震観測を紀伊水道沖の海域で開始し

た。 

3) 平成２２年度： 
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平成２１年に設置した海底地震計を全台回収し観測を終了した。本年度に回収され

たデータは現在解析中であるが、広帯域海底地震計に装着した高精度水圧計により海底

圧力データが得られた｡また、平成２３年２月に、海底地震計を整備し、広帯域地震計

５台を用いた海底地震観測を紀伊水道沖の海域で開始し、現在継続中である。 

4) 平成２３年度： 

平成２２年に設置した海底地震計を回収し、解析を行う。これまでのデータから観

測域の地殻活動の時間推移を明らかにすると共に、既存データとあわせ、トモグラフィ

的手法により、詳細な構造解析を行う。また、回収した海底地震計を整備し、観測範囲

を拡大しつつ、空間密度を上げた海底広帯域地震観測を継続する。 

5) 平成２４年度： 

平成２３年に設置した海底地震計を回収し、解析を行う。また、回収した海底地震

計を整備し、観測を行う。設置した海底地震計は、本年度末までに回収する。観測域の

地殻活動の時間的推移を引き続き明らかにする。さらに、これまでに海底地震観測によ

り明らかにされている微小地震活動や、構造調査の結果とあわせ、東南海地震と南海地

震の境界域の地殻活動の特徴を明らかにすると共に、震源境界域の構造要因を抽出する。 

 

(e) 平成２２年度業務目的 

平成２１年度に引き続き、平成２０年度に実施した観測のデータ解析を進める。さらに、紀

伊水道沖に平成２１年度に設置した、３台の広帯域海底地震計と５台の長期観測型海底地震計

を回収し、データ解析を進める。また、広帯域海底地震計５台を用いた海底地震観測を紀伊水

道沖で引き続き行い、地震データの集積を進める。海底地震計の設置に当たっては、事前に関

係機関等との調整を行う。なお、東京大学地震研究所が開発した海底地震計を使用することに

よって、時計精度 0.02ppm を確保した長期地震観測を行う。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

平成２１年度に、沈み込む海山の存在が指摘されている紀伊水道沖の海域で、３台の

高精度水圧計搭載型広帯域海底地震計と５台の長期観測型海底地震計を用いた地震観

測を開始した。平成２３年２月に全台の海底地震計の回収作業を行い、海底地震観測を

終了した。回収したデータは現在解析中であるが、高精度水圧計データには２０１０年

２月２７日に発生したチリ地震からの津波による変動などが記録されている。今後、地

震計データと水圧計データを組み合わせた解析を行う予定である｡また、平成２２年度

は平成２３年２月から、同じ紀伊水道沖の海域に、地震研究所において組み立て、動作

試験等を行った広帯域海底地震計５台を用いた海底地震観測を開始し、現在継続中であ

る。１台の広帯域地震計には高精度水圧計を搭載し、地震計では検知できない、より長

周期の変動を観測できるようにした。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 観測点配置に関する調整 
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これまでに行われた研究で得られた成果などを考慮し、今年度も引き続き、紀伊水道

沖の海域で海底地震観測を実施することとした。本研究テーマは、海底に海底地震計を

設置するために、地震計の設置作業にあたっては、現地関係機関（者）等と作業概要等

の連絡調整を実施したほか、海上保安庁への海上作業届を提出した。 

 

2) 広帯域海底地震計等の整備 

東京大学地震研究所所有の広帯域海底地震計および高精度水圧計による観測に向け

て動作確認と組み立て等の整備を東京大学地震研究所で実施した。また、音響通信制御

装置、ＧＰＳ時計制御システム、海底地震観測用ＧＰＳ測位システム等の設置作業支援

装置についても動作試験等を行い総合的な整備を実施した。 

 

3) 広帯域海底地震計等の回収・設置 

前年度に紀伊水道沖の海域に設置した海底地震計８台を平成２３年度２月１日から

２日にかけて、地震研究所傭船の株式会社オフショアオペレーション所有の「第５海工

丸」により、回収した。また同じ航海で、紀伊水道沖の海域に広帯域海底地震計５台（う

ち 1 台には高精度水圧計搭載）の設置を行い、現在も観測を継続中である。 

 

(c) 業務の成果 

1) 長期観測型海底地震計・広帯域海底地震計の整備および観測 

南海トラフ沿いでは、ほぼ１００年周期でマグニチュード８クラスの地震が繰り返

して発生してきていることが歴史記録からわかってきている（図 1，Mochizuki and 

Obana, 20031））。最近の活動である１９４４年と１９４６年の地震では、地震学的デー

タにより、震源域の推定が行われている（例えば、Kanamori, 19722）, Ishibashi, 19813））。

さらに測地学的な研究により、現在、震源域はほぼ固着していることが推定されている

（例えば、Mazzotti et al., 20004）)。一方、陸上からの地震観測、室戸沖における短

期の海底地震計を用いた地震観測（例えば Obana et al., 20035））および文部科学省委

託研究「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究」6)から、微小地震も含めて､

南海トラフでの地震活動は非常に低いことがわかっている。また、文部科学省委託研究

「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究」6)により、南海地震の震源域であ

る紀伊水道下では、微小地震が沈み込むフィリピン海プレート内で発生していることが

示唆されている。また、南海トラフでは、低周波地震・微動が発生することが知られて

おり（図２，Ito and Obara, 2006)7)、その発生メカニズムの解明と、地震発生との関

係が注目されている。紀伊半島沖は、東南海地震及び南海地震の震源（破壊開始点）で

あると同時に、両地震の震源域が接する境界域にあたっている。南海地震と東南海地震

の境界域である紀伊半島沖において、広帯域海底地震観測を行うことは、低周波地震に

代表される特異なイベントを含む地震の精密な震源分布など、地殻活動を明らかにする

ために重要である。また、紀伊水道沖の海域では沈み込む海山の存在が指摘されている

(Kodaira et al., 2000)8)。こういった構造的特徴と低周波イベントの関係を知ること

は南海トラフでのフィリピン海プレートの沈み込みを理解する上で重要である。そこで、

本研究テーマでは、紀伊半島周辺海域において、広帯域海底地震計を含む長期観測型海
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底地震計を用いた繰り返し連続観測により、稠密な海底地震観測網を構築し、海洋プレ

ート沈み込みに伴う地殻活動を明らかすることを目的とし、東南海地震南海地震連動性

評価に資することを目指している（図３）。 

平成２１年度は、平成２０年度に設置した３台の広帯域海底地震計と６台の長期観

測型海底地震計を用いた地震観測を継続し、平成２１年１１月２３日から２４日にかけ、

海底地震計の回収作業を行い、初年度の観測を終了した（図４）。回収作業には、地震

研究所の傭船で株式会社オフショアオペレーション所有の「第１２海工丸」を用いた。

回収されたデータは現在解析中であるが、広帯域海底地震計で得られた波形データを見

ると低周波地震と考えられる、１０～１００秒の低周波成分が卓越した地震波形が見ら

れる(図５)。広帯域地震データからスペクトルを計算すると(図６)、通常の地震イベン

トでは見られない、低周波成分が卓越しているイベントが発生していることがわかった。

また、２００９年３月２２日から４月１１日までに発生した低周波イベント数の時間変

化を調べた(図７)。低周波イベントは２２日から活動が開始し、９日間顕著な活動が続

いた後、一旦活動が低調になった後、再び２日間のやや活発な活動が発生するといった

特徴が見られた。今後も低周波イベントに着目した解析を引き続き進めていく予定であ

る。また、平成２１年１１月２５日に海底地震計を、海山が沈み込んでいると考えられ

る紀伊水道沖の海域(Kodaira et al., 2000)8)に設置し、紀伊水道沖での海底地震観測

を開始した。観測には広帯域地震計 3 台と長期観測型海底地震計５台の合計８台の海底

地震を使用し、設置作業には、「第１２海工丸」を用いた。 

平成２２年度は、平成２１年度に構築した、３台の広帯域海底地震計と５台の長期

観測型海底地震計を用いた地震観測を継続し、平成２３年２月１日から２日にかけ、海

底地震計の回収作業を行い、観測を終了した。回収作業には地震研究所の傭船で株式会

社オフショアオペレーション所有の「第５海工丸」を用いた。今年度回収したデータは

現在解析中であるが、広帯域海底地震計に搭載した高精度水圧計のデータは Leroy and 

Parthiot, (1998) 9)の式を用いて水深に変換した（図８、９）。水深に変換したデータ

を BAYTAP-G(Tamura et al., 1991) 10)で解析し、潮汐成分、トレンド（ドリフト）成

分、イレギュラー成分に分解した（図８、９）。トレンド成分にはセンサー固有の特性

によるドリフト成分が含まれている｡イレギュラー成分を見ると２０１０年２月２８日

付近に大きな変動が見られる｡これは２０１０年２月２７日１５時３４分（日本時間）

に南米チリで発生したマグニチュード８．８の地震による、津波の影響であると考えら

れる。今後も地震データ、水圧計データの解析を進めていく予定である。また、長期海

底地震観測で得られた大量な地震データを解析するために、処理システムの拡張を行い、

データ処理能力を向上させた。 

平成２２年度の観測は、平成２１年度の観測と同じ紀伊水道沖の海域に５台の広帯

域海底地震計の設置し開始した(図４)。海底地震計を地震研究所の傭船「第１２海工丸」

への搭載後、地震計の最終調整を行い（写真１）、海底地震計を設置し、平成２３年２

月３日に観測を開始した(写真２及び表１)。１台の広帯域地震計には高精度水圧計を搭

載し、地震計では検知できない、より長周期の変動を観測できるようにした(写真３)。

観測の実施にあたっては、関係機関（者）等との調整を行い、最終的に海底地形を考慮

して水深が１０００m より深い海域に海底地震計を設置することとした。観測には東京
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大学地震研究所所有の広帯域海底地震計を用いた。本業務で用いている広帯域海底地震

計は、チタン合金製の直径６５cm の球型耐圧容器、マイクロコンピュータ制御のジン

バルシステム（姿勢制御機構）を持つ固有周期３６０秒の広帯域３成分地震計、２４ビ

ットのダイナミックレンジを持つデジタル収録式レコーダ、音響通信制御装置などから

構成されている。電源には１年間の観測のために大容量のリチウム電池を組み合わせて

使用しており、このうち音響通信制御装置向けを除いた、ジンバルシステム、地震計、

レコーダ用の組電池の製作は東京大学地震研究所において実施した。また、本業務にお

いては継続的に設置・回収作業を実施するため、音響通信制御装置、ＧＰＳ時計制御シ

ステム、海底地震観測用ＧＰＳ測位システム等の船上作業支援装置についても地震計の

整備と併せて総合的な整備を実施した。現在も紀伊水道沖での地震観測を継続中であり、

平成２３年冬まで継続する予定である。 
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表 1 平成２２年度に設置した広帯域海底地震計の投入位置 

 

 

 

観測

点名 

海底

地震

計 

設置日 設置位置（WGS84） 記録収録設定情報 

  
 

年月日 緯度 経度 水深
切離コ

ード 
記録開始 記録停止 

NRC02 
広帯

域 

2011/02/01 

18:07:15 
32-56-05.81 134-54-55.31 1779 618 

2011/02/02 

23:55:00 

2012/02/01-

00:00:00 

NRC04 
広帯

域 

2011/02/02 

01:11:00 
32-51-03.30 135-06-14.59 2431 616 

2011/02/02 

23:55:00 

2012/02/01-

00:00:00 

NRC05 
広帯

域 

2011/02/01 

20:22:10 
32-50-18.54 134-44-01.88 1628 532 

2011/02/02 

23:55:00 

2012/02/01-

00:00:00 

NRC06 
広帯

域 

2011/02/01 

22:37:50 
32-45-17.33 134-55-18.40 3662 619 

2011/02/02 

23:55:00 

2012/02/01-

00:00:00 

NRC08 
広帯

域 

2011/02/02 

03:51:55 
32-40-11.98 135-06-39.97 4386 621 

2011/02/02 

23:55:00 

2012/02/01-

00:00:00 
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写真１ 最終調整が完了し、設置する船舶の甲板上の海底地震計（平成２３年２月） 

 

 

 

写真２ 広帯域型海底地震計の投入風景 
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写真３ 広帯域海底地震計に装着した高精度水圧計(白矢印により示す) 
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図１ 南海トラフでの歴史地震 [Mochizuki and Obana, 2003] 
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図２ 南海トラフでの低周波イベント [Ito and Obara, 2006] 

 

 

 

図３ 広帯域海底地震計及び長期観測型海底地震計を用いた観測手法の概念図 
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図４ 広帯域海底地震計と長期観測型海底地震計の設置位置 

黒丸が平成２０年度観測、赤丸、赤三角が平成２１年の観測、赤丸が平成２２年度

の海底地震観測網をそれぞれ示す。平成２０年度観測は９台、平成２１年度は８台、

平成２２年度は５台の海底地震計をそれぞれ使用した。 

 

平成２１、２２年度観測 平成２０年度観測 
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図５ 広帯域海底地震計の長周期記録 

２００９年３月２５日の 1 日分の記録。１０~１００秒のバンドパスフィルターを

施してある。 
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図６ 広帯域地震記録から得られたスペクトル 

２００９年３月２５日の午前０時から６時までのスペクトル。縦軸は周波数を、横

軸は時間を表わす。赤枠内は低周波イベントと考えられる地震時のスペクトル。 

 

 

 

図７ ２００９年３月２１日から４月１１日までの低周波イベントの発生数の時間変化 
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縦軸は 1 時間あたりの低周波イベントを、横軸は時間を表わす。 

 

 

図８ 観測点 NRB01 で得られた２００９年１２月１日から２０１０年１２月１日までの水

深データと BAYTAP-G により分解された各成分 

上から順に観測データ、潮汐成分、トレンド（ドリフト）成分、イレギュラー成分

を示す。横軸は時間を示す。図中の矢印は２０１０年２月２７日１５時３４分（日

本時間）に南米チリで発生したマグニチュード８．８の地震による、津波の到達を

示す。 
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図９ 観測点 NRB08 で得られた２００９年１２月１日から２０１０年１２月１日までの水

深データと BAYTAP-G により分解された各成分 

 上から順に観測データ、潮汐成分、トレンド（ドリフト）成分、イレギュラー成分

を示す。横軸は時間を示す。図中の矢印は２０１０年２月２７日１５時３４分（日

本時間）に南米チリで発生したマグニチュード８．８の地震による、津波の到達を

示す。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

平成２１年度に紀伊水道沖で開始した、広帯域海底地震計３台と長期観測型海底地震

計５台を用いた地震観測を平成２２年度も継続した後、平成２３年２月に観測を終了し

た。回収されたデータは現在解析中であるが、高精度水圧計で得られた圧力データを見

ると、２０１０年２月２７日に発生したチリ地震の津波と考えられる変動が見られた。 

平成２２年度の観測も紀伊水道沖の海域で広帯域地震計５台（うち１台は高精度水圧

計搭載）を用いた地震観測を開始した。観測は平成２３年冬まで継続する予定である。

また、回収した地震データ、高精度水圧計データの解析を進め、地殻活動を明らかにす

る。 
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1)特許出願 
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2)ソフトウエア開発 

なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

平成２２年度に紀伊水道沖の領域に展開した広帯域海底地震計５台を回収する。また、

同領域において、４台の広帯域海底地震計を約２０km 間隔に再設置して、４観測点による

観測網を構築し、長期海底地震観測を継続する。回収した長期海底地震観測データおよび

高精度水圧計データの解析を引き続き行い、地震活動などの地殻活動を明らかにする。 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

陸域機動的地震観測による付加体・プレート境界付近の構造調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人防災科学技術研究所 

地震研究部 

同 地震研究部 

同 地震研究部 

同 地震研究部 

同 地震研究部 

同 地震研究部 

地震観測データセンタ

ー長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

契約研究員 

小原一成 

 

汐見勝彦 

浅野陽一 

武田哲也 

松澤孝紀 

上野友岳 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフ地震の想定震源域周辺の陸域において、巨大地震セグメント境界の陸域深

部延長部におけるプレート境界付近の構造異常を調査し、セグメント境界との関連性及

び連動性を評価するとともに、海陸統合の大規模地殻構造探査を行い、陸域も含むプレ

ート境界面の形状や特徴を明らかにする。また、付加体形成過程と超低周波地震との関

連性を明らかにするため、超低周波地震の発生メカニズム解決定の高精度化を行う。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画 

1) 平成２０年度： 

紀伊半島南部に広帯域地震計を用いた長期機動観測点を２点設置し、紀伊半島沖か

ら紀伊水道沖にかけて発生する浅部超低周波地震の検知能力及び震源パラメタ決定精

度を高めるとともに、レシーバ関数解析に基づいてプレート境界付近の構造を調査する

ための遠地地震等の波形記録を収集した。 

2) 平成２１年度： 

紀伊半島に設置した２箇所の長期機動観測点を維持する。加えて、西南日本に広帯

域地震計を用いた長期機動観測点を増強し、紀伊半島沖から日向灘にかけて発生する浅

部超低周波地震の検知能力及び震源パラメタ決定精度を高めるとともに、レシーバ関数

解析に基づいてプレート境界付近の構造を調査するための遠地地震等の波形記録の収

集・解析を行う。 

3) 平成２２年度： 

平成２１年度までに、紀伊半島および四国・九州地方に設置した５箇所の長期機動

観測点を維持するとともに、東海地方西部に広帯域地震計を用いた長期機動観測点を増

強することにより、紀伊半島東方沖から日向灘にかけて発生する浅部超低周波地震の検

知能力及び震源パラメタ決定精度を高める。これまでに収集された遠地地震等の波形記
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録をレシーバ関数解析等に供することにより、陸域下におけるスラブ境界付近の構造の

特徴を把握するための調査解析を進める。西南日本で発生する深部低周波微動活動は、

プレート境界付近でセグメントに分かれて活動が繰り返される。その活動様式ならびに

地下構造との関連要因を調査するため、深部低周波微動活動が活発な地域において、機

動観測を行う。 

4) 平成２３年度： 

平成２２年度までに設置した６箇所の長期機動型広帯域地震観測点を維持すること

により、紀伊半島東方沖から日向灘にかけて発生する浅部超低周波地震の検知能力及び

震源パラメタ決定精度を高める。これらの機動観測点および基盤的地震観測網等でこれ

までに収集された遠地地震の波形記録をレシーバ関数解析等に供することにより、陸域

下におけるスラブ境界付近の構造の特徴を把握するための調査解析を進める。西南日本

で発生する深部低周波微動活動は、プレート境界付近でセグメントに分かれて活動が繰

り返される。その活動様式ならびに地下構造との関連要因を調査するため、深部低周波

微動活動が活発な地域において、機動観測を行う。 

5) 平成２４年度： 

東海から九州にかけて展開された広帯域地震計による長期機動観測点を維持し、紀

伊半島沖から日向灘にかけて発生する浅部超低周波地震についてこれまでに得られた

震源メカニズム解に基づき、付加体構造との関連を調査する。また、レシーバ関数解析

に基づいてプレート境界付近、特に、巨大地震セグメント境界の陸域深部延長部の構造

を調査する。海域における自然地震観測と隣接した陸域において高感度地震計による機

動的稠密多点地震観測及びダイナマイト発震を実施し、海域におけるエアガン信号受信

とあわせて陸域下における詳細な地下構造を得る。 

 

(e) 平成２２年度業務目的 

紀伊半島および四国・九州地方の５箇所に設置した広帯域地震計を用いた長期機動観

測点を維持するとともに、渥美半島に同様の観測点を１点増強する。これらの長期機動

観測点と既存基盤的地震観測網の観測データの併合処理を実施することにより、紀伊半

島東方沖から日向灘にかけて発生する浅部超低周波地震の検知能力及び震源パラメタ

決定精度を高める。また、これまでに収集した遠地地震等の波形記録を用いたレシーバ

関数解析を実施し、西南日本陸域下におけるスラブ境界付近の構造の詳細な特徴を把握

する。さらに、西南日本で発生する深部低周波微動活動の活動様式ならびに地下構造と

の関連要因を調査するため、深部低周波微動活動が活発な地域において、微動発生時期

に合わせて機動観測を行う。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

(a) 業務の要約 

紀伊半島東方沖から日向灘の付加体内で発生する浅部超低周波地震の検知能力及び

震源パラメタ決定精度を高めるため、昨年度までに三重県紀北町、和歌山県田辺市、徳

島県那賀町、宮崎県西都市および鹿児島県西之表市に設置した広帯域地震計を用いた長



98 
 

期機動観測点を維持するとともに、新たに愛知県田原市に同様の長期機動観測点を設置

し、連続波形データの収録を開始した。今年度設置した観測点では、外気温の変動によ

るノイズを低減するため、地下約 1m に地震計室を設置し、埋設した。これらの長期機

動観測点のデータを浅部超低周波地震モニタリングシステムの解析対象に加えるとと

もに、南海トラフ周辺域の浅部超低周波地震活動監視を継続した。さらに、超低周波地

震活動モニタリングにおいては、波形相関解析による新たな検出手法の開発を進めた。

具体的には、既知の超低周波地震と連続記録との相互相関関数を観測点毎に計算して波

形相関の良い未知イベントを検出するとともに、その相互相関関数の観測点間の位相差

から相対的な震央位置推定を実施した。この手法の開発によって、推定震央位置の精度

が飛躍的に向上し、日向灘から足摺岬沖にかけて発生する浅部超低周波地震活動の詳細

な分布が明らかとなった。米国地質調査所（USGS）の震源情報に基づき、既存基盤的地

震観測網などの観測データから遠地地震記録を切り出し、レシーバ関数解析を実施した。

得られたレシーバ関数から西南日本下に沈み込むフィリピン海スラブ形状の再検討を

行った結果、紀伊水道下でスラブが断裂している可能性が示唆された。平成 23 年初頭

に四国西部で発生が予測された深部低周波微動を観測するため、四国西部を中心に大小

２サイズの地震計アレイを展開し、十分な S/N での観測を実施出来ていることを確認し

た。しかし、豊後水道周辺で発生した長期的スロースリップの影響等により年度内に顕

著な微動活動が発生しなかったため、観測は平成 23 年度に継続とした。 

 

(b) 業務の成果 

1）長期機動型広帯域地震観測点の整備 

a) 観測点設置の目的 

南海トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震である東南海地震と南海地震は、歴史資

料や津波堆積物の解析等から、100 から 150 年周期で繰り返すこと、両地震が時間的

に近接して発生すること、東南海地震が南海地震に先行して発生する傾向があること

が知られている 1), 2)。海溝型巨大地震は、沈み込む海洋プレートと上盤とのプレート

境界で繰り返し発生してきたが、巨大地震と巨大地震の間となる時期では、プレート

間が固着してひずみを蓄積すると考えられる。一方、固着域と海溝との間では、プレ

ート境界付近に海水を多く含む堆積物が介在し、定常的に滑っていると考えられてい

る。近年、稠密に展開された地震観測網のデータ解析により、地震性のゆっくりすべ

り（超低周波地震）がこの領域で発生していることが明らかになった 3),  4)。このよ

うな付加体内で発生する浅部超低周波地震活動は、付加体形成過程の理解につながる

だけでなく、プレート境界固着状態のモニタリング指標としての役割も期待されてい

る。 

超低周波地震は、中心周期が十秒程度の微弱な震動から形成されており、防災科研

Hi-net のような固有周期１秒程度の地震計を用いた高感度（微小）地震観測網で検知

することは極めて困難である。このことから、既存広帯域地震観測網（F-net）を補完

する形で西南日本に広帯域地震計を用いた長期機動型地震観測点を設置し、F-net デ

ータと統合処理することにより、浅部超低周波地震モニタリングの高精度化に資する
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とともに、西南日本下に沈み込むフィリピン海プレート（スラブ）性状把握に必要な

データを提供することを目的とする。 

 

b) 長期機動型広帯域地震観測点の概要 

図１に、広帯域地震計を用いた長期機動型観測点の位置を示す。また、表１には、

各観測点の所在地と観測開始時期をまとめて記す。 

130˚ 132˚ 134˚ 136˚

30˚

32˚

34˚

36˚

100 km

広帯域地震計を用いた臨時機動観測点
（本プロジェクト）

高感度地震観測点（その他機関）

広帯域地震観測点（防災科研F-net）

高感度地震観測点（防災科研Hi-net）

N.NSOF

N.SMKF

N.NTCF N.TNHF

N.KKNF

N.ABNF

図１ 西南日本に設置した長期機動観測点の概略位置と既存観測点の分布。 

 

表１ 広帯域長期機動観測点 

コード  観測点名称  所在地  観測開始時期

N.KKNF 紀北紀伊長島  三重県北牟婁郡紀北町紀伊長島区島原 H21 年  3 月  
N.TNHF 田辺中辺路  和歌山県田辺市中辺路町近露  H21 年  3 月  
N.NTCF 那賀栩谷  徳島県那賀郡那賀町木頭折宇栩谷  H22 年  1 月  
N.SMKF 西都南方  宮崎県西都市南方  H22 年  1 月  
N.NSOF 西之表  鹿児島県西之表市西之表字横山田  H22 年  1 月  
N.ABNF 赤羽根  愛知県田原市高松町尾村ヶ崎  H22 年 12 月
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各観測点には、広帯域地震計および高精度 A/D 装置等の観測装置を設置しており、

連続的に観測された地動データの収集を行っている。平成 22 年度は、渥美半島中部（愛

知県田原市）に観測点 1 点を整備し、赤羽根観測点（N.ABNF）として観測を開始した。

本観測点は、防災科研 Hi-net の赤羽根微小地震観測施設に併設する形で設置したもの

であり、国道42号線から1km程内陸に位置する八柱神社の境内に地震計室を配置した。

海岸からの直線距離は約 1.5km である。 

広帯域地震観測では、周辺環境の温度変化の影響を強く受ける。このため、地震計

設置にあたっては、地盤を約 1m 掘削し、その底面にコンクリートを打設して地震計台

座とするとともに、地震計室を埋設することとした。図２に地震計室の模式図を、写

真１に地震計室の中の様子を示す。地震計本体は、専用の断熱カバーをかぶせた。さ

らに、断熱材・防音材として発泡スチロールやスタイロフォームで囲ったのち、地震

計室全体を防水シートで覆った（写真２）。高精度 A/D 装置や広帯域地震計コントロー

      

 化粧板

地震計設置用台座

地震計専用断熱カバー

ブ

ロ
ッ
ク

ブ

ロ
ッ
ク

スタイロフォーム発泡スチロール

 

図２ 長期機動観測点における地震計室の概略断面図。 
 
 

 

写真１ 地震計室の内部の様子と設置された広帯域地震計 
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ラ等の観測装置は、赤羽根微小地震観測施設の観測小屋に新たに設置した簡易ラック

に耐震ベルトを用いて固定した（写真３）。地震観測データは、高精度 A/D 装置により

27bit／100Hz のデジタルデータに変換され、既設の防災科研 Hi-net・赤羽根観測点の

データとともに、NTT コミュニケーションズ株式会社による EarthLAN サービスを介し

て、茨城県つくば市にある防災科学技術研究所地震観測データセンターまで転送され

る 5)。データセンターでは、同サービスを用いて日本各地から収集している既存基盤

的地震観測網データと統合した運用管理を実施するとともに、これらのデータを併合

したモニタリング処理を行った。 

長期機動型広帯域地震観測点で観測された波形の一例として、2010 年 12 月 25 日（日

 

写真２ 埋設直前の地震計室の様子。防水・断熱シートで覆ってある。 

 

 

 写真３ 簡易ラックに固定された観測装置。地震計コントローラ（上段）、高精度 A/D

装置（中段）および高精度 A/D 装置用電源部（下段）等。左側に既存 Hi-net 様のラ

ックが見える。 
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本時間）にバヌアツ共和国周辺で発生した地震による上下動成分観測記録を図４に示

す。これより、今年度の赤羽根観測点を含め、本研究にて設置した全ての長期機動型

広帯域地震観測点において、良好な波形記録が得られていることが分かる。このこと

は、数年間の安定した観測を行うことで、様々な遠地地震の記録が収録できる可能性

が高いことを意味する。すなわち、基盤的地震観測網データのみを使用する場合に比

べて、プレート形状やスラブ境界性状把握の分解能が向上することを示唆している。 
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 図４ 長期機動型広帯域地震観測点で観測された 2010 年 12 月 25 日（日本時間）にバヌ

アツ共和国周辺で発生した Mw7.3 の地震による波形の上下動成分。上から順に紀北紀伊

長島（N.KKNF）、田辺中辺路（N.TNHF）、那賀栩谷（N.NTCF）、西都南方（N.SMKF）、西之

表（N.NSOF）および赤羽根（N.ABNF）観測点の記録を表す。 

 

 

2）浅部超低周波地震活動監視手法の高度化とその適用 

a）超低周波地震活動モニタリング手法の高度化 

日本およびその周辺で発生する超低周波地震については、防災科研 Hi-net に併設

された高感度加速度計（傾斜計）のアレイ解析によってその時空間分布が詳細に調べ

られてきた 6)。ただ、これまでの解析では、地震波の到来方向に基づき、水平方向約

30km 程度の精度で震央位置を推定しており、発生時刻を推定対象としていない。一
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方、F-net の広帯域速度計によるグリッド・モーメントテンソル（MT）解析からも、

超低周波地震の発生時刻、場所、およびメカニズムが明らかにされてきた 7)。しかし

ながら、この手法に基づく解析は、計算機に比較的大きな負荷をかけるため、多量デ

ータを解析することは難しい。基盤的地震観測データが蓄積されている過去の期間に

おいて、浅部超低周波地震活動状況を把握することは重要であるが、少ない計算機負

荷で大量データ処理を行い、超低周波地震の発生時刻と位置を精度良く推定すること

は必ずしも容易なことではない。この問題を解決するため、波形相関解析によって既

知の超低周波地震と波形相関が良いイベントを検出し、それらの震央位置を推定する

方法を開発した。 

解析方法開発にあたって、試験用データとして防災科研 F-net の連続記録波形を使

用した。まず、観測された連続波形データに対し、超低周波地震を最も良い S/N で観

測することができる帯域である 0.02Hz から 0.05Hz のバンドパスフィルターを適用し

た。まず、既知の超低周波地震のセントロイド時刻を先頭とする 150 秒間の 3 成分

記録波形を参照用として用意するとともに、別の 150 秒間の 3 成分記録波形を連続

記録波形から切り出し、両者の相互相関係数（以下、相関係数）を評価した。この値

を連続記録波形からの切り出し時間窓の先頭時刻における相関係数として、相関係数

の時系列を観測点ごとに得た。検出を試みる超低周波地震の記録において、表面波が

卓越し、その伝播速度が約 3.8 km/s 程度であるとすれば、未知イベントのセントロ

イド時刻・位置から期待される相関係数が最大となる時刻（以下、理論ピーク時刻）

を観測点ごとに予測することができる。この理論ピーク時刻における相関係数を全観

測点にわたって平均し（以下、平均相関係数）、その値が 0.5 以上となるようなセン

トロイドの時刻と水平位置をグリッド・サーチで調べた。セントロイド時刻が 150 

秒以内の複数のグリッドで平均相関係数が閾値を超えた場合には、同一イベントとみ

なして平均相関係数が最大となるグリッドを検出し、このイベントに対する最適なセ

ントロイド時刻・位置を推定した。検出されたイベントのうち、気象庁一元化処理に

よる震源カタログ中の M 3 以上の地震に対応するイベントは取り除き、残りを超低

周波地震とみなした。 

以上で述べた手法を用い、十勝沖を対象として超低周波地震の試験的な検出を試み

た。十勝沖では日向灘よりも活発な超低周波地震活動が観測されているほか、この地

域で発生する超低周波地震はセントロイド・モーメントテンソル（CMT）解が既に推定

されており 8)、本手法による結果の評価が可能である。ここでは、F-net の観測点の

うち、北海道および東北地方に位置する 15 観測点を解析に使用した。使用した観測

点の位置を図５に示す。既知の超低周波地震として、2009 年 2 月 23 日 16 時 28 分の

イベントを使用した（図６）。図７に、試験解析の対象とした 2003 年 19 時 23 分から

33分までの観測記録とその解析結果を示す。19時 28分から 30分頃に各観測点で観測

された波群は、相関係数の時系列からも 19 時 28 分頃に発生したイベントによるもの

であることが解る。また、グリッド・サーチの結果、平均相関係数を最大にするよう

なイベントのセントロイド時刻は 19時 28分 05秒で、セントロイドの水平位置は既知

イベントの西南西約 50 km と推定された。この結果は、CMT 解析による結果 8)と矛盾
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しない。同様の解析を 9 イベントに対して行ったところ、本手法による結果と CMT 解

8)との差異は、セントロイド時刻で 3 秒以内、セントロイド位置で 15 km 以内である

ことがわかった（図８）。CMT 解のセントロイド位置の精度は約 10 km 程度 9)とされ

ていることから、本手法によるセントロイド位置の推定精度は、アレイ解析による約

30 km 程度よりも十分に良いものと考えられる。本解析方法の新規開発により、計算

機負荷が少ない少数観測点の相関解析によってイベントを検出し、そのセントロイド

時刻と水平位置を比較的精度良く推定することが可能となった。 

 
 図５ 観測点と既知イベント。解析に使用した F-net 観測点 15 点を丸印で示す。既知イ

ベントとして使用した超低周波地震のセントロイド時刻、位置、およびモーメントテン

ソル解を併せて示す。 

 

 図６ 既知イベントの３成分記録波形。セントロイド時刻から 150 秒間の記録について、

観測点および成分ごとに北緯 41.1 度、東経 141.1 度からの震央距離順に示す。 
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 図７ 2003 年 11 月 18 日 19 時 23 分から 10 分間の記録と解析結果。左から順に上下動

成分、南北成分、東西成分のフィルター処理記録、相関係数と平均相関係数の各時刻に

おける最大値、および平均相関係数の空間分布。仮定したセントロイド位置におけるス

タック相関係数の最大値をカラースケールで示す。丸印は平均相関係数が最大となるセ

ントロイド位置を表す。同一イベントの CMT 解析 8)によるセントロイド位置を三角印で

併せて示す。十字印は既知イベントのセントロイド位置を表す。 

 

 

 

 図８ 9 イベントに対して推定されたセントロイド位置。本解析による位置を三角印で、

CMT 解析 8)による位置を丸印でそれぞれ示す。2 つのシンボルを結ぶ直線は、それらのイ

ベントが同一のイベントであることを表し、線の太さは本解析と CMT 解析によるセント

ロイド時刻の差を表す。 
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b）西南日本で発生する浅部超低周波地震活動への適用 

日向灘から足摺岬沖にかけての南海トラフ近傍では、2010 年 1 月から 3 月にかけて

活発な超低周波地震活動があった 10)。この活動は、1 月 23 日頃に日向灘で始まり、2

月中旬以降は足摺岬沖に移動し、その後、一時的に活動度が低下する時期を挟みなが

らも 3 月下旬まで活動が続いた。以下では、九州および四国に位置する F-net の広帯

域地震計と Hi-netに併設された高感度加速度計の 2002年から 2010年の記録を使用し、

2010 年 1 月から 3 月までの日向灘から足摺岬沖の地域における超低周波地震活動の再

評価を行った。 

まず初めに、F-net観測点 14点の記録の相関解析によって既知の浅部超低周波地震

との波形相関が良いイベントを検出し、それらの大まかなセントロイド位置と時刻を

推定した。次に、それらのセントロイド位置と時刻を初期値として、F-net および

Hi-net 約 30 観測点で記録された波形の CMT 解析 9)を行った。その結果、日向灘から

足摺岬沖にかけて発生する浅部超低周波地震は、この地域で発生する通常のプレート

間地震の発生域 11)~13)よりもトラフ側に位置することがわかった（図９）。従来のア

 
 

 図９ 相関解析によって推定された浅部超低周波地震の分布。赤、黒、青、および緑

丸印は浅部超低周波地震の震央を表す。異なる色は、異なる既知イベントとの相関に

よって浅部超低周波地震が検出されたことを示す。コンターはプレート境界の深さ分

布 11)を表す。1996 年に発生した日向灘の地震の地震時すべり域（赤および青太線）

および余効すべり域（赤および青細線）12)、1968 年日向灘地震の地震時すべり域（灰

色領域）13)、および防災科研 F-net による MT 解 14)のうち、低角逆断層型のものを併

せて示す。直線 AB、および CD は図 10 における測線の位置を表す。 
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レイ解析の結果 10)によると、九州-パラオ海嶺に沿った浅部超低周波地震の活動域が

宮崎県沿岸部付近にまで延びていたが、本結果にはそのような特徴は見られない。セ

ントロイド深さおよび発震機構解については、深さ 10 km 以浅で発生する逆断層型の

イベントが卓越するが、トラフ付近ではより浅いイベントが、一方の陸側では 10 km

よりも深いイベントも見られる（図 10）。このような深さ分布から、この地域の浅部

超低周波地震はプレート境界 11)にかなり近接した場所で発生しているものと考えら

れる。 

一方、浅部超低周波地震の時空間分布（図 11）からは、バースト的な活動の期間内

での震源の移動も明らかになった。2010 年 1 月 23 日に種子島の東方沖で始まった活

動は北に向かって拡大し、31 日には約 100 km 離れた日向灘にまで達した。その後、

活動が低調となった 2 月 4 日から 11 日を挟んで、活動域は 12 日からの 2 日間に東に

向かって約 50 km 拡大し、足摺岬の南方沖に達した。2 月中旬以降の活動の中心はこ

の足摺岬南方沖へと移り、日向灘における活動は次第に収束した。足摺岬南方沖にお

ける活動も 3 月初旬には低調となるが、中旬には活動を再開し、これまでとは逆に日

向灘へと向かう活動域の移動が見られた。同様なマイグレーションは、プレート境界

の巨大地震発生域深部延長で発生する短期的スロースリップイベントに同期した深部

 

 

 図 10 浅部超低周波地震の CMT 解の空間分布。2010 年 1 月から 2 月の期間に発生

した超低周波地震の CMT 解を太線による震源球で示す。その他は、図 9 に同じ。 
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低周波微動 15)や深部超低周波地震 7)の活動においても見られる。日向灘から足摺岬沖

にかけて発生する浅部超低周波地震についても大規模なマイグレーションが検出され

たことは、通常のプレート間地震の発生が確認されていないこの領域のプレート境界

浅部（深さ 15 km 以浅）においても、これまで知られていないようなスロースリップ

イベントが発生しており、それに伴って浅部超低周波地震が発生している可能性があ

る。 

 

 

 

 図 11 測線 AB および CD に沿った浅部超低周波地震の時空間分布。シンボルは図 8 に同

じ。2 測線位置は図８に示す。 

 

 

3）レシーバ関数解析に基づくプレート境界性状の推定 

a）はじめに 

南海トラフ沿いで発生する海溝型巨大地震の発生様式を推定するために、沈み込む

プレート（スラブ）の形状やプレート境界での物性などを明らかにすることは非常に

重要である。一般に、スラブ境界およびスラブ内モホ面（海洋モホ面）では、地震波

速度が急変すると考えられている。このような地震波速度変化が存在する場合、観測

される地震波には、直達波のほか、地震波速度不連続面で特性が変換した波（変換波）

も記録される。レシーバ関数解析とは、地震波速度不連続面で P 波から S 波に変換し

た波（Ps 変換波）を強調して表示することにより、観測点下の速度不連続面の位置や

特性を推定する方法である。近年に整備された稠密な基盤的地震観測網データにレシ
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ーバ関数解析法を適用することにより、最近、詳細なフィリピン海スラブ形状モデル

が提案されるようになった 16), 17)。通常、レシーバ関数解析では遠地地震波形データ

のみを用いており、走時トモグラフィのようにフィリピン海スラブ沈み込みに伴う地

震に関するデータは使用しない。そのため、レシーバ関数から得られる海洋モホ面形

状とスラブ沈み込みに伴う地震の震源分布は完全に独立に推定された結果である。し

かし、フィリピン海スラブ沈み込みに伴う地震活動分布は非一様であり、海洋モホ面

の湾曲とスラブ内地震活動度の変化はよく対応している。このことは、スラブ形状が

スラブ内の応力状態を強く支配していることを示唆する 16), 17)。 

一方、様々な方法で推定されたスラブ形状の特徴として、スラブが紀伊半島西部か

ら紀伊水道周辺で大きく湾曲すること、伊勢湾下や四国下に比べて紀伊半島下ではス

ラブが急角に沈み込むこと、低角な四国下のスラブは、安芸灘・伊予灘周辺下で再び

急角に転ずることは共通しているが、紀伊水道周辺およびその北側の等深線について

は提案されるモデル間の差異が大きく、その形状は必ずしも明瞭とは言えない。その

理由として、トモグラフィ解析では「境界面」に対し十分な分解能を得ることが難し

いこと、レシーバ関数解析で検出される「変換面」に対応する構造変化の意味が必ず

しも明確ではないこと、紀伊水道周辺に位置する観測点において、レシーバ関数内の

スラブ起源変換波がさほど明瞭ではないことも一因として挙げられる。 

 紀伊水道の南方には、15Ma まで拡大軸として活動していた紀南海山列が存在す

る 18)。また、フィリピン海スラブの移動方向は、3Ma 頃を境に北西方向から現在の西

北西方向に変化したと考えられている 19)。これらの点を考慮すると、3Ma 以前は紀伊

水道下に古い拡大軸が沈み込んでいたこととなり、この拡大軸がスラブ内の弱面を形

成していると考えることは想像に難くない（図 12）。紀伊水道は想定東南海地震およ

び想定南海地震震源域境界部のやや西にあたり、紀伊水道におけるスラブ形状の急変

が両震源域を隔てる原因となっている可能性がある。また、スラブ形状の急変が提案

されているにも関わらず、紀伊水道下においてはスラブ沿いの地震活動がさほど活発

ではないという特徴があり、スラブが紀伊水道下で断裂している可能性も提案されて

いる 20)。本年は、本件で設置した臨時機動観測点のデータを含めたレシーバ関数解

析結果をもとに、紀伊水道においてスラブが断裂しているモデルが受容可能かどうか

確認するとともに、新たなスラブ内海洋モホ面形状モデルの構築を試みた。 

 

b）データ・解析方法 

解析には、2000 年 10 月から 2009 年 10 月までの間に防災科研 Hi-net/F-net の各観

測点、産業技術総合研究所が西南日本に展開する観測点、および本件で設置した長期

機動型観測点で観測された遠地地震記録をデータとして用いた（図 12）。レシーバ関

数は、沈み込むスラブ内の海洋モホ面の検出を得意とする。一方、西南日本のフィリ

ピン海スラブ沿いで発生する地震活動は、紀伊半島南部周辺等を除き、概ね海洋地殻

内で発生していると考えられている 21), 22)。このことは、地震活動上面から推定する

スラブ概形は、レシーバ関数より推定する海洋モホ面形状よりも浅くなる傾向にある

ことを意味する。そこで、紀伊水道でのスラブ断裂を考慮し、震源分布の上面を外挿
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して求めた深さコンター20)を鉛直方向に 7 km 深くしたモデルを「参照モデル」とし

た。まず、走時トモグラフィ解析により求められた三次元地震波速度構造 23)を用い

て深度変換したレシーバ関数に対し、「参照モデル」±10 km の深さ範囲でレシーバ

関数の振幅が最大となる深さを自動的に抽出した。この際、最大となるレシーバ関数

振幅が 0.05 以下の地点については、変換波不明瞭として抽出対象外とした。このよ

うにして得られた緯度・経度・深さの情報をもとに、平滑化を伴う空間的な補完と等

深度線の作成、レシーバ関数断面図との比較、レシーバ関数振幅の再評価を繰り返し、

最終的な海洋モホ面形状モデルを得た。 

 

c）モデルの特徴と考察 

図 13（a）にスラブ断裂を考慮していない既往のモデル 16)、（b）に本解析に基づく

スラブ内モホ面等深線を比較して示す。両者は、紀伊水道西岸部と伊勢湾ならびにそ

132˚ 134˚ 136˚ 138˚

30˚

32˚

34˚

36˚

現在

3Ma
以前

現在 3Ma
（推定）

 
 図 12 解析に用いた観測点の分布と紀南海山列の位置。赤丸は防災科研 Hi-net，青

四角は防災科研 F-net，黄色三角は産業技術総合研究所観測網の観測点の位置を表す。

水色四角は，本件で設置した広帯域地震計を用いた長期機動型観測点である。現在の

紀南海山列の位置および 3Ma に紀南海山列が存在したと推定される位置を桃色およ

び緑色の矢印でそれぞれ示す。図枠内の黒矢印は，四国沖におけるフィリピン海プレ

ートの概略運動方向を示す。 
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れぞれの深部延長で異なる特徴を示している。これらの地域では、スラブ沈み込みに

伴う地震活動が極めて低調であり、地震活動からスラブ形状を推察することは出来な

い。本解析において、「モホ面」として抽出した深さ 40 km 付近の変換面は、既往モ

デル構築時は「大陸モホ面」と解釈し、より深部に存在する変換面を「海洋モホ面」

と解釈していた（図 14）。一方、兵庫県南部下では、これまでの解析同様、明瞭な変

換面の存在を確認することが出来なかった。このことは、当該地域付近でスラブ断裂、

スラブウィンドウの存在、あるいはスラブ傾斜の急変等、周辺域と大きく異なる構造

的特徴を有していることを意味する。分解能の制約上、断定することは出来ないが、

本解析の結果は紀伊水道下におけるスラブ断裂の可能性を十分に示唆し得るものであ

る。 

34˚

36˚

(a)

132˚ 134˚ 136˚ 138˚

(b)

132˚ 134˚ 136˚ 138˚

A
B

a
b

 

 図 13 レシーバ関数から推定された海洋モホ面深度分布。（a）Shiomi et al. (2008)16)

の結果。（b）本解析の結果。点線は、想定したスラブ断裂線の位置を表す。等深線は

深さ 30 ~ 60 km の範囲を表しており、間隔は 5 km である。 
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 図 14 レシーバ関数振幅の鉛直断面図。断面線の位置は、図12 (b)に示した。正値（赤）

は深部が浅部よりも高速度である速度境界、負値（青）は深部が浅部よりも低速度であ

る速度境界が存在することを表す。図中の実線および点線は、それぞれ Shiomi et al. 

(2008)16)および本解析で海洋モホ面と判定した深さを表す。黒点は、断面線を中心とし

た幅 10 km の範囲で発生した M1.5 以上の地震の震源位置を表す。 
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4）四国西部における微動アレイ観測 

a) はじめに 

深部低周波微動（以下、微動）の発見 24)以降、微動を伴う短期的スロースリップの

発見 15)、深部超低周波地震の発見 7)、3 つの異なる「スロー地震」の連動現象の発見

25)等、スロー地震に関する新しい観測成果が次々と発表されている。微動現象はプレ

ートが固着している領域よりも陸域深部側で発生していることから、プレート境界型

地震の震源域の下限（down-dip limit）を規定するための重要な情報になる可能性が

高い。また、これまでの観測から、微動活動は複数のセグメントを形成していること、

活動によっては、複数のセグメントが連動あるいは誘発して活動することが確認され

ている 26)。このような特徴から、プレート境界型地震の歪蓄積課程から解放（地震発

生）における一連のサイクルの全体像を把握する上で、微動現象について理解を深め

ることは必要不可欠である。微動現象は北米 Cascadia 地方でも報告されており、ア

レイを用いた微動観測のデータから微動の移動が詳細に捉えられている 27)。それに

よると、いくつかの沈み込み方向に平行な微動の帯が存在し、Cascadia の海溝軸に

平行に南から北に向かって、順々に微動の帯を移動していた。四国西部においても、

アレイ観測データの解析に基づき、微動が北東－南西方向（南海トラフの走向）に

1.0-2.5 km/hの速度で移動する活動が存在することが報告されている 28)。四国西部は

西南日本の中でも微動活動が活発な地域であるが、上記移動現象を観測した期間中に

大規模な微動活動は発生しなかったため、微動活動のより詳細な特徴を把握するため

には、さらなる観測データの蓄積が必要である。そこで、本年度は、同じ四国西部を

対象とし、深部低周波微動活動の特徴、とりわけ微動のセグメント性やセグメント間

の移動（連動性）、スラブ構造との関係を理解することを目的として、微動のアレイ

観測を実施した。観測では、大アレイと小アレイを準備し、複数の小アレイが大アレ

イを取り巻くように配置した。これにより、大アレイの微動検出感度の低くなる範囲

を小アレイによって補助し、微動発生域を広範囲にわって活動が把握できるようにし

た。 

 

b) 観測およびデータ 

今回の微動アレイ観測では、四国西部に大アレイ 1 か所と小アレイ 4 か所を構築した。

図 15 にアレイ配置の概略を示す。各アレイは、それぞれ 30 観測点と 9 観測点から構

成される。大アレイは、微動検出感度の指向性をなるべく均一にするため、面的に不

規則に 150-400m 間隔で機動型観測点を配置した（図 16）。各観測点にはデータロガ

ー（計測技研製 HKS-9530）と 2Hz 三成分短周期地震計（Chongqing Geological 

Instrument Factory 社製 CDJ-S2C-2）を配した。一方、小アレイでは、現地の状況に

応じ、Y 字・L 字あるいは T 字型といった様々なデザインで設置した（図 17）。平均

観測点間隔は約 150m である。使用した機材は、データロガー（計測技研製 HKS-9500）

と 2Hz 三成分短周期地震計（Sercel 社製 L-22D-3DL）である。大・小アレイとも、観

測データの収録には 16GB CF カードを使用し、サンプリングは 200 Hz とした。1 か月

間のデータ量は約 3 GB 程度と見積られるため、本仕様の観測条件により、5 か月以上
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にわたって連続的にデータを収録することが可能である。用地選定および用地交渉を

平成 22 年 12 月から開始し、平成 23 年 2 月 7 日より観測点の設置を開始した。稼働状

況確認のため、平成 23 年 3 月に最初のデータ回収を行った。 

 

回収された地震観測データの一例を図 18 に示す。左側は微動が発生していない通

常時、右側は深部低周波微動活動期間の観測波形である。両者は、異なる日付の同一

時間帯の記録である。地震計は地表に設置しているが、通常時のノイズレベルは 0.1 

μm/sec 程度と低く、比較的良い条件で観測出来ている。期間中に観測した小規模な

 
 図 15 アレイ観測点配置図。灰色の点はハイブリッド法 29)によって推定された深部

低周波微動源を示す。 

 

800m 

 

 図 16 梼原地区における大アレイ（30 観測点）のデザイン。赤丸は観測点の位置を

示す。 
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微動活動時（図 17 右側）には、振幅レベルが 5 μm/sec を超えている。また、図 18

中に矢印で示したように、いくつもの同期した位相を確認することができる。このこ

とから、大規模な微動活動が発生した際には、高い S/N で観測することが可能である

と考えられる。 

これまで、四国西部は、半年周期で活発な深部低周波微動を励起してきた 30) 。こ

のことから、平成23年初頭の活動を観測すべく2月にアレイ観測点の配置を完了した

500m 500m 

500m 500m 

 
図 17 ４地区における小アレイ（９観測点）のデザイン。赤丸は観測点の位置を示す。

 

 
図 18 観測波形例。通常時（左）と深部低周波微動活動時（右）。 
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が、豊後水道での長期的スロースリップイベント発生 25)に伴って活動間隔が擾乱さ

れた可能性があり、平成 22 年度末現在では、大規模な微動エピソードの発生を待機

している状態である。微動エピソードのデータを収録した後、詳細な微動活動推移に

ついて解析を進める計画である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

今年度は、既存広帯域地震観測網（防災科研 F-net）を補完する形で、渥美半島に長

期機動観測型広帯域地震観測点を設置し、連続観測を開始するとともに、昨年度まで

に設置した５観測点における観測を継続した。浅部超低周波地震活動については、こ

れまでの解析方法よりもより高精度にイベントの抽出ならびにセントロイド位置を決

定する手法を開発し、日向灘を対象とした解析を実施することにより、超低周波地震

の震源が移動することを明瞭に捉えることに成功した。一方、基盤的地震観測点や本

機動観測点などで得られた遠地地震記録の解析から、西南日本下に沈み込むフィリピ

ン海スラブが、紀伊水道下で断裂している可能性がある可能性を示した。四国西部域

での深部低周波微動を対象とした臨時機動観測を開始し、良好な記録が取得されつつ

あることを確認した。 

最近、浅部超低周波地震活動は、長期的なスロースリップや深部低周波微動と約 6 年

に 1 度の間隔で連動していること、この活動が南海トラフ沿い海溝型巨大地震発生時に

おける破壊過程や地震発生の準備過程に影響を与えている可能性が指摘された 25)。こ

のことは、想定されている想定東南海地震と想定南海地震の震源域を評価する上で、

紀伊半島東部から日向灘沖を対象とした浅部超低周波地震活動モニタリング精度の向

上に努める必要があることを意味する。また、海溝型巨大地震の連動性を評価するた

めに、本件にて整備した広帯域地震計を用いた長期機動型観測点と基盤的地震観測網

観測点の併合処理により、その形状を含め、フィリピン海スラブの特徴の地域性につ

いて詳細な検討を進めるとともに、平成 22 年度より開始した臨時機動観測により、深

部低周波微動活動様式とスラブ構造の関係についての知見を得ること、さらに微動活

動の連動性について評価を進めることが重要である。 
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(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

 

2) ソフトウエア開発 

なし 

 

3）仕様・標準等の策定 

なし 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

平成２２年度までに渥美半島、紀伊半島および四国・九州地方に設置した６箇所の長期

機動型広帯域地震観測点を維持することにより、紀伊半島東方沖から日向灘にかけて発生

する浅部超低周波地震の検知能力及び震源パラメタ決定精度を高める。これらの機動観測

点および基盤的地震観測網等でこれまでに収集された遠地地震の波形記録をレシーバ関

数解析等に供することにより、陸域下におけるスラブ境界付近の構造の特徴を把握するた

めの調査解析を進める。西南日本で発生する深部低周波微動活動は、プレート境界付近で

セグメントに分かれて活動が繰り返される。その活動様式ならびに地下構造との関連要因

を調査するため、深部低周波微動活動が活発な地域において、機動観測を行う。また、海

外の沈み込み帯研究者との議論を行うことにより研究をさらに進展させるため、国際学会

等に出席し、研究成果の発表や情報収集を行う。 
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サブプロジェクト 1-5 

地殻媒質モデルの研究 

担当：国立大学法人東京大学 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

地殻媒質モデルの研究 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学大学院新領域創成科学研究科 

東京大学大学院新領域創成科学研究科 

東京大学大学院新領域創成科学研究科 

東京大学大学院新領域創成科学研究科 

教授 

特任研究員 

助教 

特任教授 

杉田精司 

桑谷立 

関根康人 

鳥海光弘 

 

(c) 業務の目的 

プレート境界域で得られた，最新の精密な地下構造，温度構造，地震波異方性，トモ

グラフィ構造，微小地震統計の地域的変化，さらに延長上にある陸域の地質構造などの

マクロスケールな不均質構造と，地殻物質岩石の弾性波速度情報，陸域の岩石試料解析

から得られる亀裂分布の特徴など，ミクロスケールの媒質情報を有機的に組み合わせる

方法の開発研究を行う．さらに，明らかにされた複合的な媒質構造の上に，プレート境

界に特有な巨大断層沿いの破砕帯構造を重ねた３次元媒質評価により，東海－東南海―

南海から日向灘のプレート境界域に関する連動性の数値媒質評価モデルを構築する．こ

の数値媒質評価モデルを総合的な南海トラフ沿いの地殻活動評価ならびに信頼度の高

い地震発生サイクルシミュレーション研究に反映する． 

 

(d)５ヵ年の年次実施計画（過去年度は，実施業務の要約） 

 

1) 平成２０年度：境界域の 3 次元媒質マクロ構造評価 

 

2) 平成２１年度：クラック，断層，物質境界などダメージ構造評価 

 

3) 平成２２年度：マクロ構造をもつ地殻岩盤の鉱物組成などミクロ媒質評価 

 

4) 平成２３年度：総合した媒質の地震波速度構造などマクロ物性評価およびダメージ

媒質の力学特性の回復評価 

 

5) 平成２４年度：東海―東南海―南海プレート境界域の連動性に関する地殻媒質の総

合的評価図 

 

(e) 平成２２年度業務目的 

平成２１年度に成果として得られた，地殻媒質の微小地震活動の時間空間連動の次元
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圧縮による評価方法と，トモグラフィ地震波速度構造，クラック密度，散乱減衰等のパ

ラメータを加えた媒質自己組織化マップ相関を，プレート境界域延長上の陸上に露出す

る境界域，富士川―丹沢―嶺岡地域および過去のプレート境界深部岩の露出する銅山川

周辺の陸域調査によって得られた地質構造の岩石構成鉱物とその構造および流体含有

構造から比較検討し，ミクロ媒質評価の試験的評価指数を考案する．それを用いてシミ

ュレーション研究および観測研究に貢献する地殻媒質モデルの高度化手法を試験構築

する．さらに，これらの研究成果を平成２２年度に開催される諸学会にて発表し，地質

学・地球物理学など多方面の分野について情報収集や議論を行う． 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

(a) 業務の要約  

Markov random field (MRF)モデルを用いて，地震波速度構造から地殻媒質を評価す

る逆解析手法の開発を行った．マクロな観測結果に影響を与えるミクロ媒質評価指数と

して，岩石の種類，流体の量，流体の存在形態などを導入してモデリングを行った．人

工地震波速度データに適用した結果，仮定した流体量・形状を正しく推定され，手法の

有効性が明らかになった．また，西南日本沈み込み帯に適用した結果，流体の量とその

形状が分離・イメージングされた．確率論的なアプローチをとる本手法の開発により，

誤差評価を含めた客観的かつ定量的な媒質評価が可能になった． 

MRF 手法は様々な地殻媒質評価に有効なアプローチであることが情報科学研究により

明らかになった．情報統計力学の最新の知見である隠れ状態推定モデルを用い，岩石の

不均質な構造やミクロ構造評価が可能になるモデルを開発した．また，ＭＲＦ手法を境

界岩の熱力学解析に応用した精密な温度圧力経路決定法を開発した．この手法によって，

過去のプレート境界の詳細な物質構造及びテクトニクスが解明されることが期待され

る． 

さらに，継続して行ってきた岩石学的・地質学的調査の結果と地球物理観測データ・

地球化学観測データを統合することで，境界域の丹沢地域のプレート境界での鉱物変化、

温度圧力変化を決定した．その結果，試験的に導入したミクロ媒質評価指数が，実際の

地質学・岩石学的情報として説明できることがあきらかになった．また，微分熱力学と

質量保存則を導入することで，境界部の脱水変成作用の熱力学シミュレーションを行っ

た．その結果，海洋地殻が沈み込む際に特定の深さで脱水量がピークを持つことが明ら

かになり，クラック密度上昇の原因となることが示唆された．これらの現象は西南日本

沈み込み帯における地震波速度異常・及び地震発生分布とよく一致する．以上のことか

ら，物質調査研究によるミクロ媒質評価と地球物理観測データ解析によるマクロ媒質評

価を統合することで，地殻媒質モデルの本質的な高度化が可能であることが明らかにな

った． 

 

(b) 業務の実施方法 

平成２１年度に得られたマクロ次元圧縮図を定量的なものにするために，さらにミク
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ロ媒質評価を可能にするために，東京大学新領域創成科学研究科岡田真人教授のグルー

プと共同して，ベイズ統計的手法の一種である MRF (Markov random field)モデル 1)を，

地震波速度構造を用いた媒質評価解析手法の構築を行った．MRF モデルとは画像処理な

どによく用いられる方法で，知りたい物理量の空間（時間）分布についてある程度の連

続性を仮定することで，観測データより未知変数の方が多いような不定問題や，観測デ

ータに大きな誤差が含まれるような問題について，最適な推定を可能にする．はじめに，

MRF 手法の有効性を検証するために，人工で作成した岩石中の流体量及び形態の空間分

布を，観測地震波速度データ(Vp, Vs)から逆解析するテストを行った．次に，日本列島

下の地震波速度構造データ 2)に本手法を適用することで，マントルウェッジ中の流体

量・形態の空間イメージングを行った． 

また，情報取得研究として，他機関の様々な研究グループ(Jamstec, 東北大学，東京

工業大学，広島大学など)とワークショップとセミナーを開催し議論及び情報交換を行

った．その結果，MRF 手法などのベイズ統計的手法が地殻媒質評価に関わる広範囲な地

球科学分野への応用（たとえば，地震波トモグラフィー，岩石学的温度圧力パス逆解析

など）に有効であることが明らかになった．これらの結果により，新たなミクロ媒質評

価モデルの手法を進めた．さらに，新たに導入した MRF モデルを用いた岩石の温度圧力

経路復元手法の開発を行った． 

さらに，本年度までに得られた地質学的・岩石学的調査の結果を総合することで，丹

沢山地の地殻構造及びテクトニックモデルの構築を行った．また，物質調査研究として，

化学平衡熱力学を用いた沈み込みに伴う岩石・鉱物のプレート境界部脱水変成作用のシ

ミュレーションを行った．  

 

(c) 業務の成果 

次元圧縮開発研究； 

ベイズ統計的手法の一種である MRF (Markov random field)モデルを用いて，地震波

速度構造を用いた媒質評価解析手法の構築を行った．ここでは，マクロな観測に影響を

与えるミクロ媒質評価指数として，岩石の種類(z)，流体の量（空隙率：Φ），流体の存

在形態（アスペクト比：α）などを導入する．MRF モデルとは画像処理などによく用い

られる方法で，知りたい物理量の空間（時間）分布についてある程度の連続性を仮定す

ることで，観測データより未知変数の方が多いような不定問題や，観測データに大きな

誤差が含まれるような問題について，最適な推定を可能にする．実用的には，正確な物

理量変化を抽出するローバスフィルターのような役目を果たす．一般に，観測データに

ローパスフィルターをかけるときは，解析者の直感と経験に頼ることでその通過周波数

帯域を決めてきた．しかし，ＭＲＦモデルではベイズ統計的なアプローチにより，観測

データの統計的な性質のみから，適切な通過周波数帯域を客観的に決定することができ

る．さらに，様々な地質学的情報や観測機器の情報などを事前知識として推定に反映す

ることも可能である． 

本年度の研究として，岩石種と流体の種類（メルト・水）をあらかじめ仮定したとき

に，地震波速度構造（Vp, Vs）から流体の量（空隙率：Φ）とその形態（アスペクト比：



123 
 

α）の空間分布を推定する枠組みを開発した．その結果，（１）式のように定義される

評価関数を最小にすることで求めたい流体分布が推定可能であることがわかった． 

           (1) 

 ここで， ， は２次元空間（ ， ）上の空隙

率とアスペクト比を， ＝｛ ｝は地震波速度の誤差による分散と空隙

率・アスペクト比の連続性を示す分散をまとめたパラメータ群を，Z は規格化定数を表

している．また，本研究では，地震波速度の空隙率・アスペクト比依存性（ ， 

）として，武井 3)によって多孔質弾性理論から得られた式を用いた．適切

な流体分布の推定には（１）中のパラメータ群（ ：以下ハイパーパラメータと呼ぶこ

とにする）を適切に決定する必要があるが，以下で定義される自由エネルギー関数を最

小にするものを選べばよい．                                                                 

                                     (2) 

 ここで，Ｃは定数である．（２）には非常に高次（Ｎ^2）の多重積分が含まれており

一般的に計算は困難であるが，MCMC (Markov chain Monte Carlo)法の一種である

Metropolis 法(Metropolis et al., 1953)を実装することで解決した． 

はじめに，人工データの逆解析テストを行うことにより本手法の妥当性を示した．図

１に，人工的に仮定した流体分布と，それをもとに武井 3)の関係により計算された人工

観測データ(Vp, Vs)を示した．このデータは観測データに近づけるために，データにノ

イズを与えている．この観測データのみから，本手法（MRF モデル）によって，流体分

布を正しく復元できるかどうか，をテストした．図２(a)は，（２）で定義した自由エネ

ルギーを最小化するようなハイパーパラメータの最急降下法による変化の様子を示し

たものであるが，試行回数が増えるに連れて正しいハイパーパラメータに収束している

ことがわかる．図３には，従来行われてきた逆関数を用いて得た結果と，本研究の MRF

手法によって求めた結果を示した．これを図１の正しい流体空間分布と比較すると，MRF

手法によるものとよく一致することがわかる．このように，MRF 手法によって，観測デ
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ータのみを基に，ノイズを分離して正しい流体分布を推定できることがわかった． 

次に，実際に得られた，日本列島下の地震波速度構造データ 2)に本手法を適用するこ

とで，マントルウェッジ中の流体量・形態の空間イメージングを行った．図３の左側に

観測データ，右側にＭＲＦモデルによって推定された流体分布を示した．日向灘付近と

中国山地付近に流体の多く含まれる場所が認められるが，日向灘ではクラック状に，中

国山地では粒間に存在することがアスペクト比から示唆される． 

 

 

図１．仮定した流体の空間分布（Φ，α）（上図）と観測データ（Ｖｐ，Ｖｓ）（下図） 

 

 

(a)                                               (b) 

 

図２．(a)ハイパーパラメータの試行回数による変化. 試行回数が増えるとパラメータ（実

線）が正しい解（破線）に近づいていることが確かめられる． (b)推定された流体分布 （上

図）従来手法（逆関数）によって得られた分布 （下図）本手法によって得られた分布 
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図３．（左図）観測された深さ 40km の地震波速度構造（上：Vp(km/s)，下：ポアソン比） 

（右図）MRF モデルによって得られた流体分布（上：空隙率Φ，下：アスペクト比α） 

 

情報取得研究； 

連動媒質研究に必要な他の開発研究グループとの情報の交換および学会などでの新

機軸研究開発の動向調査を行った．その結果，MRF 手法が媒質評価に関する様々な研究

に応用できることが明らかになった．以下に，研究例として１．岩石種鉱物種などの不

連続物理量の決定，２．MRF 手法による変成岩の温度圧力パス履歴の復元，を紹介する． 

上述の MRF モデルに情報統計力学の最新の知見（e.g. 4））である隠れ状態推定モデ

ルを導入することによって，岩石種や鉱物種などの不連続な空間分布を示す可能性のあ

る物理量の空間分布推定を可能にするモデルを考案した．下に定義する評価関数を用い

ることで，観測値 V から不連続に変化するラベル（物理量） と連続に

変化する物理量Φの推定を行う． 

    (3) 

ここで， は各ラベルに対応する，観測値と物理量の関係

を表す式である．本モデルは，今まで，地球科学者の主観によってアプリオリに与えて

いたことが多いような不連続量を客観的・定量的に決定できることから，今後の媒質評

価のキーテクノロジーとなることと予想される． 

一方で，MRF モデルは岩石学にも応用可能である．変成岩の温度圧力履歴を復元するこ

とは，地殻構造を推定するうえで重要な実証的アプローチである．本年度は，MRF モデ

ルを微分熱力学的手法 5)に応用することで鉱物の持つ化学組成累帯構造から連続的な

温度圧力パスをより正確に復元する方法を開発した．図４で示されるように非常に高い

精度で温度圧力履歴の復元が可能になることがわかった．本手法はより一般的な温度圧

力履歴復元法に応用が可能であり，付加体・変成帯の地殻媒質評価・テクトニクス評価
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に非常に有用であると考えられる． 

 

 

図４ MRF モデルによる温度圧力履歴（人工）の復元．従来手法（緑線）と比較して，MRF

モデル（赤線）は高い精度で，もとの PT パス（黒線）を復元していることがわかる． 

 

物質調査研究； 

本年度まで継続的に行ってきたプレート境界物質が露出する丹沢山地（図５）の地質

学的・変成岩岩石学的調査の結果に加えて，これまでに先行研究で得られた地球物理学

観測データ 6) ,7)や地球化学データ 8), 9)を総合することで丹沢山地の地殻構造およ

びテクトニックモデルを構築した．丹沢変成岩に含まれる角閃石の化学組成について電

子プローブマイクロアナライザー（EPMA）を用いて詳細な分析を行ったところ，丹沢深

成岩体の西部においては鉱物の中心部から縁辺部にかけて Al が単調増加する累帯構造

を，東部においては，逆に Al が単調減少する累帯構造を示すことがわかった（図６）．

これらの化学組成データに微分熱力学手法 5）を適用することで温度圧力経路の復元を

行った．もともと伊豆マリアナ弧の上部地殻であった丹沢変成岩は，伊豆マリアナ弧が

本州弧に衝突する過程で，本州下部地殻程度の深さまで沈み込んだ後に，現在の位置ま

で上昇してきたことが明らかになった．この一連の沈み込み・上昇プロセスは，8)と 9)

が提唱した，伊豆マリアナ弧中部地殻の再溶融，上昇と同期して起こったものと考えら

れる．また，地球物理観測で得られた地震波反射構造 6)と地震波速度構造 7)などのデ

ータと統合することで，地殻構造・テクトニックモデルを復元した（図７）．このよう

な研究は地質学・岩石学，地球物理学，地球化学などのさまざまなアプローチを統合す

ることで，地殻媒質評価を行うことのできる好例といえる．また，西部と東部の角閃石

組成累帯構造の差は，それぞれ脱水変成作用と吸水変成作用の進行を示しており，プレ

ート境界における流体（クラック）の挙動の地域的な違いを示しているものと考えられ

る. 以上のことから，地質学・岩石学的情報が，次元圧縮研究で試験的に導入したミク

ロ媒質評価指数と対応することが示唆される．ここで行われる測定には，岩石，鉱物分

布の広範囲マッピングと高精度組成測定が重要であり，柏キャンパスに設置されている

高性能のマイクロプローブの使用が不可欠であった． 
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図５ （A）丹沢山地の地質概説 （B）調査地域 

 

図６ （A）EPMA 分析による Al 強度マップ(a)西側の角閃石,(b)東側の角閃石 

（B）角閃石の化学組成 

 

図７ 丹沢山地の地殻構造とテクトニクス 

 

脱水変成作用の熱力学シミュレーションを行った 10)．微分熱力学的手法 5）に，新

たに質量保存則を制約条件として加えることで，任意の温度圧力経路（dP,dT）から鉱

物の物質量・化学組成（dMs,dXs）の変化を解析することが可能である（微分熱力学フ

ォーワードモデル）．天然系の解析などから示唆されるように，脱水変成作用は比較的
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均質に進行するため，均質完全平衡の仮定がある程度妥当である．本研究では，沈み込

むスラブの温度圧力経路を与えることで，各深度に対応した海洋地殻からの連続的な脱

水量プロファイルを計算した（図８(b)）．典型的な温度圧力構造を持ついくつかの沈み

込み帯に適用した結果，計算によって得られた脱水量のピークの深度と，観測されるや

や深発地震・高ポアッソン比異常・スロースリップ/低周波微動などの発生深度が一致

することが明らかになった．また，各温度圧力条件に応じた詳細な鉱物量と化学組成を

予測計算できることから（図８(a)），媒質評価に対して，地球物理学観測とは独立な制

約条件を与えることが可能である． 

 

 

図８ 予測される暖かい沈み込み帯（南海トラフに相当）の(a)鉱物量と(b)含水量 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

ベイズ統計的手法の一種である MRF モデルを用いることで，地震波速度構造からミク

ロ媒質評価指数（地下における流体分布とその形態）を定量的にイメージングする逆解

析手法を開発した．本手法は様々な種類の地球物理学観測データを客観的に統合するこ

とも可能であり，今後の媒質評価研究のキーテクノロジーになると予想される． 

プレート境界域丹沢地域の地質学・岩石学調査により、境界部の地殻構造・テクトニ

クスを明らかにした．その結果，丹沢境界岩は従来考えられてきたよりも深く，２０ｋ

ｍ程度の沈みこみ履歴を持つことが明らかとなった．これらの結果は地球物理観測で得

られた地震波反射構造及び速度構造と調和的である．さらに，境界岩の脱水作用の熱力

学シミュレーションを行い，海洋地殻からの脱水量は，特定の深さでピークを持ち，ク

ラック密度の上昇を起こすことがわかった．この現象が西南日本沈み込み帯で観測され

る地震波速度異常やプレート境界・内部地震の発生に寄与していると考えられる．この

ように物質調査研究で得られたミクロな媒質評価の結果がマクロな観測と対応するこ

とが明らかになり，両者の統合による地殻媒質モデルの高度化が期待される（図 9）． 

今後は，最新の精密な地下構造，温度構造，地震波異方性，トモグラフィー構造，微

小地震統計の地域的変化，陸域の地質構造などのマクロスケールな媒質構造と，媒質岩
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石の弾性波速度情報，陸域の岩石試料解析から得られる亀裂分布の特徴など，ミクロス

ケールの媒質情報を有機的に組み合わせる方法の開発研究を行う．さらに，プレート境

界のダメージ構造を重ねた３次元媒質評価により，東海－東南海―南海から日向灘のプ

レート境界域に関する数値媒質評価モデルを構築する．この数値媒質評価モデルを総合

的な南海トラフ沿いの地殻活動評価ならびに信頼度の高い地震発生サイクルシミュレ

ーション研究に反映する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ マクロな観測結果とミクロ媒質評価の対応 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 
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印刷中 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

平成 22 年度までに成果として得られた，媒質のダメージ構造，クラック構造，地殻媒

質の次元圧縮，媒質のマルコフランダム場逆解析図，および媒質自己組織化マップ相関図，

境界域，富士川―丹沢―嶺岡地域の岩石構成鉱物のミクロ媒質評価を総合的に検討した媒

質評価図を作成する．プレート境界域のダメージ帯の媒質構造の特質を示す．また，前年

度から引き続き，プレート境界岩についての陸域調査を行う．それらを用いてシミュレー

ション研究および観測研究に貢献する地殻媒質モデルの高度化手法を試験構築する．さら

に，これらの研究成果を平成２３年度に開催される諸学会にて発表し，地質学・地球物理

学など多方面の分野について情報収集や議論を行う． 
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プレート境界面のすべりの時空間発展に関するデータベー

ス構築 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

プレート境界面のすべりの時空間発展に関するデータベース構築 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人名古屋大学 

大学院環境学研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人北海道大学 

大学院理学研究院 

 

教授 

准教授 

助教 

研究員 

事務補佐員 

技術補佐員 

技術補佐員 

技術補佐員 

技術補佐員 

技術補佐員 

技術補佐員 

 

准教授 

 

鷺谷 威 

橋本千尋 

寺川寿子 

光井能麻 

岡田尚子 

岡崎仁一 

佐々木朋樹 

白坂祥之介 

清水裕貴 

野村有紀 

若杉貴浩 

 

勝俣 啓 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフの海溝型巨大地震発生サイクルのほぼ１周期に相当する過去約１２０年

間における各種観測データを整理し、これらのデータに基づいて、プレート境界におけ

る固着の時空間的な発展や地震時及びスロースリップ発生時における断層すべりの様

子を推定して、結果をデータベース化する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度：様々な観測データの収集・データベース化の方針を策定した。南海

トラフにおける1990年代以降のGPS観測結果を、国土地理院の座標値データを用いて

整理し、特に、東海地域や豊後水道で発生したスロースリップについては地殻変動の

詳細な時空間分布を整理した。また、プレート境界面のすべりの時空間発展を推定す

るためのプログラム開発に着手した。また、M3.5以上の地震について微小地震観測波

形の再検測を行った。 

 

2) 平成２１年度：前年度までの成果に時間の経過に伴い GPS データを追加した。加え

て、水準測量データおよび潮位データの収集・整理を行い、明治時代以降の南海トラ

フ周辺の地殻上下変動の時空間的な分布についてまとめた。GPS データを用いてすべ
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りの時空間発展を推定し、南海トラフ沿いのすべり欠損分布や東海スロースリップ域

における固着状況の時間変化を推定した。また、こうした測地データ逆解析の持つバ

イアスに関して定量的な評価を行った。さらに、微小地震観測波形の再検測を進め、

スロースリップなどと同期した地震活動変化を検出した。 

 

3) 平成２２年度：GPS、水準測量、潮位等のデータについて、前年度までの成果に時間

の経過に伴う新たなデータを追加する。加えて、三角測量データの収集・整理を行い、

明治時代以降地殻水平変動の時空間的な分布についてまとめる。また、東海地域や豊

後水道のスロースリップについて、データの総合的な再解析を実施し、断層すべりの

時空間発展を推定する。 

 

4) 平成２３年度：GPS、水準測量、潮位等のデータについて、前年度までの成果に時間

の経過に伴う新たなデータを追加する。また、地震活動データを整理し、プレート境

界の固着やすべりに伴う応力変化が反映されていないかどうか検討する。1944 年東南

海地震、1946 年南海地震等 GPS データの無い時代のイベントについて、上下変動デー

タおよび水平変動データの両方を用いた総合的な再解析を実施し、断層すべりの分布

を推定する。 

 

5) 平成２４年度：GPS、水準測量、潮位等のデータについて、前年度までの成果に時間

の経過に伴う新たなデータを追加する。前年度までに推定した大地震およびスロース

リップ時のすべり分布を拘束条件として、南海トラフにおける過去約 120 年間におけ

る断層固着・すべりの時空間発展を信頼度を伴った形で推定し、その結果に基づいて

データベースを構築する。 

 

 (e) 平成２２年度業務目的 

GPS データについては、前年度以降の期間のデータを追加して整理する。加えて、三

角測量データの収集・整理を行い、GPS 観測が始まる以前の水平地殻変動に関する情報

を収集・整理する。また，収集したデータを用いて，豊後水道のスロースリップおよび

1946 年南海地震後に発生した大規模な余効すべりについて，断層すべりの時空間発展を

推定し，両者の関係について調査する。また，地震活動については，前年度までと同様

な再検測作業を南海トラフ周辺における M3.5 未満の地震約 1,500 個について実施する。

地震数の増加により地震活動の時空間変化をより高分解能で把握することを目指す。 

前年度までの研究内容を，5 月の日本地球惑星科学連合大会で発表する。また，10 月

に小樽で開催される ACES ワークショップや日本地震学会秋季大会等でも発表を行うと

ともに関連する研究の情報を収集する。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

(a) 業務の要約 
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データ収集に関しては，2009 年分の GPS 座標値データ，三角測量データを収集・整理

した。また，これらのデータおよび水準測量データ，潮位データ等を用いて，1946 年南

海地震前後の地殻変動および 1997 年以降に豊後水道周辺で繰り返し３回発生したスロ

ースリップについてデータ解析を行った。その結果，スロースリップを含む長期の平均

的な地殻変動データを解析すると，スロースリップ発生域ではすべり遅れが見られない

こと，1946 年南海地震の後に生じた余効すべりと 1997 年以降のスロースリップ域とが

重複しないことなどが明らかとなった。後者の結果は，スロースリップ域においては経

年的なひずみ・応力の蓄積が見られず，6-7 年の周期で完全なひずみの蓄積・解放が生

じていること，一方，余効すべり域では大地震間に蓄積したひずみが大地震発生後の

20-30 年程度の間に集中的に解消していることを示している。また，こうした地殻変動

データに基づいてプレート境界の摩擦パラメーターを推定する同化手法に関する検討

を行い，地殻変動データの同化の特徴および問題点を明らかにした。 

地震活動については，1994 年 1 月から 2007 年 12 月に東海・東南海地域で発生した

M3.4 の地震 700 個の震源およびマグニチュードを再決定した。昨年までの実施分と合わ

せた地震カタログが時間的・空間的に極めて均質であることを確認した。 

これらの研究内容について，2010 年 5 月の日本地球惑星科学連合大会，2010 年 10 月

の ACES ワークショップならびに日本地震学会秋季大会等で発表を行った。 

 

(b) 業務の成果 

1) 測地データの収集と整理 

国土地理院の GPS 観測網で 2009 年に得られた観測データを収集した。また、明治期

以降の三角測量データを整理した。 
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度およびスロースリップ間の地殻変動速度を推定し、それぞれを用いてすべり欠損分布

を推定した。その結果、長期の平均的なすべり欠損では、スロースリップ領域にすべり

欠損は見られず、スロースリップ間のすべり欠損は、スロースリップ領域にもすべり欠

損が見られることが明らかとなった（図２）。このことから、豊後水道のスロースリッ

プ領域では、６〜７年の間隔で応力蓄積・解放が繰り返されており、このサイクルを超

えた長期的な応力蓄積等は無いものと考えられる。 

 

図２ 四国・豊後水道地域における長期の平均的なすべり欠損分布（左）とスロースリッ

プ間のすべり欠損分布（右）。 

 

また、四国地域は大地震の地震時すべり、地震後の余効すべり、スロースリップが

同一地域ですべて観測されている興味深い場所である。そこで、これまでに収集した水

準測量データや潮位データに基づいて 1946 年南海地震時の地震時すべり、その後の余

効すべり、GPS データに基づいて豊後水道スロースリップのすべり分布を推定し、その

空間分布の関係を調べた。これらの結果は、同一の解析手法および同一のプレート境界

形状を用いて行ったものであり、相互比較が可能である。解析の結果、1946 年南海地

震直後の余効すべりは四国西部のプレート境界深さ 20-30km の範囲に集中し、スロース

リップ領域とは棲み分けているように見える（図３）。この結果については以下の２通

りの解釈が可能である。一つの解釈は、余効すべり域とスロースリップ領域が、同一の

深さ範囲に位置するにも関わらず、異なる摩擦特性を有しているというものである。第

二の解釈として、既に示したように、豊後水道のスロースリップ領域では６〜７年の繰

り返し間隔でひずみエネルギーの蓄積・解放が生じており、1946 年南海地震時には解

放すべきエネルギーが無く、その結果、地震時・地震後ともすべりを生じる必要が無か

った、というものである。ひずみエネルギーの収支という点だけで言えば、第二の解釈

で十分であるが、ただそれでは豊後水道でスロースリップが生じることが説明できない。

そのため、特殊な摩擦特性の結果として短い繰り返し間隔でスロースリップが生じ、そ

の結果、ひずみエネルギーの長期的な蓄積ができない、という両者を併せた解釈が適当

ではないかと考えられる。この地域を対象とする地震サイクルシミュレーション等を行

う際には、このような知見を組み入れる必要がある。 
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図１ GPS データの逆解析により推定した日本列島周辺のプレート境界のすべり欠損分布。 

 

2) 測地データに基づくプレート境界のすべりおよびすべり欠損分布の推定 

これまで、東北日本、西南日本のプレート境界について、GPS データの逆解析ですべ

り欠損分布を推定してきた。本年度新たに関東地方に関する推定を実施し、これまでに

推定されたすべり欠損分布を重ねて表示し、互いに比較検討することで、すべり欠損分

布から見た日本周辺のプレート境界の特徴が明らかになった（図１）。東北日本では

100km スケールのすべり欠損領域がとびとびに点在するのに対し、西南日本ではほとん

ど単一の長大なアスペリティが存在し、そのすべり欠損量は西に行くに従って大きくな

る。東北地方の宮城沖から茨城沖にかけて一連のアスペリティが認められるが、この地

域では平成 23 年 3 月 11 日に M9.0 の巨大地震が発生した。すべり欠損の分布そのもの

は将来の地震で解放される地震モーメントの蓄積速度を反映するものであり、総蓄積量

そのものについては分からないが、こうした分布が連動型巨大地震の発生の可能性を示

すと見ることもできる。その意味において、西南日本のプレート境界においても発生し

得る最大級の地震として、駿河湾から日向灘までの全域が同時に破壊するような地震を

想定すべきだと考えられる。 

豊後水道ではこれまで 1997 年、2003 年、2010 年と３度のスロースリップが６〜７

年の間隔で発生し、スロースリップ発生時のすべり分布は良く調べられてきたが、スロ

ースリップ間のすべり欠損に関する解析は行われていなかった。そこで、13 年におよ

ぶ GPS 連続観測データからスロースリップの影響も含んだ長期の平均的な地殻変動速
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図３ 四国地域における地震時すべり、余効すべり、スロースリップの空間分布。 

 

3)データ同化手法の開発 

予測シミュレーションによって将来の地殻活動予測を行うためには、観測データか

ら得られる地球内部の力学状態の知見をシミュレーションに取り込むことが必要であ

る。そのための手法を「データ同化」と呼んでおり、我々は地殻変動や地震活動データ

をシミュレーションに取り込めるようにするための技術開発やデータ構築を進めてい

る。 

データ同化の役割には大きく分けて２つある。一つはシミュレーションの現実から

の乖離を避けるため、観測データに基づいて推定した応力・ひずみ・断層すべり等の物

理パラメーターを用いて逐次的にシミュレーションを修正・拘束することであり、もう

一つはある程度まとまった観測データを与えて、シミュレーションの初期条件や摩擦パ

ラメーターを推定するものである。平成 22 年度に実施したデータ同化手法の検討は主

として後者に関する内容である。 

摩擦パラメーターの推定は非線形性の強い問題である。最適解を推定するためには、

無数の組み合わせを持つパラメーターについて探索を行う必要があるが、それは計算能

力の観点から効率的とは言えない。そこで注目されているのが、アジョイント法と呼ば

れる解析手法である。アジョイント法は、時空間的に分布している観測データとモデル

計算結果を比較した残差に対してアジョイント演算子を作用させて時間方向に逆伝播

させ、モデルに含まれる物理パラメーターの初期値や摩擦パラメーターに対する修正量

を求める手法であり、モンテカルロ的な手法に対して計算量が少なくすることが可能で

ある。22 年度は、スロースリップの地震サイクルを模した単純なシミュレーションを

対象としてアジョイント法を適用し、パラメーターの最適化に関する検討を実施した。

対象としたモデルは１セルの単純なもので、スロースリップが発生する条件でシミュレ

ーションを行い、得られたすべり速度にノイズを加えた人工データを用いて摩擦パラメ

ーター推定を行った。同化解析に用いるデータ範囲を変えると、最初のスロースリップ

イベントですべり速度が最大となる付近までのデータを使用することで、その後のすべ
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り履歴が正しく予測されることが分かり、また、相当程度データを間引いて同化解析を

行ってもすべり履歴の予測にはあまり大きく影響しないことが分かった（図４）。これ

らは、同化解析に使用するデータが現象の特徴を正しく表していれば、データ量を減ら

しても良いことを表しており、現象の変化が緩やかで、新たな観測データを得たことに

よる情報利得が必ずしも大きくない固体地球現象の特徴が現れたものと考えられる。 

 

 

図４ アジョイント法により推定された摩擦パラメーターを用いたシミュレーションと解

析に用いた模擬データの比較。左は同化解析に用いるデータ量（緑で示すデータ）を変化

させた場合、右は解析に使用するデータのサンプリングを変えた場合の結果である。 

 

一方、現実の観測データを用いてデータ同化を行う際には、非常に限られた期間の

観測データしか利用できない場合も多く、そのような条件下で推定した結果がどのよう

なバイアスを持つ可能性があるかを、グリッドサーチを用いた網羅的探索により把握し

ておく必要がある。そのような観点から、観測期間の大部分を占める非イベント時（地

震間）のデータを用いてどの程度モデルパラメーターの情報を引き出せるか調べた。 

以下では、地震発生サイクルを表現する物理モデルとして、無限弾性媒質中に存在

する平面断層モデルを用いた。断層は１辺 25.6km の正方形で、内部は 1 辺 100m の正

方形の小断層に分割されている。中央に半径 6km の円形の領域を設定し、真のモデル

において、定常すべりの速度依存性を規定する摩擦パラメーターを円の内部は A-B＜０、

外部は A-B＞０とする。定常状態間の遷移に必要な特徴的すべり量 L は円の内外におい

てそれぞれ一様の値とする。この条件下で 10cm/yr のローディングを与え断層上のす

べりの時間発展を計算すると、円の内部で地震、外部で余効すべりが発生する（周期：

約 11 年）。断層面から 4km 離れた平面上に分布させた観測点の変位履歴にノイズを加え
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て観測データを合成し（データ期間 5.5 年、データ間隔：0.1 年）摩擦パラメーターの

データ同化実験を行った。様々な摩擦パラメーターの組み合わせについて、計算結果の

全期間分の観測データとの適合度（尤度）を計算し、尤度が最大になる期間の値を採用

する。そして、 

１．観測点間隔が 2km、4km 

２．観測データのノイズがσ＝2cm、4cm 

３．データ期間が地震サイクルの後半、最後の 1/4 

の各ケースについて尤度分布を比較した。 

 

図５ (a)データ同化実験を行ったモデルの概要。(b)シミュレーションにより得られた人

工的な観測データ。赤い四角で囲った範囲を解析に使用した。(c)２つの摩擦パラメータ（B

と L）に対する尤度の分布。赤い四角で囲った範囲が真の値であり、正しく推定できてい

ることが分かる。 

 

その結果、地震間のデータのみでも真の値の辺りで最も尤度が高くなり、摩擦パラ

メーターをある程度推定可能であることがわかった。ただし、L については A-B と比較

して解像度が悪い。これらの結果は以下の通り説明できる。断層の固着状態は主に A-B

に依存し、その固着状態に伴い観測点の変位履歴も変わる。この変位履歴の計算値とデ

ータとの傾きの差によって残差が大きくなるため尤度の違いが生じ、解を推定できる。

また、観測点数よりも観測誤差の大きさやデータ期間が推定結果に大きな影響を与える

ことが分かった（図５）。 

大地震発生後の余効変動は摩擦パラメーターに関する情報を多く持つと考えられ、
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余効変動データに基づく摩擦パラメーター推定の試みが行われている 1), 2)。しかし、

従来のモデルは余効変動の空間的な広がりを無視し、時間変化の情報だけを用いていた。

そこで、すべりの伝播を表現できる 2 次元平面断層モデルを用いて、余効すべりを再現

するような断層面上の摩擦パラメーター推定実験を行った。その際、観測点の分布や観

測期間の違いによって推定結果（摩擦パラメタの尤度分布）がどのように変化するか調

べた。なお、この地震サイクルの周期は 11 年、データ期間は地震発生翌日から最大 2

年とした。そして、観測点を全て、片側半分、端の 1/4 を使用した場合の尤度分布を比

較した（図６）。 

 

図６ 余効変動データの解析による摩擦パラメーターの推定結果。データ期間や観測点

数を変えた場合の推定結果を示す。 

 

尤度分布は、観測点分布にほぼ関係なく、データ期間の増加に伴い収束していった。

地震後約 1 か月で推定範囲の傾向が見え、3 か月でさらに範囲が絞られる。断層面上の

変位およびそれに伴う観測点変位の履歴を確認したところ、アスペリティ外で生じる余

効すべりの伝播に伴う、直上の観測点変位の変化が尤度推定に寄与しているとわかった。

なお、パラメーター推定に使用した観測点分布の違いが尤度推定にほとんど影響がなか

ったのは、余効すべりの伝播に伴う観測点変位の変化が大きくなる、アスペリティ外直

上の観測点が多数含まれているためと考えられる。 
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4) 地震活動変化を検討するための均質な地震カタログの整備 

地震活動の長期変化から広域応力場の時間変化を検出するために、1994 年 1 月 1 日

から 2007 年 12 月 31 日までの間に関東地方および東海・東南海地域で発生した MJMA=3.4

の地震の震源および M を再決定した。再決定には、東京大学地震研究所が関東甲信越に

展開している微小地震観測点、名古屋大学と東北大学が展開している観測点、および気

象庁の東海沖と房総沖の海底地震計など、合計 23 か所を使用した（図７）。記録された

約 700 個のイベント波形ファイルの P 波・S 波到着時と最大振幅を、全て手動により注

意深く再検測し、それらのデータを使用して震源と M を再決定した。選定した 23 か所

の観測点は期間中に観測条件が変化していないこと、再検測は検測経験豊富な一人の作

業員が行ったことなどから、作成された地震カタログは時間的・空間的に極めて均質で

あると考えられる（図８）。 

その結果、2005 年 8 月から 2007 年 12 月にかけての約 2 年半、茨城県南部から東京

湾にかけての深さ 30～60km では顕著な地震活動の活発化が観測された。さらに、同時

期において銚子沖の深さ 20～50km では顕著な静穏化が観測された。これらの地震活動

度変化を起こした領域は、2008 年 5 月 8 日に茨城県沖で発生した地震（M7.0 と M6.4）

の深部延長部に位置している。太平洋プレート上面のゆっくり滑りが発生し、周囲の応

力場(Coulomb Failure Stress, CFS)が変化し、地震の活発化と静穏化を同時に引き起

こしたと考えられる。 

 

 

図７ 観測点分布 ○は P 波、S 波の到着時および M の決定に使用、△は P 波到着時、M

の決定に使用、＋は P 波到着時を使用。赤枠は余震域または群発地震域を示し、この中で

発生した地震は取り除いた。 
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図８ 再検測した地震の震央分布と積算度数。 

 

5) 地震メカニズムトモグラフィーによる流体圧分布の推定 

地震発生は地球内部の応力場を反映するが、その際、地殻内の間隙を満たす流体

によって断層面の実効法線応力が低下し、有効摩擦係数が小さくなって破壊を起こ

し易くなることが知られている。従って、地下の流体圧分布を推定することは大変

重要な課題であるが、これまで孔井を用いた直接的な測定以外に流体圧を推定する

方法が無かった。そこで、地震のメカニズム解から地殻内の 3 次元流体圧分布を直

接推定する地震メカニズムトモグラフィー法（Focal mechanism tomography, FMT）

を開発し、2009 年イタリア・ラクイラ地震の震源域周辺の震源メカニズム解に適用

して詳細な流体圧分布を推定した 3)（図９）。この手法では，地震すべりが標準的な

摩擦係数によるクーロンの破壊規準に支配されるという古典的な物理法則に基づ

き，応力場に対する断層面の向きを調べることにより，その地震を駆動した間隙流

体圧を推定する．そして，個々の地震データから離散的に得られた間隙流体圧の値

に対し，ABIC を用いたインバージョン解析を適用することにより，3 次元の流体圧

分布を推定誤差と共に推定する。この解析により、ラクイラ地震震源域では，深さ

7～10km 付近に静水圧状態を 20-40MPa 近く上回る高圧流体が存在することが分か

り、得られた流体圧分布の形や地震活動の時間発展から，これらの地震活動が，高

圧流体域からの流体拡散に伴う既存断層面の強度の低下により駆動されたものと

推定された。この手法は広域的な観測から地震破壊に影響を及ぼす流体圧の分布を
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推定する新たな可能性を示すものであり、別途推定される地殻の応力分布と組み合

わせれば、地震の破壊基準の判定を行えるようになるかも知れない。データ同化の

観点から非常に重要な新手法であると言える。 

 

図９ FMT 法で求めたラクイラ地震震源域付近の流体圧分布と震源分布。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

平成 22 年度は測地データの収集・整理、およびそれらの解析によるプレート境界す

べりの時空間分布推定、摩擦パラメーター推定のためのデータ同化手法の検討、地震活

動データベース構築に向けた再検測、地震メカニズム解を用いた流体圧分布推定手法の

開発など、連動性評価を目的として行われる数値シミュレーションを拘束するための観

測データの収集およびデータ解析手法開発を進めることができた。測地データに関して

は、本年度までで基本的なデータ収集が終了したため、これらのデータを総合的に解析

し、南海トラフ沿いの地域のプレート境界すべりの時空間発展を可能な限り明らかにす

ることが残り２年間の課題である。 
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7th ACES international 

workshop, Otaru 
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(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 

2)ソフトウエア開発 

  なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

 前年度までに整備した GPS データに 2010 年以降のデータを追加して整理する。加えて三

角測量データの収集・整理を進め、GPS 観測が始まる以前の水平地殻変動に関する情報を

収集・整理する。また，収集したデータを用いて，明治期以降の南海トラフ沿岸地域にお

ける地殻変動の全容をまとめる。また，地震活動については，前年度までと同様な再検測

作業を南海トラフ周辺における M3.4 未満の地震約 1,300 個について実施する。地震数の増

加により地震活動の時空間変化をより高分解能で把握することを目指す。 

 前年度までの研究内容を，5 月の日本地球惑星科学連合大会で発表する。また，6-7 月に

メルボルンで開催される IUGG や日本地震学会秋季大会等でも発表を行うとともに関連す

る研究の情報を収集する。 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

過去の地震発生履歴から見た地震サイクルの多様性の評価 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

高知大学理学部 

高知大学理学部 

東京大学地震研究所地震予知情報センター 

教授 

准教授 

教授 

岡村 眞 

松岡裕美 

 佐竹健治 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフ沿いの沿岸域湖沼に地質記録として残された津波の痕跡を調査すること

により、百数十年とされている南海トラフの海溝型巨大地震発生サイクルを超えた、過

去数千年間にわたる地震履歴を明らかにすることを目的とする。また、津波の痕跡以外

の地震動などの情報も加味することで、巨大地震の発生履歴を再検討する。こうした過

去の地震履歴から、地震発生サイクルごとの規模や再来間隔などの違いを明らかにし、

その多様性をもたらす原因解明の一助とする。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度： 

南海トラフ沿いの東海地域における過去の地震履歴を明らかにするために、浜名湖湖底の

地質記録に残された過去の津波の調査を行った。高分解能音波探査を行い、湖底下 10

ｍ程度の音響断面図を得て解析を行うとともに、ピストンコアリングによって湖底下 4

ｍ程度の柱状試料を 8 本採取し分析を行った。 

音響断面図と堆積物の分析結果から、湖底下約 1ｍと約 2ｍにイベントを示唆すると

思われる顕著な砂層が分布していることが明らかになった。年代測定の結果から、深度

1ｍの砂層は西暦 1707 年の宝永地震の津波に対比することができ、深度 2ｍの砂層は

3500～4000 年前のイベントであることがわかった。音響断面図の解析から、深度 2ｍの

砂層の堆積時には大きな堆積環境の変化が起こったこと、地域的な地盤の変動があった

ことが明らかになり、伏在的な活断層の活動が示唆された。1707 年の宝永南海地震に

よる津波は、1498 年に湖口が海とつながって以降の過去 500 年間では浜名湖において

最大のイベントであったことが明らかになった。 

さらに大地震発生サイクルと連動条件評価の研究として、主に南海トラフを例とし

て，連動・非連動を考慮した巨大地震の発生履歴の再検討を行い，地震活動・地震波解

析・津波モデルなどの高度化を図った。  

 

2) 平成２１年度： 

南海地震連動性評価のために南海トラフ沿いの過去の地震履歴を明らかにすることを目的
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に、沿岸湖沼の津波堆積物調査を行った。浜名湖では昨年度採取した試料の分析を進め、

過去約 500 年間に湖盆全域に広く堆積物を運んだイベントは宝永地震津波のみである

ことを明らかにした。また、紀伊半島から四国にかけての沿岸地域について、文献、地

形図、航空写真等を用いて津波堆積物調査地点を机上で検討した。その結果をもとに、

津波堆積物が保存されている可能性が高いと考えられる四国南東岸にあたる徳島県海

部郡美波町の周辺において現地調査を行った。由宇の池、田井ノ浜の池、恵比須の池な

どについては実際に試料採取、分析を行った。特に田井ノ浜の池においては、バイブロ

コアリングの手法を用いて堆積物を採取し、分析・年代測定を行った。その結果、この

池では過去約1500年間に4回の津波イベントが記録されていることが明らかになった。 

さらに大地震発生サイクルと連動条件評価の研究として、主に南海トラフを例とし

て東シナ海や西太平洋も含めて、連動・非連動を考慮した巨大地震の発生履歴の再検討

を行い，地震活動・地震波解析・津波モデルなどの高度化を図った。 

 

3) 平成２２年度： 

南海トラフ沿いの東南海地域における過去の地震履歴を明らかにするために、調査

範囲を紀伊半島沿岸域に広げ、紀伊長島町周辺の湖沼で調査をおこなう。湖底堆積物の

採取・分析・放射性炭素年代測定を行い、過去の津波堆積物の分布と堆積年代を明らか

にする。また、日本海溝・千島海溝における、連動・非連動を考慮した巨大地震の発生

履歴を同じ手法で再検討し、南海トラフにおける再検討結果と比較する。 

 

4) 平成２３年度： 

南海トラフ沿いの東南海地域における過去の地震履歴を明らかにするために、紀伊

水道に面した徳島県南岸域および紀伊半島沿岸域の湖沼における調査を進める。湖底堆

積物の採取・分析・放射性炭素年代測定を行い、過去の津波堆積物の分布と堆積年代を

明らかにする。また、海外の沈み込み帯における、連動・非連動を考慮した巨大地震の

発生履歴を同じ手法で再検討し、南海トラフにおける再検討結果と比較する。 

 

5) 平成２４年度： 

浜名湖周辺域、紀伊半島沿岸域、そしてこれまでに明らかになっている四国および

九州沿岸域の結果を総合し、過去約 3000 年程度の南海トラフの海溝型巨大地震発生サ

イクルについて、規模や再来間隔などの違いをまとめるとともに、連動・非連動を考慮

した巨大地震の発生履歴の総合的検討を行う。そして、他の研究テーマから得られたシ

ミュレーション結果との整合性を検討する。 

 

(e) 平成２２年度業務目的 

南海トラフ沿いの沿岸域湖沼に地質記録として残された津波の痕跡を調査すること

により、南海トラフの海溝型巨大地震発生サイクルを超えた、過去数千年間にわたる地

震履歴を明らかにする。本年度は平成２０年度より継続している浜名湖の調査を完了さ

せるとともに、紀伊水道に面した徳島県海部郡美波町周辺の湖沼における調査を進める。
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また、海溝型地震についての連動・非連動を考慮した巨大地震の発生履歴を、津波モデ

ル・地震活動・地震波解析などに基づいて再検討する。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

Ⅰ 津波堆積物調査による過去の地震履歴の解明 

(a) 業務の要約 

南海地震連動性評価のため、過去の南海地震履歴を明らかにすることを目的として、南海ト

ラフ沿岸域の湖沼における津波堆積物の調査・研究を行った。今年度は平成 20 年度より継続し

ている浜名湖の研究を完了させるとともに、紀伊水道に面した徳島県海部郡美波町周辺の湖沼

における調査を進めることを目標とした。 

浜名湖については一昨年採取した試料の粒度分析および微化石分析を継続した。過去 500 年

間については、これまでの成果により 1496 年の明応、1707 年宝永地震と考えられるイベント

が明らかになっていたが、今年度はそれよりも古い過去 5000 年間の浜名湖の堆積環境の変化を

明らかにした。その結果、約 3000 前年前に何らかのイベントがあったと考えられるが、それ以

外は湖内の環境に大きな影響を与えるイベントは見つからなかった。 

徳島県の美波町では、昨年度より調査を開始した田井ノ浜の池の試料について分析を進めた。

ここでは昨年度の調査により過去 1500 年間に少なくても 4回のイベントを確認しており、この

結果をより詳細に検討するとともに、土佐湾沿岸域の蟹ヶ池の津波イベントと対比することを

試みた。どちらの池においても過去数千年間の堆積物が観察できるが、堆積環境は遷移的に変

化しておらず、何らかの海溝型巨大地震発生サイクルを超えたイベントを記録している可

能性がある。 

さらに田井ノ浜の池より紀伊水道よりにいくつかの池で調査を進め、四国の東端である阿南

市の蒲生田の池において試料の採取を行った。ここでは約 2000～2500 年前に津波と考えられる

イベントを発見することができた。さらにこのイベントまでの過去 2000 年間は、この池では大

きなイベントがないことも明らかになった。ここは紀伊水道に突き出た半島で、東北地方太平

洋沖地震のような 10ｍを越える津波があれば必ず何らかの証拠が残されるはずであり、少なく

とも過去 2000 年間はそのような津波は襲来していないことが明らかになった。 

 

(b) 業務の実施方法 

本年度の業務は、以下の 3 つの業務に分けて行った。1）昨年度採取した浜名湖湖底

堆積物調査に微化石分析の結果を加えた。2）徳島県の美波町周辺地域で津波堆積物調

査を継続した。昨年度より調査を開始した田井ノ浜の池の試料については過去 1500 年

間に少なくても 4 回のイベントを確認しており、これを詳細に検討するとともに土佐

湾沿岸域の津波イベントと対比することを試みた。3)田井ノ浜の池より紀伊水道より

のいくつかの池で調査を進め、四国の東端である阿南市の蒲生田の池においても試料

の採取および分析を行った。 

 

(c) 業務の成果  



151 
 

1）浜名湖の湖底堆積物の分析 

南海地震の連動性評価の基礎資料とすることを目的として、浜名湖において地質記

録に残された過去の津波の調査を行った。現在、大分県佐伯市米水津間越の龍神池、高

知県須崎市ただす池などにおいて過去数千年間の津波履歴が明らかにされているが、南

海トラフ全域を十分な精度を持って評価するためには、さらに数箇所の地点におけるデ

ータが必要である。特にデータの少ない東海地震の震源域に面した浜名湖において 20

年度から調査を進めている。今年度は 20 年度に採取した試料の分析を進め、津波イベ

ントをより高い精度で決定することを試みた。 

今年度は昨年度採取した 9 本のコアのうち HMN08-9 について粒度分析および石灰質

ナノプランクトン化石の観察を行い、分析の終了している HMN08-1、HMN08-3、HMN08-7

および HMN08-8 の結果とあわせて考察した（図１）。 

粒度分析の結果から、イベント堆積物と考えられる対比可能な顕著な砂層は大きな

堆積間隙の存在以降の過去 1500 年間では深度約 100cm 付近の 1 枚のみであることが明

らかになった（図２）。浜名湖は過去のある時期は淡水湖であったが、1498 年の明応地

震津波で湖の入り口（今切口）が決壊し海水が流入して汽水湖となったことが知られて

いる（池谷ほか、1990）。従って、それ以前とそれ以後を同等の条件で比較することは

できないが、深度 100cm 付近の砂層は、過去 500 年間では唯一最大のイベントであった

ことが明らかになった。炭素 14 年代測定法では過去 300 年の年代を正確に決定するこ

とはできないが、年代測定の結果からは、砂層は西暦 1707 年の宝永地震の津波イベン

トであり、その下位の層準が 1498 年の明応地震に伴って湖口が開いて汽水湖となった

イベントに相当すると考えて矛盾はない。海成プランクトンである石灰質ナノプランク

トンの産出も深度 100ｃｍの砂層のやや下位から見られ、この解釈を支持している。 

今年度は特にこれまでイベントの見つかっている層準よりも下位について、過去 5000 年間

の浜名湖の堆積環境の変化を明らかにした。その結果、約 3000 前年前に何らかのイベントが

あったと考えられるが、それ以外は湖内の環境に大きな影響を与えるイベントは見つからなか

った。 
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図 1. 浜名湖のコアの採取位置（赤丸）。昨年度の音波探査測線を青線で示す。コ

アは HMN08-1 から HMN08-9 までの 9本採取。湖域で薄い水色の範囲は水深 5ｍ以浅、

青色の範囲は水深 5ｍ以深、最も濃い青色の範囲は水深 10ｍ以深を示す。湖の中

央に北東‐南西方向に延びる小崖が特徴的である。地形図は国土地理院発行 2 万 5

千分の 1 地形図を使用。 
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図 2. 浜名湖のコア試料の帯磁率測定結果（青線）、粒度分析結果（橙色線、緑色線）

および石灰質ナノプランクトンの産出頻度（水色線）。粒度分析の結果からコアの上

部における顕著な砂層は深度１ｍ付近の一層で、5 本のコアで良く対比できる。石灰

質ナノプランクトンの産出はこの砂層のやや下位から始まり、砂層の上部で最多値を

示す。 

 

2）田井ノ浜の池における津波堆積物調査 

徳島県海部郡美波町は、フィリピン海に面した海岸に沿って入江ごとに広がる日和

佐、木岐、由岐などの町から成っているが、このなかでも特に由岐では過去に大きな津

波が襲来したといわれている。村上（1998）によれば、日和佐における安政津波の波高

は４ｍであるが、由岐では安政津波で 7-8ｍ、宝永津波で 6-7ｍの波高が記録されてい

る。由岐には日本で最も古い記録といわれている正平地震（西暦 1361 年）津波の慰霊

碑も存在している。美波町の田井ノ浜の池は海岸より約 200ｍ離れた直径 100ｍ程度の

池で、海岸には高さ約 5ｍの浜堤がある。浜堤の上には樹齢 300 年はあるのではないか

と思われる大きな樹木が繁茂している。地元民の聞き取りから、昭和南海地震津波で海

水が流入したことが明らかになった。現在、海岸と池の間には JR の線路が通っており、

これによって池は海側が 1/3 ほど埋め立てられている。池の陸側は標高 200ｍ程度の山

地へと続き、現在は畑地となっているが、集水面積は狭く顕著な河川はない。 

田井ノ浜の池では昨年度バイブロコアリングにより試料を 5 本採取しており、今年

度もこの試料の分析作業を行った（図 3）。コア試料は主に泥から成る上位 3ｍのユニ

ットと、主に砂から成る下位１ｍの二つのユニットに分けられる（図 4）。上位のユニ

ットは主に褐色の泥から構成されているが、何枚かの数 cm～10cm 厚の青灰色の砂層と

白色粘土層を含んでいる。下位のユニットは主に極細粒から細粒の砂から成っており、

何枚かの薄い植物片の層を含んでいる。このユニットは貝殻片を豊富に含んでおり、現

在のような淡水環境ではなく汽水から海水環境にあったと考えられる。 
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図 3. 徳島県海部郡美波町周辺の調査地。田井ノ浜の池のコアリング地点（下）および

蒲生田の池のコアリング地点（中）。地形図は国土地理院発行 2 万 5 千分の 1 地形図を

使用 
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図 4. 田井ノ浜の池のコアのコア写真（左コラム）、堆積相（右コラム）、帯磁率測定

結果（青線）、粒度分析結果（緑、橙線）および暦年補正済みの年代測定結果（数値）。 

 

これら 5 本のコア試料は 50ｍ程度の範囲内にあるにもかかわらず砂層の対比は容易

ではない。コア最上部の粗粒な堆積物は砕屑物だけでなく植物片も多く含まれており、

また人為的な影響も考えられることから、ここではイベントとしては認定していない。

上位から 1 層目の砂層はコア TAI10-1 では 50～90cm にあり、100～120cm の 2 層目の砂

層のイベントを削り込んで堆積している。コア TAI10-1 の 135cm 付近には、白色粘土層

とその下位に肉眼では確認できない砂混じりの層が分布している。この白色粘土層は山

側ほど厚い傾向があること、砂は風化した砂であることから、山側から洪水などによっ

てもたらされたものであると考えられる。3 層目の砂層はコア TAI10-1 では 170～200cm

に存在するが、肉眼では 1cm 程度の砂層しか確認できない。4 層目の砂層と 5 層目の砂
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層については、その境界が明瞭ではなく、同一のイベントである可能性もあり、今後詳

細な検討が必要である。以上の山側から流入したと考えられ得る砂混じりの層を除いた

5 層の砂層を上位より砂層Ａ～Ｅとした。 

この池で砂層の認定および対比が難しい理由は、池が海から約 100m と近すぎること

から、上位の堆積物が下位の堆積物を削り込んで堆積してしまうためであると考えられ

る。また、年代測定の値がバラついているため、これらのイベントの年代を決定するこ

とは難しく、さらなる測定が必要である。これまでの結果からは、暫定的ではあるが以

下のことが明らかになった。砂層Ｃの下位（TAI10-1 では約 200cm）でおよそ AD1000

年という値が得られており、上位 2ｍは過去 1000 年間に比較的安定した堆積速度で堆

積していたと考えられる。砂層ＡとＢについては、それぞれ 1854 年の安政と 1707 年の

宝永地震に対比できる可能性が高いが、砂層Ｃに関しては AD1000 年以降であるとしか

言えない。砂層Ｄ，Ｅの年代は確定できないが、その下位で BC300 年程度の値が得られ

ており、ここに大きな堆積間隙が見られる。砂層Ｅよりも下位については、堆積環境が

大きく異なっているが、約 BC300 年から 700 年まで堆積物記録が残されており、ここで

も比較的安定して堆積作用が継続していたと考えられる。 

田井ノ浜の池における結果と、津波履歴が明らかになりつつある土佐湾中央部の高

知県土佐市宇佐蟹ヶ池の結果を対比することを試みた（図 5）。田井ノ浜の池ではイベ

ントがまだ確定していないので砂層ごとに対比することは難しいが、どちらも紀元前後

を境に大きく堆積環境が変化していることがわかる。地盤の隆起・沈降を考えなければ、

沿岸域の湖沼は海の環境から汽水、淡水と変化し、時間とともに埋積されると考えられ

る。しかしながらこれらの池は漸移的に堆積環境が変化するのではなく、明らかにいく

つかのフェーズに分かれて変化する様子がみられる。これらは百年、数百年ごとの津波

履歴だけでなく、数千年といった時間間隔での変化を表していると考えられ、海溝型巨

大地震発生サイクルを超えたイベントを記録している可能性もある。 
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3）蒲生田の池における津波堆積物調査 

田井ノ浜の池から東に向かって調査を進め、四国の東端である鴨田岬に位置する蒲

生田の池においてもコアリング調査を行った（図 3）。蒲生田の池は岬よりもやや北側

に位置しており、池の入口は南海トラフのある南側ではなく北東側に開けている。高さ

5ｍ程度の浜堤を挟んで海岸に面しているが（図 6）、この池に津波が襲来したという

記録は歴史上では確認されていない。この池においても約 4ｍの試料を 6 本採取し、こ

のうちの 4 本について分析を行った。 

 

 

 

 

図 6. 蒲生田の池における調査写真。海岸から浜堤を望む（左上）、池から浜堤を望む（右

上）、コアリング作業風景（左下、右下）。 
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）  

 

図 7. 蒲生田の池のコアの分析結果（帯磁率（青線）、含水率（水色線）およ

び年代測定結果）。 

 

蒲生田の池のコアの分析結果（帯磁率（青線）、含水率（水色線）および年代測定

結果を図 7 に示した。この池では植物片が多く砕屑物が少ないため、粒度分析を行って

も植物片の量の変化が大きく、砕屑物の量の変化がわかりにくい。一般的に含水率の変

化は堆積物の粒度の変化によく比例しているので、ここでは含水率の変化を砕屑物の粒

度の変化の目安として使用した。コアは海側から山側にむかって、KMD10-5、KMD10-6、

KMD10-3、KMD10-1 の 4 本を用いた。肉眼で観察できるような砂層は KMD10-5 および

KMD10-6 の 320cm 付近に見られる一層だけで、ほぼ全体が植物を多く含む褐色のシルト

から粘土によって構成されている。帯磁率および含水率はよく一致した変化を示し、い

くつかの小さなピークを示している。ピークはいずれも山側のコアほど大きく、これら

のイベントが山側からもたらされたことを示している。肉眼で確認できた砂層だけが、
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明らかに海側からもたらされたものであり、唯一の津波イベントとして認定することが

できる。 

蒲生田の池の年代測定結果とコア深度の関係をグラフにまとめた（図 8）。このグラ

フから、蒲生田の池では、過去 2000 年間は一定の堆積速度で安定して堆積作用が継続

していたことがわかる。さらに、唯一のイベントを境にしてその下位に 1000 年程度の

堆積間隙が認められ、このイベントによって削剥されたものと考えられる。 

この池では安政、宝永の地震で津波が襲来したという歴史記録は残されていないこ

とから、少なくとも過去 2000 年間は、これらの津波を越えるような大津波は襲来して

いないことが明らかになった。約 2000～2500 年前のイベントについては、安政や宝永

を越えるような巨大津波であった可能性と、それ以前では堆積環境が大きく異なってい

た可能性も考えられる。今後、より下位の堆積物を採取し、このイベント前後の堆積環

境を明らかすることによって、いずれの可能性が高いのかを確かめたい。 

 

 

図 8. 鴨田の池のコア試料の年代測定結果と堆積速度。年代値はすべて１σで

示してあり、暦年補正は INTCAL04 に基づいて行われている。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

浜名湖については一昨年採取した試料の粒度分析および微化石分析を継続した。過

去500年間については、これまでの成果により1496年の明応、1707年宝永地震と考えら

れるイベントが明らかになっていたが、今年度はより多くのデータを加え確かなもの

とした。さらに、過去5000年間の浜名湖の堆積環境の変化を明らかにした。その結果、

約3000前年前に何らかのイベントがあったと考えられるが、それ以外は湖内の環境に

大きな影響を与えるイベントは見つからなかった。浜名湖の調査は今年度で終了し、

今後まとめを行う。 

特島県の美波町では、昨年度より調査を開始した田井ノ浜の池の試料について分析

を進めた。ここでは過去1500年間に少なくとも5回のイベントを確認しており、これを

土佐湾沿岸域の津波イベントと対比することを試みた。その結果、海溝型巨大地震発

生サイクルを超えたイベントを記録している可能性が認められたが、さらなる詳細なイ

ベント対比と年代測定が必要である。さらに田井ノ浜の池より紀伊水道側のいくつかの

池で調査を進め、四国の東端である阿南市蒲生田の大池においても試料の採取を行っ

た。この池では約2000～2500年前に津波と考えられるイベントを発見することができ

た。さらにこのイベント以降の過去2000年間は、大きなイベントがないことも明らか

になった。この約2000～2500年前のイベントの詳細を明らかにするために、来年度以

降、より下位の地層の採取と分析が必要であることもわかった。 
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なし 

 

2)ソフトウエア開発 

  なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

南海トラフ沿いの沿岸域湖沼に地質記録として残された津波の痕跡を調査することに

より、南海トラフの海溝型巨大地震発生サイクルを超えた、過去数千年間にわたる地震履

歴を明らかにすることを目的に調査を進める。平成 23 年度は紀伊水道に面した徳島県南岸

域および紀伊半島沿岸域の湖沼における調査を中心とし、ピストンコアリングやバイブロ

コアリングの手法を駆使して、津波履歴の復元を行う。 

南海トラフ沿いの大地震発生サイクルの研究において、平成 23 年度以降は、史料に残

された津波記録による津波の数値シミュレーションに基づいた南海・東南海・南海歴史地

震の断層モデルの再検討を行う。平成 23 年度は、津波シミュレーションの準備、断層面設

定の準備を進める。シミュレーションの準備として、できる限り古い海岸線のデータに基

づく海底地形データの準備をする。現在の海岸地形は、港湾、埋め立て地など人工物によ

り古い東海・東南海・南海地震発生時の海岸地形からは大きく改変されており、史料に記

録された南海歴史津波をシミュレーションで再現するには問題がある。したがって、江戸

時代以前の海岸地形の再現はできないが、できる限り古い明治・大正時代の地形図から海

岸線データを読み取って数値化し、海底地形データに反映させ、できる限り当時のものに

近づける。次に、断層面設定のためのフィリピン海（PHS）スラブ上面深度の再検討を、駿

河湾以西においても行う。再検討には、最近の上面深度研究の結果をまとめて利用しつつ、

独自に微小地震の高精度震源再決定や初動メカニズム解の決定なども行い、これらの結果

から総合的に行う。さらに、南海歴史津波の高さデータについては、史料の再検討から信

憑性の高いデータの選別を行い、平成 22 年度の現地調査の結果もデータに反映させる。ま

た、以上の準備と共に、津波のシミュレーション手法の高度化も行う。 

日本海溝北部〜千島海溝の大地震発生サイクルの研究において、平成 22 年度では、1918

年以降に発生した（巨）大地震の時空間分布の再検討を、本震・余震の震源再決定により

進めてきたが、平成 23 年度ではさらに期間を 1913 年まで延長し、中千島まで範囲を広げ

る。また、大地震のアスペリティ分布の検討を、この地域全域で 1960 年代以降に発生した

（巨）大地震に対しても順次行っていく。  

最後に、連動型巨大地震である 2011 年東北地方太平洋沖地震による津波の全容解明の

ための津波高調査を東北地方、関東地方、伊豆諸島沿岸において行う。 

上記の研究成果を発表するとともに、最新の津波シミュレーション技術、観測事例など

について情報収集する目的で、国内外の関係学会、シンポジウムに出席する。また、津波

の痕跡・堆積物の調査、詳細な海岸地形の調査も行う。 
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サブプロジェクト 2-3 

シミュレーション手法と物理モデルの高度化 

担当：国立大学法人京都大学 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

シミュレーション手法と物理モデルの高度化 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学防災研究所 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

京都大学大学院理学研究科 

神戸大学都市安全研究センター 

海洋研究開発機構 

海洋研究開発機構 

名古屋大学大学院環境学研究科 

独立行政法人建築研究所 

教授 

准教授 

准教授 

産学連携研究員 

教授 

助教 

助教 

大学院生 

大学院生 

大学院生 

教授 

研究員 

研究員 

研究員 

上席研究員 

平原和朗 

久家慶子 

宮崎真一 

鹿倉洋介 

 

橋本 学 

福島 洋 

後藤浩之 

有本美加 

加納将行 

隅倉陽一郎 

吉岡祥一 

堀 高峰 

兵藤 守 

光井能麻 

芝崎 文一郎 

 

(c) 業務の目的 

次世代地震発生シミュレーションの完成に向けて、現状のシミュレーションで十分考

慮されていない、３次元不均質性や間隙流体等の様々な媒質モデルについて、準動的地

震発生サイクルや動的破壊伝播シミュレーションに及ぼす影響を評価し、媒質モデルの

高度化を行う。また、データ解析手法の高度化として、GPS 及び InSAR を組み合わせた

新たな固着－すべりデータ解析手法及びデータ同化手法の検討を含む摩擦パラメータ

推定法の開発を行う。さらに、粘弾性セルモデルを用いて、南海トラフ巨大地震サイク

ル中における西南日本内陸地震の発生予測モデルを構築する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２０年度： 

  現状のシミュレーションで十分考慮されていない現象や要素の整理を行い、モデル化

の方針を決定するとともに、モデル化に基づくシミュレーションコードの設計を行った。 

まず、媒質モデルの高度化として、2 次元箱型モデルを用いた熱と流れのシミュレー

ションコードを開発し、温度分布の予備的計算を行った。間隙流体の動的破壊伝播に及
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ぼす影響について、3 次元差分法コードを開発し、地震時の摩擦発熱による間隙流体圧

の上昇（TP：Thermal Pressurization)が破壊伝播に及ぼす影響を検討した。また、準

動的 2 次元シミュレーションにより、脱水による間隙流体の地震発生サイクルに果たす

役割を調べた。不均質弾性媒質中での動的破壊伝播については、拡張有限要素法(X-FEM)

を適用する研究に取り掛かり、2 次元コードを開発した。また、BIEM-FEM 練成解析を用

いた 2 次元シミュレーションを行い、弾性・粘弾性不均質構造が長期的地震サイクル（地

震の繰り返し間隔など）に及ぼす影響の基礎的調査を行った。 

 データ解析の高度化として、まず InSAR(干渉合成開口レーザー）データから面的な地

殻変動の高精度時系列を得る手法の開発に取り掛かった。また、大気・海洋分野で開発

が進められている、データ同化手法の基礎的調査を行った。さらに、準静的地震発生サ

イクルシミュレーションコードの高速化に関する調査を開始した。 

 南海トラフ巨大地震と西南日本内陸地震を含めた粘弾性媒質中での地震発生サイク

ルシミュレーションを目指して、成層粘弾性構造に対するすべり応答関数計算コードの

基礎的部分を開発した。 

 

  2) 平成２１年度： 

２０年度に引き続き、シミュレーション・モデルの高度化を行った。まず、2 次元箱

型モデルを用いた熱と流れのシミュレーションコードに降伏応力を導入し、内陸での粘

性を下げ、Hi-net 観測点での高熱流量分布を説明する予備的計算を行った。また、間隙

流体の動的破壊伝播に及ぼす影響について、２０年度に開発した 3 次元差分法コードを

用い、深さとともに増加する応力下において、地震時摩擦発熱による間隙流体圧上昇

（TP：Thermal Pressurization)が 3 次元破壊伝播及び破壊の断層間乗り移りに及ぼす

影響を調べた。また、地震時 TP の長期的な地震サイクルに及ぼす効果として、簡単な

準静的１次元シミュレーションではあるが、地震時 TP に伴う応力降下量・すべり量の

増大により地震発生間隔が長期化することが分かった。不均質弾性媒質中での動的破壊

伝播については、拡張有限要素法(X-FEM)において、2 次元 SH コードを P-SV コードへと

拡張を行った。また、BIEM（境界要素法）-FEM（領域解法）練成解析を用いた BDM(境界

ー領域法）の動的破壊 2 次元シミュレーションを行い、弾性不均質構造が破壊に及ぼす

影響を調べた。 

データ解析の高度化として、まず InSAR(干渉合成開口レーザー）データから面的な地

殻変動の高精度時系列を得る手法の開発として、GPS 観測を用いた長波長ノイズの軽減

法を開発した。また、大気・海洋分野で開発が進められている、データ同化手法の簡単

化システムにおける人工余効変動データへの適用を試みた。さらに、データ同化手法に

必須であるフォーワード計算の高速化を目指して、高速多重極法を用いた準静的地震発

生サイクルシミュレーションコードの高速化を検討した。 

南海トラフ巨大地震と西南日本内陸地震を含めた粘弾性媒質中でのセルモデル地震発

生サイクルシミュレーションを目指して、成層粘弾性構造に対する点震源解を矩形断層

におけるすべり応答関数計算に用いる高精度計算法を開発した。 
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  3) 平成２２年度： 

引き続き、各項目について発展研究を行う。 

 

  4) 平成２３年度： 

３次元不均質構造や間隙流体を含む媒質モデルにおいて、各種パラメータの地震発生

に及ぼす影響を評価する。また、データ解析の高度化では、GPS+InSAR 解析により、固

着―すべりの推定のための高精度地殻変動データを作成するとともに、データ同化のた

めの先見情報の与え方や尤度の定義を検討し、主として長期的スロースリップや余効変

動をデータとして摩擦パラメータの推定を試みる。さらに、南海トラフ巨大地震サイク

ル中における西南日本内陸地震の発生予測モデルの検討を行う。 

 

  5) 平成２４年度： 

  GPS+InSAR 解析による固着―すべり実データ解析および連続体モデルのデータ同化手

法をはじめとして各項目についてまとめを行い、開発の進んだ手法や高度化した媒質モ

デルを一部組み込んだ次世代地震発生サイクルシミュレーションのプロトタイプを構

築する。 

 

 (e) 平成２２年度業務目的 

年度に引き続き、次世代地震発生シミュレーションの完成に向けて、現状のシミュレ

ーションで十分考慮されていない媒質モデルの評価、データ解析の高度化、内陸地震を

含む南海トラフ地震サイクル構築へ向けて、研究を継続する。媒質モデルについては、

2 次元熱シミュレーションコードの高度化、摩擦発熱による間隙流体圧の上昇を考慮し

た 3 次元動的破壊伝播シミュレーションコードによる、平行に並ぶ２つの不連続な横ず

れ断層における、摩擦発熱と間隙流体圧の変動が不連続な断層間での破壊の連動に及ぼ

す影響調査、準動的計算による地震時断層帯内の空隙体積の減少による間隙流体圧変動

の長期的地震サイクルへの影響評価、h-アダプティブ(h-adaptive)有限要素法による不

均質弾性媒質での動的破壊伝播２次元コードの高度化に取り組む。データ解析の高度化

では、GPS データを取り込んだ InSAR 解析法の高度化、アジョイント法による余効すべ

り人工データへの同化手法の適用、階層型行列法によるシミュレーションコードの高速

化について検討する。さらに、南海トラフ巨大地震発生システムに西南日本内陸地震を

組み込んだ粘弾性セルモデルの開発のため、弾性・粘弾性水平成層構造を仮定して南海

トラフでのフィリピン海プレート沈みこみ形状に基づくすべり応答関数を計算する。ま

た、得られたすべり応答関数を用いて、地震相互の影響を評価する「クーロン破壊関数」

の時間変化により、南海トラフ巨大地震が西南日本の内陸地震にもたらす影響を調べる。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

媒質モデルの影響評価においては、まず熱構造モデルについては、２次元箱型モデル



167 
 

を用いて、フィリピン海プレートの沈み込みに伴う温度分布を３測線で計算した。観測

された短波長の地殻熱流量分布を説明するため、沈み込みに加えて、地表の削剥の効果

を導入し、3 測線で計算を行い、観測値と調和的な結果を得た。また、観測された高地

殻熱流量を説明するため、プレート上面に摩擦熱を入れたモデルを構築し、テスト計算

を行い、間隙水圧比やプレートの沈み込み速度の違いが地殻熱流量に及ぼす影響につい

て検討した。間隙流体の影響評価については、摩擦発熱による間隙流体圧の上昇を考慮

した動的破壊伝播シミュレーションを、平行に並ぶ２つの不連続な横ずれ断層で実施し、

摩擦発熱と間隙流体圧の変動が不連続な断層間での破壊の連動に及ぼす影響により、ひ

とつの断層で広がった破壊は、より遠くの不連続な断層へ乗り移ることが明らかになっ

た。この時、断層の幾何配置だけではなく、水理拡散率の値も、破壊の乗り移りに大き

な影響を与え、不連続な断層間の破壊の連動には、間隙水の有無そして断層域における

水理拡散率の値が重要な役割をもつことが分かった。また、速度・状態依存摩擦則に基

づく簡単な１次元モデルにより、地震間における断層帯内の間隙体積の減少（pore 

compaction）による間隙流体圧変動が地震サイクルに及ぼす影響評価を行なった。さら

に、h-アダプティブ（h-adaptive）有限要素法の不均質弾性媒質における動的破壊シミ

ュレーション問題への適用性について検討し、要素サイズを切り替える際に、運動方程

式を満足するような変位場の受け渡しをすることで数値安定性が確保された。 

データ解析の高度化について、まず InSAR（合成開口レーザー）の高精度解析では、

西南日本の複数の領域において ALOS/PALSAR 画像の干渉処理を行い、視線距離の平均変

化率の推定を行い、GPS 観測結果と比較した。４年間のデータ蓄積の結果、良好なコヒ

ーレンスを得られるペアが複数得られることが判明した。その結果、データの豊富な北

行軌道の画像の場合、電離層擾乱の影響の少ないデータを除くスタッキングすることに

より、GPS 観測結果と整合する変化率が得られた。また、地殻変動データから断層面上

の断層パラメータを推定する手法としてのアジョイント法の適用において、当初計画で

はスローイベントへの手法開発を行う予定だったが、より現実的なシステムの開発を重

視し、昨年度成果の余効すべりの手法を３次元均質等方媒質への拡張を行った。さらに、

準動的地震発生サイクルシミュレーションの高速化・省メモリ化については、高速多重

極法の適用を行う予定であったが、地表面の扱いに難点があるため、階層型行列

（H-matrices）法適用の検討を行った。 

内陸地震を含む南海トラフ巨大地震発生サイクルセルモデル構築を目指して、弾性・

粘弾性水平成層構造を仮定して南海トラフでのフィリピン海プレート沈みこみ形状に

基づく西南日本のすべり応答関数を計算した。また、得られたすべり応答関数を用いて、

過去の地震履歴から内陸活断層上のクーロン破壊関数の時間変化を計算した。 

 

(b) 業務の実施方法 

 

・媒質モデル：熱構造モデルの構築 

熱構造モデルについては、まず、Wang et al.(1995)1)の方法により、摩擦熱の導入を

行った。プレート境界面での単位時間当たりの摩擦熱は、脆性領域と塑性領域における
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せん断応力と歪速度の積で表した。脆性領域におけるプレート境界面でのせん断応力は、 

)1(85.0   n

   

  )1(200)1( 　　MPan   

)1(6.050   n

 

  )2(200)1( 　　MPan 
 

で表される Byelee(1978)2)の摩擦則を与えた。ここで、 はせん断応力、 n は垂直応力、

は間隙水圧比である。塑性領域におけるせん断応力は、Caristan(1982)3)の流動則を

使用した。 
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ここで A は係数、 nは応力指数、 E は活性化エネルギー、 R は気体定数である。また、

プレート境界面での滑りは、ある厚さを持った層内で起こるとして、歪速度 は沈み込

み速度 sv をプレート境界層の厚さ wで割ることで計算した。 
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プレート境界面でのせん断応力の深さ分布を図 1 に示す。このように脆性領域では間

隙水圧比の違いによってせん断応力が有意に異なっていることが分かる。 

また、エネルギー方程式は  
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と表される。ここで  は密度、 pC は定圧比熱、  vu,v は速度ベクトル、k は熱伝導率、

0H は単位体積当たりの内部発熱率、 はプレート境界面でのせん断応力、はプレート

境界面での歪速度、 tは時間である。(5)式の右辺第７項の侵食に伴う温度変化は、

Fukahata and Matsu’ura (2000)4)にしたがって侵食速度 ev と温度勾配 z

T




の積で表し

た。侵食速度は、第４紀地殻変動研究グループ(1969)5)の第４紀における地殻隆起量デ

ータを Yoshikawa(1974)6)の式 
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)6(37.0102 6 　　  Uve  

を用いて隆起速度に変換して使用した。本研究では侵食速度は隆起速度と等しいと仮定

し、求めた隆起速度を侵食速度として使用した。 

 

 

 

図 1 プレート境界面でのせん断応力の深さ分布図。黒線は、脆性領域での間隙水圧比が異

なる場合のせん断応力の深さ分布、赤線は塑性領域でのせん断応力の深さ分布

を表している。 

 

・媒質モデル：地震時摩擦発熱による間隙流体圧上昇の動的破壊伝播に与える影響評価 

本数値実験では、半無限均質媒質中に２つの不連続な横ずれ矩形断層を平行におき、

その 2 つの断層間の破壊の乗り移りを 3 次元動的破壊伝播の数値実験から調べた。用い

た断層の一例を図２に示す。断層 1 の左中央部あるいは左下端の小領域で応力を降下さ

せ破壊を開始させる。その後、破壊は断層摩擦構成則に従って自発的に断層 1 を広がっ

ていく。矩形断層の外側では静摩擦係数を無限大に設定しており、破壊は生じない。断

層 1 で破壊が広がるにつれて媒質中の応力場が変化する。断層 2（図 1 中では Fault 2）

での破壊は、断層摩擦構成則の破壊基準に達した場所と時刻で自発的に始まる。 

数値計算には、Kase and Kuge (2001)7)の弾性体三次元有限差分法に、摩擦発熱によ

る流体の間隙圧の変化を考慮するように改良を加えた Urata et al. (2008)8)の手法を用

いた。摩擦発熱による間隙流体圧の変化は、断層でのすべり速度から Bizzarri and Cocco 

(2006)9)の 1 次元解析解をもとに時々刻々と計算。断層面上において、弾性変動による

法線応力の値からこの間隙圧の値をさし引き、有効法線応力として断層摩擦構成則に使

用した。断層摩擦構成則はすべり弱化則を仮定（図３）。間隙圧が一定の場合には、す
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べり量がすべり弱化距離（Dc）に達するまで、摩擦は静摩擦から動摩擦へと線形に減少

する。間隙圧が摩擦熱によって変化する場合には、もはや線形にはならず、場所に依存

して非線形に変化する（Urata et al., 20088））。静摩擦係数、動摩擦係数、Dc は、想定

した２つの断層上で一様、一定な値とした。 

本数値実験では、摩擦発熱による間隙圧上昇が断層 1 あるいは断層 2 で起こる場合の

結果を、両断層の間隙圧が変化しない場合の結果と比較することにより、摩擦発熱によ

る間隙圧上昇が破壊の乗り移りに及ぼす影響を調べた。あわせて、断層 1 が周辺に及ぼ

すせん断応力と法線応力の時空間変化から、仮想断層 2 上での stress difference の時

空間分布も調べた。この結果をもとに、不連続な別の断層が存在する場合、破壊が乗り

移れるか否か、どのような仕組で破壊が乗り移るかを調査した。 

     

図２ ２つの断層。★は破壊の開始点。      図３ 用いた断層でのすべり弱化則 

 

 

・媒質モデル：地震間における空隙体積減少(pore compaction)による間隙流体圧変動が長

期的地震サイクルに与える影響評価 

Mitsui and Hirahara(2009)10)に基づき、同じ一自由度モデルを用いた地震間における

間隙流体圧変動が地震サイクルに及ぼす影響について調べる。具体的手順として、まず

地震間において、断層帯内の間隙内では圧力溶解等の化学変化により沈殿物が生じ間隙

体積が減少(pore compaction)し、流体圧が上昇する過程をモデル化する。Gratier et al. 

(2003)11)の定式化によれば、pore compaction は以下の式で与えられる。 

φ(t)=φo exp(-χ/t)         （７） 

ここで、φ：間隙率、χは時定数である。簡単のため流体の流れがないと仮定すると、

間隙流体圧変動は 

       
/ 1

( ) ( )f f

dp d dt

dt


     

 
 

�         （８） 
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と表せる。ここで、βおよびβf はそれぞれ固体および流体の圧縮率である。この間隙流

体圧変動上昇により有効法線応力（σeff＝σ―p）が減少ので、摩擦力が減少する。プレ

ート運動により駆動される、度度・状態依存の摩擦則（Slowness law(Deiterich,1979)12)）

に基づく断層運動における準動的地震サイクルシミュレーションを実行した。 

 

・媒質モデル：不均質弾性媒質中での動的破壊伝播を含む地震サイクルシミュレーション 

アダプティブ（adaptive）有限要素法は、対象となる問題の計算結果に適応するよう

に要素レイアウトを設定する手法であり、計算精度が必要な箇所に対して適切な要素レ

イアウトが自動的に設定されることが特徴である（手塚・他,200313)）。h-adaptive 有限

要素法は、基本となる要素レイアウトは変化させずに、計算精度が必要な要素を分割、

融合することでレイアウトを変化させる方法である。地震サイクルシミュレーションの

ように、イベント時と非イベント時で考慮する時間スケールが異なる場合、イベント時

に併せて要素レイアウトを設定することは長い期間の非イベント時の計算を行う上で

非効率的であると考え、h-adaptive 有限要素法の適用を試みる。図４は h-adaptive 有

限要素法を適用した地震サイクルシミュレーションの概念図である。非イベント時（Ａ）

では粗い要素レイアウトを適用し、イベント時（Ｂ、C）に段階的に要素サイズを細分

化する計算手法の実用化を目指す。 
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time

A

B

C

 

図４ h-adaptive 有限要素法を適用した地震サイクルシミュレーションの概念図 

 

・データ解析の高度化：InSAR 解析の高度化 

2006 年～2010 年前半までの室戸～岡山（パス 417）、室戸～兵庫西部（パス 67）、四

国西部（パス 70）、紀伊半島〜丹後半島（パス 414）の ALOS/PALSAR データを解析し、

スタッキング法を用いて経年的な変動を検出することを試みた。北行軌道のパス 417 に

おいて、全 45 ペアのうち時間基線長 1 年 9 ヶ月以上、垂直基線長（以下、Bperp）が 760

ｍ以下のペアを解析した。電離層の影響の大きい干渉画像のみを除いて、総解析ペアの

40％にあたる 18 ペアの画像を、Gamma の stacking 関数を使用しスタッキングした。対

流圏の影響は無視した。北行軌道のパス 414 においては、同様のスタッキング処理と共
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に、時間および垂直基線長とコヒーレンス劣化の関係について調べた。 

 

・データ解析の高度化：データ同化技法の開発 

地殻変動データから断層面上の断層パラメータを推定する手法として、「アジョイン

ト法」（例えば、淡路・他(2009)14））を適用する方向で検討している。昨年度は余効変動

データから摩擦パラメータおよび物理パラメータの初期値推定を試みた（加納・他，

2010）15)。今年度から、２つのアスペリティの系において、一方のアスペリティが破壊、

余効すべりが伝播し、もう一方のアスペリティで地震がトリガされる系に対する検討を

開始した。今年度は１つのアスペリティから余効すべりが伝播する場合の、余効すべり

領域の摩擦パラメータおよび初期時刻におけるすべり速度と状態変数の値の同時推定

手法の構築を、「アジョイント法」に基づく双子実験（synthetic test）を行うことに

よって実施した。 

2003 年十勝沖地震をモデルケースとした。破壊領域を、１つの断層セルで近似し、周

囲の余効すべり領域を 10km 四方のセルに分割した。そして、以下の手順で双子実験を

行った。 

（１）適当な摩擦パラメータと初期値を与え、破壊領域で地震が起こった後の、余効す

べりのシミュレーションを行う。与えた摩擦パラメータと初期値の組み合わせを

「真の解」と呼ぶ。 

（２）（１）の結果得られたすべり速度を観測データとする。 

（３）真の解」とは異なるパラメータから、アジョイント法により、データにもっとも

適合するパラメータを iterative に求める。 

 

・データ解析の高度化：準動的地震発生サイクルシミュレーションの高速化 

広領域におけるマルチスケール地震発生や繰り返し計算の多いデータ同化には、準動的

地震サイクルシミュレーションの高速化・省メモリ化が必須である。そこで、高速多重

極法（FMM: Fast Multipole Method）を用いて、すべり応答関数行列とすべり（速度）

ベクトルの積の計算の高速化を図ったが、沈み込み帯における地表を含む半無限媒質で

は難点があることが分かったので、階層型行列（H-matrices）（Börm et al., 2006)16）

を用いて高速化・省メモリ化を図った。H-matrices とは、密行列を階層的な正方行列に

分解し、各小行列を低ランク行列で近似したもので、密行列を有効に圧縮した元の行列

に比べて疎な近似行列表現である。この構造に基づき、行列ベクトル積などの行列演算

を小さなメモリ量で高速に行うことができる。なお、H-matrices 作成および演算に必要

な ラ イ ブ ラ リ ー （ HLib ） は 、 マ ッ ク ス プ ラ ン ク 研 究 所 か ら 公 開 さ れ て い る

（http://www.hlib.org/hlib.html）15)。 

 

・内陸地震を含む南海トラフ巨大地震サイクルセルモデルの構築 

南海トラフ巨大地震発生システムに西南日本内陸地震を加えた粘弾性セルモデルの

開発を継続して行っている。一般に、地震発生サイクルのモデル化は、断層上のすべり

による周囲の応力変化を得る「すべり応答関数」と断層面上の応力・強度とすべりの関

係式である｢摩擦構成則｣を組み合わせ、プレート境界面や内陸活断層の形状とプレート
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間相対運動を境界条件とする境界値問題を解くことに帰着できる。本年度は、フィリピ

ン海プレートの沈み込み形状から西南日本のすべり応答関数を構築し、得られた応答関

数を用いて過去の地震履歴から西南日本の内陸活断層上のクーロン破壊関数（ΔCFF：

＝剪断応力＋摩擦係数μ×法線応力, 本研究ではμ＝0.4 とする）の時間変化を計算す

る。これまでに、Pollitz & Sacks (1997)18), Hyodo & Hirahara (2004)19)などが、クー

ロン破壊関数を用いて、南海トラフ巨大地震の発生と地震間の固着による西南日本の内

陸活断層での地震発生への影響を評価してきた。本研究では、巨大地震の発生と固着に

加え、プレートの定常沈み込みに伴う効果 (Matsu’ura & Sato, 1989 20); Hashimoto & 

Matsu’ura, 2006 21)) を考慮してクーロン破壊関数の時間変化を計算する。物性構造と

して弾性・粘弾性水平成層モデルを仮定し、Fukahata & Matsu’ura (2006) 22)による数

値コードを用いる。フィリピン海プレートの境界面形状については、Nakajima & 

Hasegawa (2007) 23)のモデルを利用する。過去の南海トラフ巨大地震発生パターンにつ

いては歴史記録に基づき、すべり分布については地震調査研究推進本部 (2001) 24)を用

いる。ここでは簡単のため、余効すべりやプレートのはがれは考慮しない。 

 

(c) 業務の成果 

・媒質モデル：熱構造モデルの構築 

西南日本における侵食速度分布を図４に示す。図４から四国山地や紀伊山地などの山

地で侵食速度が大きいという傾向が見てとれる。この侵食速度分布から計算値に用いる

測線ごとにデータを切り出し(図５)、侵食速度をモデルに取り入れた。本研究では、地

形の隆起沈降に伴う侵食及び堆積の原因を第 4 紀の地殻変動に求めている。そのため、

侵食及び堆積の効果を与える期間は、第 4 紀の期間である 2Ma から現在までとし、フィ

リピン海プレートの沈み込み開始の 7Ma から 2Ma までは侵食及び堆積による温度構造へ

の寄与はないとした。 

プレート境界面での摩擦熱は、間隙水圧比によってその値が異なる。ここでは、間隙

水圧比の違いによってプレートの沈み込みに伴う温度分布がどの程度異なるのか計算

を行った。今回は、測線 C-C’で 6cm/year で一定の沈み込み速度を与え間隙水圧比を

0.8,0.9,095 と変化させた場合の温度分布(図６)と地殻熱流量(図７)の計算結果を示す。

間隙水圧比が低いほどせん断応力が大きくなる。そのため、プレート境界面で発生する

摩擦熱は、大きくなる。λ=0.8 の場合、摩擦熱が大きいため、沈み込む海洋プレートの

境界面に沿って温度が高くなり、等温線がプレート境界面に沿ってトラフ側へと伸びて

いることがわかる。また、間隙水圧比が大きくなるにつれ、摩擦熱が小さくなるのでプ

レート境界面での温度は、摩擦熱を考慮しない場合の等温線に近づいていく。また、こ

れらのプレート境界面での摩擦熱が温度分布に与える影響は、プレート境界面直上の地

殻熱流量にも現れており(図７)、間隙水圧比が低いほど地殻熱流量は上昇することがわ

かる。プレート境界面の摩擦熱を考慮することによって、沈み込みのみのモデルでは説

明できなかったプレート境界面直上での地殻熱流量の観測値を説明できる可能性が示

された。 
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図４ 第４紀における地

殻隆起量データYoshikawa 

(1974)４）の式によって算出

した西南日本における隆起

速度分布(mm/year)。 

図５ 西南日本における隆起速度分布から切

り出した各測線における侵食速度分布

(mm/year)。 

(a)四国中部を通る測線における侵食速度分布。

(b)四国東部を通る測線における侵食速度分布。

(c)紀伊半島を通る測線における侵食速度分布。

 

図６ 海洋プレートの沈み込みに加え、

プレート境界面での摩擦熱を考慮した場

合の測線C-C’での温度分布。 

(a)間隙水圧比0.8の場合。 

(b)間隙水圧比0.90の場合。 

(c)間隙水圧比0.95の場合。 
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・媒質モデル：地震時摩擦発熱による間隙流体圧上昇の動的破壊伝播に与える影響評価 

本数値実験では、断層 2 を、断層 1 の圧縮場あるいは伸張場におき、断層 1（図２中

では Fault 1）との距離を 3 通りに変えて実施した。両断層にかかる応力は、一様な場

合、深さとともに応力が増加する場合の２つのケースを試みた。数値実験の結果、摩擦

発熱によって断層 1 や断層 2 の間隙圧が上昇する場合には、間隙圧上昇がない場合に比

べて、断層 1 を広がった破壊は、より遠くの断層 2 へ乗り移れることが明らかになった。

また、間隙圧上昇がない場合には地表付近に起こる破壊の乗り移りが、断層 2 の深い部

分でも起こるようになった。これらの摩擦発熱による間隙圧上昇の影響は、均質な応力

場よりも、深さとともに増加する応力場において、より顕著であることがわかった。 

摩擦発熱によって断層１の間隙圧が上昇すると、断層１の応力降下量がより大きくな

る。大きな応力降下量は、断層１周辺の静的応力や地震波の変動をより大きくする。一

方、断層２の間隙圧が摩擦発熱により上昇すると、誘発された断層２の小破壊は、応力

降下量の増加と強度の低下によって自発的に成長しやすくなり、破壊の乗り移りを助長

する。このような仕組みで、摩擦発熱によって断層１や断層２の間隙圧が上昇すると、

不連続な断層間での乗り移りが起こりやすくなることも、本数値実験の結果から導かれ

た。 

間隙水がない断層、あるいは水はけがよく、摩擦発熱によって間隙圧が上昇しない断

層の場合、摩擦係数が断層で一様かつ同じであれば、破壊が不連続な断層間を乗り移る

か否かは、断層の幾何配置が大きな役割をもつことが知られている（Kase and Kuge, 

20017) ）。本数値実験から、摩擦発熱によって間隙圧が上昇できる状況下では、水理拡

散率（hydraulic diffusivity）の大小も、破壊の乗り移りを大きく左右することが明

らかになった。 

図７ プレート境界面での摩擦熱を考慮した場合の測線 C-C’での地殻熱流量の 

観測結果と計算結果。赤丸は BSR、青三角はボアホール、ピンクの四角は Hi-net 

の観測井による観測された地殻熱流量データ。ピンク線は ABIC 最小によって得ら

れた観測された地殻熱流量データを説明する最適曲線。青線は、間隙水圧比 0.95 

の場合、赤線は間隙水圧比 0.90 の場合、黄緑線は間隙水圧比 0.8 の場合、黒色の 

点線は摩擦熱を考慮していない場合の地殻熱流量の計算結果を表している。これ 

らの計算で仮定したプレートの沈み込み速度は 6 cm/yr。黒色の実線は沈み込み 

速度が時間変化し、摩擦熱を考慮していない場合の地殻熱流量の計算結果。 
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図８に、断層１上の破壊伝播によって生じた仮想断層 2 上での stress difference の

時空間分布を示す。この stress difference の値は、有効垂直応力と静摩擦係数の積か

らせん断応力を引いた値を正規化して算出している。負の値（図８中で赤の領域）は、

破壊が誘発されることを意味する。図８上図は水理拡散率（ω）が大きい場合、下が小

さい場合である。どちらも、仮想する断層 2 の位置は同じである。水理拡散率が大きい

時には、赤い領域がほぼ見られず、仮想断層 2 上で破壊が起こらない。一方、水理拡散

率が小さくなると、赤の広い領域が、長い時間、継続して現われる。これは、仮想する

断層 2 上で、破壊が誘発されやすく、しかも大規模に成長しやすいことを示唆する。断

層の幾何配置だけではなく、水理拡散率の値が、断層 2 への破壊の乗り移りやすさを支

配していることがわかる。 

 

図８ 仮想断層２（左上イラストの濃灰色の矩形領域）上での stress difference の値の

時空間変化。赤い領域では stress difference の値が負で、破壊が発生できる。上と下の

図では、水理拡散率（ω）の値が異なる。水理拡散率の値が小さいと、破壊が誘発されや

すく、乗り移りやすい。TP は thermal pressurization（摩擦発熱による間隙圧上昇）の略。 

 

・媒質モデル：地震間における断層帯内での間隙体積の減少による間隙圧上昇が長期的地

震サイクルに与える影響評価 

地震間には、断層帯内の間隙内では圧力溶解等の化学変化により沈殿物が生じ間隙体

積が減少（pore compaction）し流体圧が上昇する。簡単のため流体の流れがないとす
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ると、pore compaction により間隙流体圧は時間とともに線形的に増加することになる。

外部から一定速度 vo でローディングされ、速度・状態依存則に従う一自由度断層モデ

ルでは、図９に示すように、pore compaction は、１）断層を安定化させ、ついには地

震発生を抑える（水圧破砕に至るがこのプロセスはモデル化されていない）、２）外部

ローディング速度より大きな見かけすべり速度を生じさせる、ことが分かった。これに

対し、ダイラタンシーは間隙圧を下げる。上記の pore compaction に加え、速度依存の

ダイラタンシー（dφ/dt=Yv）を与えた時のシミュレーション結果を図１０に示す。２）

は物理的には問題があるが、Y の値によりこの効果を抑えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不均質媒質における動的破壊を含む地震サイクルシミュレーション法の開発 

h-adaptive 有限要素法の基本的な計算アルゴリズムなどは有限要素法と同じである。

ただし、要素サイズを細分化するステップのみが異なるため、動的破壊シミュレーショ

ンに用いてきた Double Node 型の有限要素法に要素サイズを細分化するステップを組み

込むことで実現を目指した。これは、従来提案されている動的問題に対する h-adaptive

図 ９  外 部 ロ ー デ ィ ン グ 速 度

(Vo=30mm/年)とし、pore compaction

により時間とともに線形に間隙圧が上

昇するモデルを考慮した場合の累積す

べり発展 

Compaction 無しの場合（太線）に比べ、

pore compaction を考える（点線、細線）

と、みかけのすべり速度が増し、断層を

安定化させ、やがて地震が発生しなくな

る。 

図１０ pore compaction と速度依存の

ダイラタンシーを考慮した場合のすべ

り量と間隙圧の時間発展 

χ＝10000 年(vo=30mm/年）とした pore 

compaction に速度依存のダイラタンシ

ーを加えると、pore compaction による

間隙圧増加が抑えられ、通常の地震発生

サイクルに近くなる。 

（Mitsui and Hirahara(2009)8）を改変）
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有限要素法(Belytschko and Tabbara,1993) 25)と支配方程式の記述が異なるため、新た

に実現手法を開発する必要があった。 

簡単のため、図１１に示すような単純な解析モデルを対象として粗い要素レイアウト

から要素サイズ半分のレイアウトに変化させる手法を検討した。まず、静的な

h-adaptive 有限要素法で一般的な方法である、新しい節点位置の変位を内挿関数で与え

る方法について適用した。本手法で使用している４節点アイソパラメトリック要素の場

合、図１２に示すように単純な算術平均で表される。ところが、この受け渡し方法を適

用すると図１３に示すように、細かい要素レイアウトの計算が振動して安定しない。こ

れは、受け渡し後の変位が細かい要素レイアウトに対応する運動方程式を満足しないこ

とに起因することがわかった。そこで、運動方程式を陽に満たすように変位を受け渡し

すると、図１４に示す様に安定して計算を進められることが確認された。 

以上の手法を地震サイクルシミュレーションを模擬した単純な数値テストに適用し

た。図１５は対象とする解析モデルで、今回は断層すべりの時間発展を与えて表面力値

を計算する。なお、深さ 25km までは地震性すべりの生じる領域と仮定し、25-30km は一

定速度ですべりが生じていると仮定している。全時間ステップで細かい要素レイアウト

のまま計算した場合の表面力の時間発展と、h-adaptive 有限要素法により粗いレイアウ

ト（青線）から細かい要素レイアウト（赤線）に変化させて計算した場合とを比較して

図１６に示す。h-adaptive 有限要素法を用いても断層端部周辺の応力集中などの時間発

展を適切に計算できていることが確認できる。 

 

25km

density 2670 kg/m3

Vs 3464 m/sVp 6000 m/s
 

図１１ 解析モデル１ 
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図１２ 静的 h-adaptive 有限要素法で一般的な変位受け渡し方法 
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図１３ 算術平均で節点変位を受け渡した場合の速度分布 

（左：受け渡し直後，右：１ステップ後） 
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図１４ 受け渡し後も運動方程式を満たすような変位を与えた場合の速度分布 

（左：受け渡し直後，右：１ステップ後） 

 

 

 

 

25km

45o

density 2670 kg/m3

Vs 3464 m/sVp 6000 m/s
  

図１５ 解析モデル２（左：媒質モデル、右：すべり時間発展） 
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図１６ 表面力の時間発展 

（上：細かい要素レイアウトによる結果、下：h-adaptive 有限要素法による結果） 

 

 

・データ解析の高度化：InSAR 解析の高度化 

北行軌道のパス 417 の干渉画像の内いくつかのものには、電離層の影響と考えられる

擾乱が認められる。10cm を超える変動のほとんどが電離層の影響（伝播性電離層擾乱：

TID）と考えられ、スタッキングに使用できない。得られたスタッキング画像は、GPS 観

測変位からの合成干渉画像と四国においては概ね整合している（図１７）。しかし、岡

山側には GPS からの合成画像には見られない東西方向の変位勾配が見られ、電離層の影

響が依然残っていると考えられる。 

南行軌道からの観測は回数が少ないものの、昼間の観測であるため TID の影響は少な

いと期待された。しかし、電離層の擾乱が見られる日もあり、これらを除くと、スタッ

キングに十分な干渉画像数を確保できなかった。四国西部のパス 70 については、2009

年後半より活動が見られる豊後水道スロースリップに伴う変動の検出を試みたが、明瞭

な変動は得られなかった。 

パス 414 における基線長とコヒーレンスの関係については、垂直基線長が 500m 以内

であれば、時間基線長が 800 日以上でも、良好なコヒーレンス（0.5 以上）が得られる

ことがわかった（図１８）。時間基線長が大きい干渉画像は、SN 比が大きいため、今後

時間基線長が大きい干渉画像を利用することにより変動検出能力が向上することが期

待できる。 
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図１７ 四国東部パス 417 の平均視線距離変化の分布。（左）４年間の ALOS/PALSAR デ

ータから作成した干渉画像の内,短基線のもの 18 ペアをスタッキングして得られた視

線距離変化。（右）GPS 連続観測データからシミュレートした視線距離変化。いずれも

四国北部高松付近が０となるように調整している。 
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図１８ 時間基線長（横軸）と垂直基線長（縦軸）に対する干渉画像の平均コヒーレ

ンス．（上）用いた画像ペアの両方が単偏波モード観測の場合．（下）画像ペアのうち，

いずれかもしくは両方が二偏波モード（より低解像度）の場合． 
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・データ解析の高度化：データ同化技法の開発 

１つのアスペリティから余効すべりが伝播する場合の、余効すべり領域の摩擦パラメー

タおよび初期時刻におけるすべり速度と状態変数の値の同時推定手法の構築を、アジョイ

ント法に基づく双子実験（synthetic test）を行うことによって実施し、以下の結果を得

た。なお、本研究では、データ同化に内在する問題点を明確にするため、 

① 観測データは断層面上のすべり速度であり、観測ノイズはない 

② 余効すべり領域全体にわたって、摩擦パラメータは一様 

という仮定をおいている（より一般の場合の検討は次年度以降に行う）。 

この結果、余効すべりの伝播の情報を用いれば、すべての摩擦パラメータが、真の値の

１パーセント程度の範囲内に求まった。これはラグランジュ的に見た場合の伝播という過

程が、オイラー的に見ると、余効すべりの開始・加速・減速・定常状態に戻る、という一

連のプロセスから成っていることと、摩擦パラメータ a や L が空間的に一様という強い拘

束条件を用いていることの双方から期待される結果である。 

 

・データ解析の高度化：準動的地震発生サイクルシミュレーションの高速化 

 プレート境界を N セルに分割すると、すべり応答関数行列とすべり（速度）ベクトルの

積を直接計算にはＯ(N2)の計算量・メモリ量が必要となる。Hori(2006)26)によるシミュレ

ーションコードに階層型行列（H-matrices）法を適用し、高速化・省メモリ化を図った

（Ohtani et al., 2011）27)。地表から 10°で沈み込む平面プレート境界にアスペリティ

を２つ配置したモデルでセルの大きさを変えてセル数 N を変化させメモリ量及び計算時間

を検討した。図１９（a）は、N=32,000 の場合における、すべり応答関数の H-matrices 表

現である。εはランクを決めるのに用いる相対近似精度であり、εを小さくするとメモリ

量及び計算時間が増える（図２０(a)(b)）。この例では、オリジナルの地震サイクル計算に

等しい結果を得るには、εを 10-4 以下にする必要がある（図１９(b)）。図２０(a)よりメ

モリ量の N 依存性は O(N)であり、計算時間は N=105 程度までは O(N)であるがそれを越える

と増加しているのが分かる（図２０(b)）。この N あたりで最外側の小行列のランクが増え

ているのが分かる（図２０(c)）。そこで最外側小行列のランクを kACA に抑えることにして

精度を保ちつつ計算時間の短縮を図った(図２１)。その結果、計算時間は O(NlogN)程度に

抑えられ、高速化、省メモリ化を達成できる見通しが得られた。 
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図１９ (a)N=32,000 の場合のすべり応答関数の H-matrices 表現。各小行列内の数字

はランクを表す。(b)εを変えた時の、アスペリティ内のある点におけるすべり速度の時

間変化。H-matrices 法によらない近似の無い original 計算の場合との比較を示す。 

図２０ (a)メモリ量とセル数 N の関係。 (b)計算時間とセル数 N の関係。 

 (c)ε=10-4 の場合で、N=128,000 と 288,000 に対応する H-matrices。 

(a)(b)からεを下げるとメモリ量と計算時間が増すのが分かる。またメモリ量は

O(N)依存性を持つのが分かる。計算時間は N=105 あたりで急増する。（ｃ）より急増

する N あたりで最外側小行列のランクが大きくなっているのが分かる。 
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・内陸地震を含む南海トラフ巨大地震サイクルセルモデルの構築 

モデル化したフィリピン海プレートからすべり応答関数を計算した。まず、得られた

すべり応答関数の妥当性を検討するため、昭和東南海・南海地震のすべり分布を与えて

地殻変動を計算し、測地測量データ（三角測量・水準測量・潮位データ）と比較した（図

図２１ ε=10-4 の場合における、最大ランク kACA を変えた時の (a)シミュレー

ションで得られたすべり速度の時間変化、(b)メモリ量の N 依存性、(c)計算時間

の N 依存性。 

kACA=20 でランクに制限を付けない場合と同じ結果が得られる。この場合、計算量

の増加は抑えられ、O(NlogN)程度となる。 
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２２）。結果は概ね整合的であり、得られたすべり応答関数は妥当であると考えられる。

さらに内陸活断層上のクーロン破壊関数の時間変化の評価を南海トラフ巨大地震・固

着・定常沈み込みにより行ったところ、定常沈み込み項がクーロン破壊関数の時間変化

に占める割合は断層によりかなり異なり、結果は仮定したプレートの厚さに大きく依存

した(図２３, ２４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (Inoue & Sato, 1975 S8)) 

図２２ 1944 年東南海地震前後の鉛直変形（左：今回の結果、右：測量による結果(単位:cm)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３ フィリピン海プレートの沈み込み深さのモデル（紺色: コンター間隔 10km）、 

設定した南海トラフ巨大地震の震源域（水色）、ΔCFF を計算した起震断層の分布 
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図２４ フィリピン海プレート沈み込みによる起震断層上のクーロン破壊関数（ΔCFF）変

化 

上:プレート厚さ 30km の場合、下：プレート厚さ 40km の場合、黄緑：地震発生年 

ΔCFF 正＝フィリピン海プレートの沈み込みにより断層が地震を起こしやすくなる。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 

媒質モデルの高度化に関して、まず、熱構造モデルについては、第4紀の隆起量から

計算した削剥速度を導入することにより、観測されたHi-netの地殻熱流量データの短波

長変動を説明できる可能性が示された。また、摩擦熱を導入することにより、トラフ軸

から陸域に100ｋｍ程度の地点で観測された高い地殻熱流量を説明できる可能性が示さ

れ、間隙水圧比が低いほど、摩擦熱の効果が大きく、地殻熱流量が大きくなることがわ

かった。今後は3測線の地殻熱流量データを同時に説明できるモデルを構築し、間隙水

圧比を推定することが課題である。また、3次元モデルを用いた数値シミュレーション

を行っていく必要がある。 

間隙流体圧の問題では、不連続な断層間の破壊の連動について、動的破壊のシミュレ

ーションから以下のことが分かった。断層の摩擦発熱によって間隙圧が上昇する状況下

においては、ひとつの断層で広がった破壊は、より遠くの不連続な断層へ乗り移ること

ができる。間隙水がない断層の場合、摩擦係数が一様であれば、破壊が不連続な断層へ

乗り移るか否かは、断層の幾何配置が決める。一方、間隙水があり、摩擦発熱による間

隙圧上昇がおこる場合には、断層の幾何配置だけではなく、水理拡散率の値も、不連続

な断層間の破壊の乗り移りに大きな影響を与える。不連続な断層間の破壊の連動には、

間隙水の有無そして断層域における水理拡散率の値が重要な役割をもつ。今後は、より

現実的なモデル設定における動的破壊伝播シミュレーションを試み、地震での摩擦発熱

による間隙流体圧上昇の重要性を見積もる必要がある。また、簡単化した１自由度モデ

ルではあるが速度・状態依存則に基づく準動的シミュレーションに、地震間における断

層帯内の空隙体積の減少(pore compaction)による間隙流体圧の上昇を組み込み、長期
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的な地震サイクル全体に及ぼす影響の評価を行った。その結果として、pore compaction

は、断層を安定化させ、ついには地震発生を抑える（水圧破砕に至るがこのプロセスは

モデル化されていない）、また外部ローディング速度より大きな見かけすべり速度を生

じさせる、ことが分かった。これまで色々な要因における間隙流体圧の変動の影響を調

べてきたが、pore compaction についても、南海トラフのような大領域でこういった計

算を行うのは現状では困難であるので、これらの効果と近似的に等価な摩擦パラメータ

でこういった効果を吸収可能かどうか検討する必要がある。 

不均質弾性媒質の破壊伝播に及ぼす影響の評価については、動的破壊シミュレーショ

ンに h-adaptive 有限要素法の導入を検討した。要素レイアウト変更時の変位の受け渡

し方法について検討し、その妥当性を確認した。現在の解析はすべりの時間発展を陽に

与えた解析であるので、今後摩擦モデルを導入した解析手法へ発展させる必要がある。 

InSAR データ解析の高度化では、ALOS/PALSAR の４年間の観測によりデータが蓄積し、

コヒーレンスの高いペアが数多く得られるようになりつつあり、軌道によっては電離層

の影響の少ない干渉画像から GPS 観測結果と整合する視線距離の平均変化率を得ること

ができた。今後、地域を四国西部にも広げ、視線距離変化マップを作成することを目指

す。別途京大理学研究科のグループと協力し、GPS 観測から得られる TEC 分布と干渉画

像の比較を試みている。その結果によると、かなり相関が高いことが明らかになってき

た（峰山,2011）28）。今後、電離層の影響を除くために、GPS のデータにより補正するこ

とを試みる。 

データ同化手法の開発では、１つのアスペリティから余効すべりが伝播する場合の、余

効すべり領域の摩擦パラメータおよび初期時刻におけるすべり速度と状態変数の値の

同時推定手法の構築を、アジョイント法に基づく双子実験（synthetic test）を行うこ

とによって実施した。この結果、余効すべりの伝播の情報を用いれば、すべての摩擦パ

ラメータが、真の値の１パーセント程度の範囲内に求まることが分かった。今後は、ゆ

っくりした変動である余効変動データによる摩擦パラメータ・初期値推定手法を、実際

のスローイベントを観測したＧＰＳデータに試験的に適用し、摩擦パラメータの推定を

試みる必要がある。 

 繰り返し計算を要するデータ同化の高度化や南海トラフのような広領域の地震発生

サイクルシミュレーションには、準動的地震発生サイクルシミュレーションの高速化・

省メモリ化が必須である。そのため、階層型行列（H-matrices）法の適用を検討した。

N を断層セルの数とすると、従来の直接計算のＯ(N2)の演算回数に対し、半無限均質弾

性体中でのシミュレーションを検討したところ、メモリ量はＯ(N)、計算量はセル数が

105 程度までは O(N)それ以上でも O(NlogN)でシミュレーションが可能であると分かった。

効率的な並列化を行い実際の準動的地震発生サイクルシミュレーションへの適用が今

後の問題である。 

西南日本内陸地震を含む南海トラフ巨大地震発生サイクルセルモデルの構築では、フ

ィリピン海プレートの沈み込み形状や内陸活断層に対応したすべり応答関数を構築し、

内陸活断層上のクーロン破壊関数の時間変化を計算した。先行研究と異なり、本研究で

は定常沈み込みに伴う効果も考慮した。今後は、評価する内陸活断層の数を増やし、太
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平洋プレートの沈み込みに伴うすべり応答関数も、モデルに組み込む。さらに、すべり

速度と状態に依存する摩擦則を組み合わせ、粘弾性を考慮した地震発生サイクルシミュ

レーションを行う必要がある。 
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モデルのコード開発を行う。具体的には、3測線のデータを満足する間隙水圧比の値を推定

する。また、3次元の熱と流れの数値シミュレーションモデルの構築に着手する。 

間隙流体の影響評価について、間隙流体の各種物性値がより現実的に時空間変化する場

合を考慮した動的破壊伝播シミュレーションを試み、地震での摩擦発熱による間隙流体圧

上昇の重要性を見積もる。また、1 次元モデル準動的シミュレーションにより、これまで

行ってきた個々の要因による間隙流体圧変動を全て組み込んだ、地震発生サイクルシミュ

レーションを実行して、間隙流体圧の変化が地震サイクルに及ぼす影響を評価する。 

不均質媒質の影響評価では、摩擦モデルを導入した h-adaptive 有限要素法による動的

地震サイクルシミュレーションコードの開発を目指す。 

  InSAR データ解析の高度化では、平成 23 年度は、四国東部の北行・南行軌道のデータ解

析を継続するとともに、東部と同様に変動が大きい西部の北行・南行軌道のデータ解析を

行い、視線距離変化マップの作成を試みる。合わせて，GPS 観測結果を用いて電離層擾乱

を補正し、精度向上を図る。 

固着－すべりデータ同化手法の開発では、平成２２年度開発した、単純に繰り返すスロ

ーイベントを再現する手法を、実際のスローイベントを観測したＧＰＳデータに試験的に

適用する。用いる物理モデルは、最も単純な速度・状態依存摩擦構成則とし、摩擦パラメ

ータの推定を試みる。また、データ同化や大規模マルチスケール地震サイクルシミュレ―

ション実現に向けて、引き続き、階層型行列（H-matrices）法による、半無限均質弾性媒

質における準静的地震発生サイクル計算コードの高速化・省メモリ化を図り、実際的な大

規模マルチスケール地震発生サイクルシミュレーションを行う。 

さらに、南海トラフ巨大地震発生システムに西南日本内陸地震を加えた粘弾性セルモデ

ルの開発として、成層粘弾性媒質仮定の下でフィリピン海プレートの沈み込みに伴うイベ

ント（固着・巨大地震発生・長期定常沈み込み）と内陸地震の発生による、内陸活断層上

の応力変化の推定を完成させる。この推定をもとに、粘弾性を考慮した地震発生サイクル

計算コードの効率的計算法を開発する。 
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合、破壊が隣接するセグメントに伝播し、より規模の大きい地震になるか否かを支配す

る条件をシミュレーション等により明らかにする。また、一度破壊が停止した後に、隣

接するセグメントが遅れて破壊するまでの過程を理論的に調べ、遅れ破壊の時間を推定

するために必要な観測量を明らかにする。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２０年度：  

ソフトウエアの開発等を行い、東海地震、東南海地震、南海地震や宮城沖地震など

を想定したプレート境界地震のシミュレーションを行うための環境を整備する。 

  2) 平成２１年度： 

アスペリティの応力状態などに着目し、連動破壊発生の条件をシミュレーションに

より調べる。 

  3) 平成２２年度： 

地震発生後の応力変化等に着目し、引き続き、連動破壊発生の条件をシミュレーシ

ョンにより調べる。 

  4) 平成２３年度： 
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セグメントが単独破壊した後のすべり・準静的応力伝達過程をシミュレーションで

調べ、遅れ破壊の時間を支配する要因を明らかにする。 

  5) 平成２４年度： 

遅れ破壊について、引き続き、シミュレーションにより調べ、隣接セグメントが破

壊する過程の観測可能性について明らかにする。 

 

(e)平成２２年度業務目的 

東海・東南海・南海の各地震の振る舞いを説明するモデルの構築のため、これまで熱・

流体圧・非弾性な空隙生成の相互作用を取り扱ってきたが、その中で特に断層面外の空

隙生成の効果を発展させ損傷という形で取り扱うことにより、連動破壊条件を理論的に

評価するための準備を進める。 

３次元粘弾性構造を考慮した、応力蓄積－動的破壊－波動伝播の連成シミュレーショ

ンを発展させて、アセノスフェアの粘性緩和による応力再配分と断層固着に伴う強度回

復が地震発生サイクルに及ぼす影響をシミュレーションにより明らかにする。 

さらに、連動破壊を含む複数断層セグメントでの複雑な地震サイクルを系統的に調べ

るために、２自由度のバネ-ブロックを用いたシミュレーションにより、地震サイクル

の規則性と複雑性を調べ、カオス的な地震サイクルが発生する条件を明らかにする。 

 

(2) 平成２２年度の成果 

 

Ⅰ 連動条件評価のためのシミュレーション研究 

 (a) 業務の要約 

断層面外に生成する損傷が動的地震破壊過程に与える影響について考えるために、損

傷媒質中の動的亀裂伝播過程に伴うエネルギー収支を解析的に理解し、損傷による非弾

性なエネルギー消費が無視できないことを数値的に確かめた。また、損傷をスカラー量

ではなくテンソル量として扱うことの重要性を明らかにした。 

1968 年十勝沖地震の地震断層域を例として、複数の地震サイクルにおいて応力蓄積－

動的破壊－波動伝播の連成シミュレーションを行い、動的破壊停止後のアセノスフェア

の粘性緩和による余効すべりや応力変化を計算した。 

２自由度のバネ-ブロックと速度・状態依存摩擦則を用いたシミュレーションにより、

断層セグメント間相互作用が地震サイクルに及ぼす影響を、規格化されたバネ定数をパ

ラメターとして系統的に調べた。その結果、周期的な地震サイクル、倍周期分岐、カオ

ス的な地震サイクル、通常の地震とスローな地震の両方を含む地震サイクルなど、多様

な地震サイクルの発生を説明することができた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 地震破壊に伴う損傷生成の効果に関するシミュレーション研究 

断層面外での非弾性な空隙生成の効果を断層破壊過程のモデルに取り込むために、損

傷テンソル Dを導入して支配方程式の導出を行い、特にエネルギーバランスを解析的に



198 
 

理解した。Dは媒質中の微小亀裂の密度と向きに依存するテンソル量で、損傷の程度を

表すものである。そこで得られたエネルギーバランスは 

 ( )E K Dd d
dV d dV

dt dt
         J S  (1) 

ここで E , K , D , J及び ( / )d dt dV はそれぞれ歪エネルギー密度、運動エネル

ギー密度、損傷エネルギー密度、エネルギー流束及びエントロピーの生成を表す。損傷

エネルギー密度は物質を構成する分子間の結合に関するエネルギーである。また式(1)

には明示的に現れていないが、損傷に関して 

 released( )ij ij

d d
Y dD dV

dt dt
  (2) 

というエネルギーが歪エネルギーから失われて損傷エネルギーに移ることも明らかに

なった。ここで Yは歪エネルギー解放テンソルであり、亀裂進展における破壊エネルギ

ーと似た物理的意味合いがある。特に式(2)が実際の動的地震破壊過程においてどの程

度のものなのかを見積もるため、まず mode III の亀裂に関して、破壊核を作った後、

Coulomb の破壊基準に従って自発的に走らせた。滑り弱化距離を一定としたため、（累積

の）破壊エネルギーは一定の破壊伝播速度の下で時間に比例する。非弾性なエネルギー

消費の時間変化を計算したところ（図１a: 
fracture は累積の破壊エネルギー）、そのエネ

ルギー喪失は
fracture と比較して無視できず、時間の２乗に比例することが明らかになっ

た。これは破壊伝播速度一定の自己相似な亀裂の成長として期待されるものである。ま

たここでは破壊伝播速度が終端速度（S 波速度）より遅くなっているが（図１b: 黒実線

が古典的な亀裂の場合で、S 波速度に漸近している）、これは多くの地震学的観測結果と

     / 2t t

released fracture/ 
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図１ (a) エネルギー消費及び(b) 亀裂端の位置。色の違いは定式化中に現れるパラメ

ータ dK の違い（ dK はエネルギー消費に関わり、小さいほど消費量が大きいと

(a) (b) 
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調和的である。従ってここで用いたパラメータ範囲（ 0.02 ~ 0.04MPadK  ）が断層岩

について期待される。損傷に関するパラメータを断層岩について決定できたのは地震学

にとって有意義である。 

ここまでの成果に加えて、損傷をテンソルとして扱うことの意義も明らかになった。

そのために、主断層の破壊に伴って生じる二次破壊を考える。これを考えることは、後

述のように東海・東南海・南海の領域でも重要である。ここでは二次元 mode II の亀裂

を仮定する。構成関係とエネルギー解放テンソルは 

 2 4(tr ) 2 2 (tr ) 2
    

    


+ +σ ε I ε D ε ε D
ε

 (3) 

  2 2
2 4tr ( ) ( )

   
    


Y ε I ε

D
 (4) 

となる（
ε は微小亀裂の開口の効果を考えた歪テンソル。ここでは通常の歪テンソルと

考えて概ね問題ない）。パラメータは 2 と 4 の２つある。 4 0  では、式(3)から分かる

ように剛性率が損傷に伴って変化する場合とみなせるが、これは過去のスカラー損傷変

数を用いた研究１）と似た帰結となる。一方 4 0  では以下に述べていくようにテンソル

としての性質が現れる。 

ここで二次破壊の損傷基準として CY を導入する。まず Yを対角化し、その時の座標軸

の方向に Dも回転させる（それを D とする）。そして 11Y （ 22Y ）が CY より大きくなった

ら、 11D （ 22D ）を１にする。損傷テンソルの成分が１とは、微小亀裂により完全に分子

間の結合が切れていることを意味する。従ってここではエネルギーに関して損傷基準を

導入したことになる。 

式(4)から明らかなように、 4 0  では Yは単位テンソルに比例する。すなわち対角

行列でかつその２つの対角成分が等しいテンソルである。この時（詳細は省略したが）

Dも同じ性質を持つ。一方 4 0  ではその性質はなくなる。すなわち非対角成分が現れ、

対角成分も等しいとは限らない。 
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まず 2 のみを考慮した場合（ 4 0  ）、損傷基準を 11Y と 22Y が同時に満たすので、その

基準を満たした点では等方的で完全な破砕（二次元のため tr 2D ）のみが現れる（図２

a）。一方 4 0  とすると、完全な破砕にはならない（図２b）。後者の場合ではある特徴

的な破砕面の方向があると言える。 

こういった二次破壊の多様性は、その後の破壊にも関わってくる。すなわち、一つの

アスペリティの破壊の後どれだけそこが弱くなったかということに関わってくるから

である。従ってここで得られた結果は連動・非連動の評価において非常に重要なもので

ある。実際にこれが引き続く破壊にどのような影響を引き起こすのか、定量的に調べて

いくことが今後の課題である。 

 

2) プレート境界の地震発生サイクルシミュレーションモデル開発 

日本列島周辺域の三次元プレート境界面形状モデル３）を基盤とする三次元地殻活

動シミュレーション・システムのプロトタイプモデルを構築した４）。これまでに、こ

のモデルを用いて、2003 年十勝沖地震の応力蓄積－動的破壊－波動伝播の連成シミュ

レーションを行なったが、動的破壊が停止するところまでしか詳しく調べられていない

５）。同様のシミュレーションは西南日本地域を対象としても行い、測地データから推

定された現実的なプレート境界面での応力分布を初期条件として、巨大地震の動的破壊

過程のシミュレーションを行っている。西南日本における動的破壊前後の準静的すべ

り・変形過程を含む地震サイクルシミュレーションの前段階として、動的破壊停止後の

アセノスフェアの粘性緩和による応力再配分と断層固着に伴う強度回復が地震発生サ

イクルに及ぼす影響を、1968 年十勝沖地震の地震断層域を例に取り、数値シミュレー

ションを通じて定量的に評価した。十勝沖地震発生域の方が西南日本よりも領域が狭い

ことと、比較的最近大地震が発生しているため、測地データとの比較が可能で、モデル

の検証がしやすいためである。プレート境界の現在の応力状態は、アセノスフェアの粘

弾性により、現在だけでなく、過去のすべり履歴にも依存する。従って、現在の応力状

態を知るためには、観測データから過去のすべり履歴を推定し、数値シミュレーション

x y

trD

4 0 

  

trD

x y

4 0 

1

 

図２ (a) 完全な破砕及び(b) 部分的な破砕  

(a) (b) 
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に取り込む必要がある。ここでは。前の地震サイクル間のすべり履歴を既知のものとし

て与え。次の地震サイクルの数値シミュレーションを行なった。プレート境界面のすべ

り過程の支配法則としては、すべりと時間に依存する断層構成則６）を用いた。すべり

と時間に依存する構成則では、断層面のすべりによる摩耗と接触による凝着の過程によ

り断層強度が変化する。本研究で用いた、断層強度を規定する二つのパラメーターの設

定を図３に示す。数値シミュレーションの結果、応力蓄積レートは地震発生直後に顕著

に増大し、やがて時間と共に一定値まで減少する。また、深部の脆性－延性遷移領域で

は余効すべりが地震後数年間に亘り継続することが明らかになった（図４）。今後、こ

のシミュレーション・システムの高度化と共に、多様な観測・データ解析を通した地殻

活動モニタリングによる情報をシミュレーションに取り込むことにより、東海・東南

海・南海地震の連動性評価に応用してゆくことを考えている。 

 

 

図３ 数値シミュレーションに用いたすべりと時間に依存する断層構成則のパラメター分

布。とは、それぞれ、摩耗レートと凝着レートを表す。 

 

 

図４ 地震発生後のすべり速度の変化。コンターは、プレート相対運動速度を基準とした

すべり速度を表す。コンター間隔は、プレート相対運動速度の 20%。青はすべり遅れ速度、

赤はすべり過ぎ速度を表す。 
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3) ２自由度バネブロックモデルを用いたシミュレーション研究 

２自由度のバネブロックモデルを用いた数値シミュレーションにより、複雑な地震発

生パターンの発生条件とその統計的性質について調べた。このモデルでは、一定速度 Vpl

で駆動するドライバーに弾性係数 k0 の線形バネで繋がれた２つのブロックが、弾性係数

k12 の線形バネで互いに結合されている（図５）。モデルの運動方程式は 

m1d
2x1 dt 2  k0 Vplt  x1  k12 x2  x1  Fn1,

m2d
2x2 dt 2  k0 Vplt  x2  k12 x1  x2  Fn2,

 

で表され、ブロックと床の間の摩擦には状態と速度依存の摩擦構成則 

i  *  ai ln(Vi /V*)  bi ln(i /*),

di dt 1Vii Li ,
 

を適用した。ブロックの挙動は k0 及び k12 と臨界バネ係数 kc=(b-a)Fn/L との比で変化す

る（a、b、L は摩擦パラメータ、Fn は法線応力）。そこで、k12/k0、(k0+k12)/kc1、(k0+k12)/kc2

をモデルのコントロールパラメータとして組織的に変化させ、すべりパターンを検証し

た。得られたすべりパターンは、すべり速度と周期性に着目して分類した（表１）。こ

こで、kc1 と kc2 はそれぞれブロック１とブロック２の臨界バネ係数であり、各ブロック

の摩擦パラメータは kc1 < kc2 となるよう設定した． 

 

表１ シミュレーションで得られたスリップパターンの分類 

 Block 1 Block 2 behavior 

A stable stable damping 

B aseismic aseismic periodic oscillation

C aseismic seismic periodic oscillation

D 
aseismic 

and seismic 

aseismic 

and seismic 

periodic (D1) or  

chaotic (D2) 

oscillation 

E 
aseismic 

and seismic 
seismic 

periodic (E1) or  

chaotic (E2) 

oscillation 

F seismic seismic chaotic oscillation 

G seismic seismic 
chaotic oscillation 

with a short delay 

H seismic seismic periodic oscillation

図５ ２自由度バネ-ブロックモデル 
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間欠的すべりイベントのうち、すべり速度のピークの値が log(V/Vpl) > 8 のイベント

を地震性すべりイベント、log(V/Vpl) < 8 のイベントを非地震性すべりと定義した。す

べてのシミュレーションを 40,000 年以上行い、その中で周期性が認められなかった場

合はカオス的挙動と判断した。図６にすべりパターンの相図を示す。主な特徴は、１）

k0 > kc2 > kc1 のときに安定すべりが現れる、２）(k0+k12)/kci の値が下がるにつれ i 番

目のブロックで不安定すべりが起こる、３）k0+k12 が臨界バネ係数に近い場合にはカオ

ス的すべりパターンが現れやすい、４）結合が弱い場合（k12/k0 = 0.20、0.05）にはす

べりパターンが周期的になりやすい、等である。 

 

図６ シミュレーションで得られ

た(k0+k12)/kc1 と(k0+k12)/kc2 に関する

スリップパターンの相図。スリップ

パターンは表１参照。 (a) k12/k0 = 

0.05 の場合。(b) k12/k0 = 0.20 の場合。

(c) k12/k0 = 1.00 の場合。 
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モデルパラメータの値の変化によるブロックの挙動の遷移をより詳しく理解するた

め、分岐図を作成した。図７は k12/k0、(k0+k12)/kc1 をそれぞれ 1.00、0.800 で固定し、

(k0+k12)/kc2 の値を変化させたときの、すべりイベントの変位の振幅をプロットした分岐

図である。(k0+k12)/kc2 ~ 0.50 で１周期振動から２周期振動へと倍周期分岐しており、

その後も(k0+k12)/kc2 の値が小さくなるにつれて倍周期分岐を繰り返してカオス的挙動

へと遷移している。パターン D2、E2 への遷移は倍周期分岐を伴わずに、不連続に現れて

いる。パターン F のイベント再来時間の反復写像（図８）の分布はある曲線状に収束し

ており、これは倍周期分岐を経て現れるカオスに特徴的に見られる性質である。一方、

パターン D2、E2 の反復写像は F に比べてより複雑な分布となっており、非地震性すべり

イベントが地震サイクルをより複雑にしていることを示唆している。 

図７ ブロック１で発

生したすべりイベント

の 振 幅 に 関 す る 分 岐

図 。 k12/k0 = 1.00 、

(k0+k12)/kc1 = 0.80 の場

合。  
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次に複雑なすべりパターンのときの、イベントの再来パターンについて調べた。積算

すべり量の時間変化（図９）を見ると、再来パターンは時間予測可能モデルでよく近似

されることが分かる。特にパターン D2、E2 の場合には、２つのブロックで同時にイベン

トが発生するとき（図９矢印）にすべり量が大きくなり、次のイベントまでの間隔が長

くなっている。また非地震性すべりイベントは地震性すべりイベントに比べて低い剪断

応力値ですべり始めるため、非地震性すべりイベントが発生している期間（図９水平線）

では、時間予測可能モデルに従っていない。パターン G 及び H では、イベントのすべり

量と再来時間の分散が小さいため、時間予測可能モデル・すべり予測可能モデル両方で

近似される。イベント再来時間の確率密度分布を調べると、モデルのイベント再来時間

の分布には特徴的なピークがあり、BPT 分布ではうまく近似できていない。モデルの自

図８ (n-1)番目の地震発生間隔 Tn-1 と n

番目の地震発生間隔 Tn の関係。(a) パタ

ーン D2 の例。(b) パターン E2 の例。(c) 

パターン F の例。  

図９ ブロック１での積算すべ

りのシミュレーション結果。(a) 

パターン D2 の例。(b) パターン

E2 の例。(c) パターン F の例。  
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由度が低いために、このような特徴的ピークが現れたと可能性がある。 

最後にブロック間のイベント発生間隔について調べた（図 10）。パターン F ではブロ

ック２でのイベントは常にブロック１に先行して起こっている。ブロック２のイベント

からブロック１のイベントまでの遅延時間は 0.6~40 年であり、1 年以下の発生間隔の頻

度にピークがある。南海トラフ沿いの地震活動では、東南海地震が南海地震に 30 時間

から 2 年先立って発生することが知られており、パターン F の地震サイクルはこれと似

ている。一方、パターン G のブロック間の発生間隔は約 0.2 年以下で、頻度分布は 0 を

中心に対称的になっている。このような挙動は、強い結合と左右対称に近い摩擦パラメ

ータの影響によって現れると思われる。 

 

以上の結果で示すように、２自由度のモデルにおいても、複雑な地震サイクルを再現

することができた。速度弱化摩擦則を適用した２自由度バネブロックモデルと比べ、カ

オス的挙動が現れたパラメータ領域は狭かったが、状態と速度依存摩擦則を適用するこ

とにより、非地震性すべりイベントを含んだカオス的な地震サイクルが観測された。カ

オス的すべりパターンの中にもパターン F のように反復写像に規則性があるものもあり、

この性質により過去の地震発生の履歴から次の地震の発生を予測できる。また本研究の

モデルでは地震性すべりイベントの前には非地震性すべりの加速が認められた。地震前

のすべりの加速を観測することができれば、地震発生予測に有効であると思われる。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

断層面外での非弾性な空隙生成の効果を扱うために、断層破壊過程のモデルに損傷テ

ンソルを導入した。これにより、断層破壊の連動・非連動の振る舞いを、単一の動的枠

組みで理解するための準備ができた。本モデルを無次元化された枠組みで扱うことがで

きれば、破壊の連動性を支配するパラメターが明らかになると考えられる。このモデル

の妥当性を検証するためには、実験や露頭観察の結果との比較が有用であると考えてい

図 10 (a) ブロック２でのイベントか

らブロック１でのイベントまでの時間

（実線）とブロック１からブロック２の

イベントまでの時間（破線）（パターン

F の例）。 (b) パターン G の例。(c) イ

ベント発生時間を定義する模式図。  
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る。 

プレート境界の地震発生サイクル・シミュレーションモデル開発については、動的破

壊やアセノスフェアの粘性を考慮したモデルで、複数の地震を含むサイクルのシミュレ

ーションが可能になった。1968 年十勝沖地震の地震断層域を例にとり行った数値シミュ

レーションの結果、余効すべりが数年間にわたり継続すること、アセノスフェアの粘性

緩和により、地震発生直後の応力変化速度が顕著に増大することが明らかになった。 

２自由度のバネ-ブロックモデルを用いた地震サイクルシミュレーションでは、広い

パラメター領域ですべりパターンを系統的に調べ、カオス的な地震発生パターンが現れ

る条件を明らかにした。摩擦則として速度弱化則を利用した従来の研究に較べるとカオ

ス的なパターンが現れる範囲は狭いが、摩擦が速度・状態依存則に従う場合もカオス的

なすべりパターンが現れることを確認した。一見複雑に見えるすべりパターンが現れる

場合にも規則性があることがわかった。この性質を明らかにすることは、地震の長期予

測に有用と考えられる。 
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Ⅱ 大地震発生サイクルと連動条件評価の研究 

（a）業務の要約 

平成 22 年度は、平成 21 年度に引き続き、南海トラフ沿いの大地震発生サイクルの研

究を行った。さらに、日本海溝北部〜千島海溝南部沿いの詳細な大地震発生サイクルの

研究も行った。南海トラフ沿いでは、史料が存在する約 1300 年間の長期間に発生した

東海・南海地震を対象とし、史料調査、史料に基づく津波痕跡の現地調査、津波シミュ

レーションにより進めた。日本海溝北部〜千島海溝沿いでは、（近）現代の地震学的デ

ータが残っている 20 世紀前半から約 90 年間に発生した M7 以上の地震を対象とし、比

較的短期間ではあるが詳細な大地震発生サイクルの研究を、本震・余震の高精度震源再

決定、遠地地震波形の解析による断層面上のすべり量分布の推定により進めた。 

1498 年の西日本における大地震と同日に中国上海付近でみられた水面動揺が、存在が

未確定の明応南海地震の津波に起因するのかどうかの検討と、南海地震の連動が外洋の

津波に与える影響を評価するため、過去の東海・南海地震による東シナ海、西太平洋津

波における津波の数値シミュレーションを行った。その際、GEBCO の 30 秒（約 900 m）

の海底地形を用いて、シミュレーションの高度化を図った。その結果、上海付近沿岸の

津波は顕著でなかったが、顕著でない津波でも水面動揺が生じる可能性は残る。西太平

洋・東シナ海沿岸の津波高は、主に南海側の断層面のすべりに依存し、東海・南海地震

の連動による影響はあまり見られなかったが、安中・他（2003）の断層モデルによる結

果なので、他の断層モデルによるシミュレーションも行う必要がある。 

17 世紀に十勝〜根室沖で連動型巨大地震が発生し、1963 年に連動型巨大地震の可能

性がある Mw8.5 のプレート間地震が発生した日本海溝北部〜千島海溝南部沿いで、今後

の連動型巨大地震発生の可能性を評価する目的で、この地域の（巨）大地震発生サイク

ルを詳細に把握するため、1918 年以降に発生した M7 以上の地震の時空間分布を再検討

した。その結果、この地域の（巨）大地震の時空間分布は、従来考えられてきたよりも

複雑であることが分かった。また、1990 年代以降のプレート間（巨）大地震と、2011

年東北地方太平洋沖地震（M9.0）により、約 20 年間という短期間で日本海溝〜千島海

溝のプレート間の大部分が破壊され、青森県東方沖と釧路沖〜択捉島沖のみが空白域と

して残っていることが分かった。特に、釧路沖〜択捉島沖の空白域のサイズは約 400 km

で、全領域が連動破壊すると、最大 M9 クラスの巨大地震になる可能性も考えられる。 

ウルップ島沖で発生した 1918 年 9 月（M8.0）、同年 11 月（M7.7）、1963 年（Mw8.5）、

1991 年（Mw7.6）、1995 年（Mw7.9）の地震は、比較的短時間で繰り返した連動型、非連

動型のプレート間地震である可能性がある。したがって、これらの本震・余震の震源再

決定と、1963 年、1991 年、1995 年の地震については、遠地実体波解析によりすべり量

分布を推定した。その結果、1918 年 9 月の地震は、1963 年の余震域の北東端付近から

とシムシル島沖にかけての余震域を持つスラブ内巨大地震、同年 11 月の地震はアウタ

ーライズの地震である可能性が高いことが分かった。また、1995 年の地震では、1963

年で大きく破壊した場所が再破壊したことが分かり、1963 年の地震では単独破壊すると

M7〜8 の地震となるアスペリティが連動して破壊したと考えられる。 

東海地震の断層面設定のため重要だが、諸説が存在する東海地域のフィリピン海スラ
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ブの上面深度を、微小地震の解析により再検討した。解析を高度化させるために、

Double-Difference 震源決定法を改良し、これを用いて 1997 年 10 月 1 日〜2010 年 12

月 31 日にこの地域で発生した微小地震の震源を再決定した。その結果、ゆるやかに北

西方向に傾斜する明瞭な面状の分布が明瞭になった。これは、スラブ上面のプレート間

地震の可能性がある。野口（1996）によるスラブ上面は、再決定震源と比べて全体的に

深く、石橋・他（2003）による上面は、再決定震源とおおむね一致するが、細かな修正

も必要である。 

南海地震よる巨大津波が襲う四国・九州の太平洋岸において、沿岸地形、沿岸付近の

海底地形による津波の増幅特性を調べるために、2010 年チリ津波の聞き取り調査と津波

痕跡高の測量を行った。四国太平洋岸における潮汐補正後の津波高分布は、室戸岬付近

で最大になるが、土佐湾奥では低く、須崎市から足摺岬付近になると再び大きくなる。

愛媛県沿岸においては、津波がほとんど認識されなかったか、認識されても 20〜30 cm

程度であった。 

1605 年慶長津波地震の断層モデルを作るために、この地震の津波に関する史料の記述

の整理を始めた。来年度以降も継続して行う予定である。 

6 月、8 月に四国・九州において、史料に津波記録があるか、津波碑がある場所へ行

き、既往の推定津波高の妥当性の確認と測量により津波高を再推定した。 

2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）による津波の全貌を明らかにするため、本年度

3 月に茨城県全域の海岸において津波高調査を行った。調査の結果、茨城県全域で 3〜8 

m の津波が襲ったことが明らかになった。茨城県平潟における潮汐補正後の津波遡上高

は 8.2 ｍであり、関東地方最大であった。 

 

（b）業務の成果 

１）東シナ海における過去の東海・南海地震による津波シミュレーション 

平成 22 年度は、平成 21 年度に引き続き、1498 年に西日本で発生した大地震と同日

に記録されている中国上海付近の水面動揺が、存在が未確定の明応南海地震による津波

に起因した現象かどうかを検討するため、東シナ海における過去の東海・南海地震によ

る津波シミュレーションを行った。その際、海底地形を GEBCO の 1 分（約 1, 800 m）

間隔のグリッド・データから 30 秒（約 900 ｍ）間隔のグリッド・データに変更し、シ

ミュレーションの高度化を図った。 

駿河トラフ・南海トラフ沿いでは、M8 クラスのプレート間巨大地震である東海地震

と南海地震がペアをなして繰り返し発生しており、史料に記録されているものでは、現

在のところ 684 年以降 9 回のシリーズが知られている。そして、1498 年明応地震を除

く 8 回のシリーズでは、東海地震と南海地震が独立して発生（必ず東海地震が南海地震

に先行する）、あるいは連動して発生してきた。しかし、1498 年の明応東海地震につい

ては、ペアをなす南海地震の存在が国内の史料研究からは未だ確定されていない。都

司・上田（1997）は、明応七年六月十一日に西日本で発生した大地震と同日に中国の上

海付近でみられた河・湖沼・井泉の水面動揺が、東シナ海を伝播してきた津波によるも

のだとした。そして、東シナ海における津波の存在と国内における史料から、明応七年
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六月十一日に西日本で発生した大地震は、明応七年八月廿五日の東海地震に先行する南

海地震であったと結論した。もし、明応七年六月十一日の大地震が南海地震であったな

らば、他の 8 回のシリーズでは同時、あるいは南海地震に先行して発生してきた東海地

震が、南海地震の後に発生した初めての例となり、東海・南海地震の発生サイクルを考

える上できわめて重要である。 

一方、宇津（1988）は、明応七年六月十一日の西日本の地震、1707 年宝永地震（連

動型巨大地震）、1854 年安政南海地震が発生した際にみられた上海付近における水面動

揺は、地震波によるセイシュだろうとした。石橋（1998）は、日本の一級史料も含めた

総合的検討から、明応七年六月十一日の南海地震説を批判し、東シナ海西岸に顕著な津

波が到達すること自体に疑問を呈した。そして、上海付近の水面動揺は、宇津（1998）

と同様にセイシュだろうとしている。さらに、石橋（2002）は、明応七年八月廿五日に

東海地震と南海地震が連動して発生したと考える方が、無理がないとしている。 

本研究では、明応七年六月十一日の西日本における大地震が南海地震であったのか

どうかの検討を、東シナ海における津波の数値シミュレーションにより行った。具体的

には、1498 年明応南海地震によって上海付近に顕著な津波が襲ったのかどうかを確認

するために、明応七年六月十一日の西日本における大地震と同様に上海付近の水面動揺

をもたらした 1707 年宝永地震、1854 年安政南海地震を含む、1498 年以降に発生した 7

回の東海地震・南海地震（1498 年明応東海地震、1605 年慶長地震（津波地震）、1707

年宝永地震、1854 年安政東海地震、1854 年安政南海地震、1944 年東南海地震、1946

年南海地震）による東シナ海における津波の数値シミュレーションを行い、それぞれの

地震によって顕著な津波が上海付近を襲うのかどうかを調べた。さらに、上海付近以外

の東シナ海沿岸（南西諸島、台湾、朝鮮半島）における津波高分布も調べた。 

津波の伝播計算には、水深 200m 以浅では、海底摩擦（マニングの粗度係数：0.03 m-1/3 

s）とコリオリ力を考慮した極座標系における非線形長波式を、200m 以深では極座標系

における線形長波式＋コリオリ力の式を用い、シミュレーションの高度化をはかった。

東海・南海地震の断層モデルは、安中・他(2003)による静的断層モデルを使用し、海底

地形は GEBCO の 30 秒（約 900 ｍ）グリッド・データを用いた。各地震の断層モデルに

よる静的変位（Okada、 1992）を津波シミュレーションの初期条件として与えた。計算

領域は東経 115°- 140°、北緯 20°-  北緯 40°で、計算時間ステップは、差分の安定化条

件を満たすために 1.0 秒とした。海岸での遡上は考慮せず、境界では流出するとした。

以上の条件で、地震発生から 30 時間分の津波のシミュレーションをおこない、津波の

到着から 10 時間内の最大津波高の分布を検討した。 

全計算量域における最大津波高分布を図１に示す。図１から、東シナ海における津

波は、おもにトカラ海峡付近から東シナ海へ流入し、そのエネルギーの大部分は上海付

近に向かって伝播していることが分かる。図２は、上海付近の沿岸における最大波高分

布である。図２から、1605 年慶長地震、1707 年宝永地震で、最大津波高が最も高くな

ったが、そのほとんどが 50 cm 以下であり、顕著な津波だとは言えない。しかしながら、

海岸付近の地形が 30 秒（約 900 m）と粗いので、より細かな海岸・海底地形でシミュ

レーションを行うと、さらに高くなる可能性がある。また、シミュレーションで使用し
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た海岸・海底地形は 1498 年当時のものではない。さらに、50 cm 程度の津波であって

も、上海付近の水面動揺が引き起こされる可能性も残る。しかしながら、水面動揺が生

じた1707年宝永地震と同様に最大津波高が高かった1605年慶長地震時における中国の

史料に水面動揺の記録が無かったのか、宇津（1988）、都司・上田（1997）にその言及

はない。また、石橋（2002）は、1498 年明応東海地震は南海地震との連動型巨大地震

であったと考える方が無理がないとしたが、明応七年八月廿五日前後には中国で水面動

揺の記録がない。 

1854 年安政南海地震による最大津波高は、1605 年、1707 年のそれと近い高さになっ

たが、これは、安中・他（2003）の断層モデルでは、1854 年のすべり量（西から 8.7 m, 

4.8 m）が、1605 年、1707 年の南海側の断層面のすべり量（1605：9.7 m, 6.0 m；1707：

9.2 m, 5.6 m）と近いからである。一方、1498 年、1854 年、1944 年の東海地震による

最大津波高は、ほとんど高くならなかった。これは、東海地震による津波のほとんどが、

伊豆・小笠原諸島の東側へ伝播するためである。また、朝鮮半島、台湾における津波は

1605 年、1707 年、1854 年安政南海地震においても小さかった。 

したがって、上海付近の沿岸を襲う津波は、おもに南海側の断層面上のすべり量に

依存し、東海・南海地震の連動性による影響はあまり見られないことが分かった。しか

し同時に、1854 年安政南海地震程度の規模の南海地震が起きたならば、東シナ海を伝

播してきた津波が上海付近の水面動揺を生じさせる可能性があることも分かった。以上

の結果は、安中・他（2003）の断層モデルによるが、連動型巨大地震である 2011 年東

北地方太平洋沖地震（M9.0）の断層面上のすべり量の大きさ（例えば八木・西村（2011）

による遠地実体波解析結果だと最大すべり量が約 23ｍ）を考えると、連動型巨大地震

である宝永地震の断層面のすべり量について、安中・他（2003）による値は過小である

可能性も考えられる。したがって、他の断層モデル（例えば、南海部分のすべり量が過

大だとされてきた Ando（1975）、相田（1981a、b））による断層モデルを使用した津波

シミュレーションも行う必要がある。 
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図１ 東海地震・南海地震の静的断層モデル（安中・他、2003）を用いて、東シナ海にお

いて計算された津波の全領域における最大津波高分布。矩形は東海・南海地震の断層面を

示す。丸は沿岸での波高を示す。 
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図２ 東海地震・南海地震の静的断層モデル（安中・他、2003）を用いて、東シナ海にお

いて計算された津波の中国東岸における最大津波高分布の比較。下地図中の黒丸は上図の

最大津波高の計算グリッドを示す。 
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２）西太平洋における過去の東海・南海地震による津波シミュレーション 

平成 22 年度は、平成 21 年度に引き続き、南海地震の連動、非連動が外洋の津波に

与える影響を評価するため、西太平洋における過去の東海・南海地震における津波シミ

ュレーションを行った。その際に、海底地形を GEBCO の 1 分（約 1, 800 m）間隔のグ

リッド・データから 30 秒（約 900 ｍ）間隔のグリッド・データに変更し、シミュレー

ションの高度化をはかった。 

2009 年 1 月にインドネシア・ニューギニア島沖で発生した大地震（Global CMT Mw7.7, 

Mw7.4）によって日本沿岸に津波注意報が発令され、日本の検潮所において津波が記録

された。また、これらの地震よりも約 500 km 東方で 1996 年に発生した Mw8.2（Harvard 

CMT）の地震の際には、日本沿岸に津波警報が発令された。これらのことは、近い将来

に発生する東海・南海巨大地震により引き起こされる津波が、西太平洋沿岸を襲い、甚

大な被害を生じさせる可能性を示唆する。したがって、東海・南海巨大地震による西太

平洋の津波高を、あらかじめ評価しておくことは、西太平洋諸国における防災上重要で

ある。特に、東海・南海地震が連動して発生した場合と、それぞれ独立して発生した場

合における津波の挙動を調べることは重要である。 

そこで、西太平洋において、過去の東海・南海地震による津波の数値シミュレーシ

ョンをおこなった。断層モデルは、安中・他（2003）による静的断層モデルを使用した。

津波の伝播計算は、水深 200m 以浅では、海底摩擦（マニングの粗度係数：0.03 m-1/3 s）

とコリオリ力を考慮した極座標系における非線形長波式を、200m 以深では極座標系に

おける線形長波式＋コリオリ力の式を用いた。各地震の断層モデルによる静的変位 

（Okada、 1992）を津波シミュレーションの初期条件として与えた。計算領域は東経

115°- 155°、南緯 10°-  北緯 40°で、計算時間ステップは、差分の安定化条件を満たす

ために 1.0 秒とした。海岸での遡上は考慮せず、境界では流出するとした。以上の条件

で、地震発生から 30 時間分の津波のシミュレーションをおこない、津波の到着から 10

時間分の最大津波高の分布を検討した。 

図３は、全計算量域内における最大津波高分布である。分布は、1605 年、1707 年の

地震によるものが最も広範囲に高くなるが、1854 年、1946 年の南海地震によるものも

同じく広範囲に分布している。それに対して、1498 年、1854 年、1944 年の東海地震に

よる分布は、おもに伊豆・小笠原諸島の東側へ広がり、西太平洋にあまり入り込んでい

ない。 

図４(a)、(b)は、それぞれ、フィリピンのミンダナオ島、ニューギニア島における

最大津波高分布である。図４から 1605 年、1707 年の最大津波高が最も高くなることが

分かる。また、1854 年安政南海地震の最大津波高もそれらに近い高さになった。安中・

他（2003）の断層モデルでは、1854 年安政南海地震のすべり量（西から 8.7 m, 4.8 m）

が、1605 年、1707 年の南海側の断層面のすべり量（1605：9.7 m, 6.0 m；1707：9.2 m, 

5.6 m）と近いからである。安政東海地震による最大津波高は、宝永地震や安政南海地

震によるものと比べると半分、あるいはそれ以下となった。  

さらに、1707 年宝永地震の南海側と東海側、1854 年安政南海地震、東海地震による
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最大津波高の比較を行った（図５(a), (b), 図６(a), (b)）。その結果、西太平洋沿岸

の津波高も、東シナ海と同様に、おもに南海側の断層面上のすべり量に依存し、東海・

南海地震の連動性による影響はあまり見られないことが分かった。以上の結果は、安

中・他（2003）の断層モデルによるが、連動型巨大地震である 2011 年東北地方太平洋

沖地震（M9.0）の断層面上のすべり量の大きさ（例えば八木・西村（2011）による遠地

実体波解析結果だと最大すべり量が約 23ｍ）を考えると、連動型巨大地震である宝永

地震の断層面のすべり量について、安中・他（2003）による値は過小である可能性も考

えられる。したがって、他の断層モデル（例えば、南海部分のすべり量が過大だとされ

てきた Ando（1975）、相田（1981a, b））による断層モデルを使用した津波シミュレー

ションも行う必要がある。 
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図３ 東海地震・南海地震の静的断層モデル（安中・他、2003）を用いて、西太平洋にお

いて計算された津波の全領域における最大津波高分布。矩形は東海・南海地震の断層面を

示す。丸は沿岸での波高を示す。 
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図４ (a) 東海地震・南海地震の静的断層モデル（安中・他、2003）を用いて、西太平洋

において計算された津波のフィリピン、ミンダナオ島東岸における最大津波高分布の比較。

下地図中の黒丸は上図の最大津波高の計算格子点。(b) (a)と同様、ニューギニア島の北岸

における最大津波高分布の比較。 
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図５ (a) 1707 年宝永地震の東海側、南海側の静的断層モデル（安中・他、2003）用いて、

西太平洋において計算された津波の全計算領域における最大津波高分布を重ねた図。青：

東海側、赤：南海側。矩形は宝永地震の断層面。(b) 1854 年安政東海地震、安政南海地震

の最大津波高分布を重ねた図。青：安政東海地震、赤：安政南海地震。矩形は安政東海・

南海地震の断層面。 

 

 

図６ (a) 1707 年宝永地震、その東海側、南海側、1854 年安政東海＋南海地震、安政東海

地震、安政南海地震の静的断層モデル（安中・他、2003）を用いて、西太平洋において計

算された津波のフィリピン、ミンダナオ島の東岸おける最大津波高分布の比較。下地図中

の黒丸は、上図の最大津波高の計算グリッドを示す。(b) 同じくニューギニア島北岸にお

ける最大津波高分布の比較。 
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３）1918 年〜2010 年に日本海溝北部〜千島海溝南部沿いで発生した（巨）大地震の時空間

分布の再検討 

日本海溝北部〜千島海溝南部沿いでは、M8 クラスのプレート間巨大地震が時間・空間

的に規則正しく発生する典型地域とされ、震源域となる領域は南西から北東へ A〜F と 6

分割されてきた（宇津、1972, 1984）。1952 年十勝沖地震（Mw8.1）の発生から 1973 年

根室半島沖地震（Mw7.8）の発生までがプレート間巨大地震の活動期とされ、約 30 年の

静穏期の後、2003 年十勝沖地震（Mw8.1）の発生から再び活動期に入ったと考えられる。

図７は、宇津（1972, 1984）によるこの地域のプレート間巨大地震の時空間分布である。

しかしながら、この地域では 17 世紀に、十勝〜根室沖で連動型巨大地震が発生し（Satake 

et al.,  2008）、1963 年エトロフ沖地震（Mw8.5）も、この地域の他のプレート間巨大

地震と比べて 2 倍ほど大きく連動型巨大地震の可能性もある。したがって、今後この地

域でも南海トラフ沿いと同様に連動型巨大地震が発生する可能性があり、プレート間巨

大地震の発生サイクルの検討・再評価を行う必要がある。しかしながら、この地域では

M8 クラスのプレート間地震の他に、M7 クラスのプレート間地震、スラブ内（巨）大地

震、アウターライズ（巨）大地震、津波地震と、あらゆる種類の（巨）大地震が複雑に

発生しており、さらに、それぞれの地震が近隣の地震の発生に大きく影響を及ぼしてい

ると考えられる。したがって、本研究では、地震学的データが存在する 1918 年〜2010

年の約 90 年間にわたりこの地域で発生してきた M7 以上の地震について、1950 年以前の

地震の分類と、高精度震源再決定された本震・余震分布を用いた時空間分布の再検討を

行った。 

研究の方法は、1918 年〜2010 年にこの地域で発生した M7 以上の地震について、本震

と本震後 1 ヶ月間の余震の震源再決定を行い、決定精度の高い震源を抽出した。震源再

決定には Schweitzer（2003）の HYPOSAT を用いた。走時表は ak135（Kennet et al.,  1995）

を使用した。いくつかの地震に関しては、さらに Hurukawa（1995）の改良連係震源決定

法（MJHD 法）を用いた震源再決定によって本震・余震の相対位置の決定精度を向上さ

せた上で、その相対分布を比較した。震源再決定には、P 波、S 波、深さの決定に有用

な|pP-P|、|sP-P|、古い地震に関しては|S-P|を用いた。震源再決定に必要な験測デー

タは、1964 年以前の地震に関しては ISS（International Seismological Summary）と

BCIS（Bureau Central International de Sismologie）のカタログから、それ以降の地

震 に 関 し て は ISC （ International Seismological Centre ） の ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.isc.ac.uk/search/bulletin/rectang.html）から得た。1950 年より古い

地震の分類には、再決定した本震・余震分布の検討に加えて、この地域の地震による日

本国内の震度分布の特徴を参考にした。震度分布については、1918 年〜1926 年の地震

については宇津（1989）を使用し、それ以降の地震については、気象庁の震度データベ

ース（http://www.Seisvol.kishou.go.jp/eq/shindo_db/shindo 

_index.html）を使用した。対象となる地震のマグニチュードは、Mw について 1976 年

以前は Pacheco and Sykes（1992）の値、1976 年以降は Global CMT の値を用いた。mB

は Abe（1981）による。Ms について 1978 年以前は Abe（1981）の値、1978 年以降は ISC
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の値を用いた。  

図８は、本研究で再決定された本震・本震後 3 日間の余震について、決定精度が良い

ものを、宇津（1972, 1984）による A 領域と B 領域との境界を起点とする海溝軸に沿

った距離（横軸）と年代（縦軸）にプロットした時空間分布図である。図８では、地震

のタイプと M7.8 以上か未満かで色分けしている。領域分け、領域名（図の上部）は地

震調査研究推進本部（2004）による。 

本研究の結果、この地域の M7 以上の（巨）大地震の時空間分布は、従来考えられて

きたもの（図７）よりも複雑であることが分かった。プレート間地震に関しては、各領

域において、M8 クラスのプレート間地震が単独で発生する場合と、M7 クラスのプレー

ト間地震が複数発生する場合がある。例えば、三陸沖（旧 A 領域）では、1920〜1930 年

代にその北半分で M7 クラスのプレート間地震が多く発生した。そして、1968 年十勝沖

地震により旧 A 領域のほぼ全てが破壊され、1989 年以降は領域の南半分でプレート間大

地震が多く発生している。ウルップ島沖（旧 F 領域）は 1963 年エトロフ沖地震（Mw8.5）

の震源域であるが、そこで 1991 年、1995 年に Mw7.6、Mw7.9 のプレート間地震が発生し

ている。 

スラブ内地震に関して、E 領域のプレート間巨大地震と考えられてきた 1958 年エトロ

フ沖地震（図７）は原田・石橋（1999）によってスラブ内巨大地震である可能性が指摘

されたが、|pP-P|、|sP-P|を用いて決定した本震の深さは約 80 km になり、スラブ内巨

大地震の可能性を支持する。従来、ウルップ島沖（旧 F 領域）のプレート間巨大地震と

考えられてきた 1918 年 9 月の地震について、再決定された本震・余震は、旧 F 領域の

北東端付近からシムシル島付近にかけて分布していることが分かった。さらに、日本に

おける震度分布の特徴（有感域が広範囲におよぶ）からスラブ内地震であった可能性も

ある。また、島弧近くの深さ 100 km 付近では、M7 クラスのスラブ内地震が複数発生し

ている。 

この地域の海溝軸外側の海洋プレート内（アウターライズ付近）では、1933 年、2007

年の M8 クラスの巨大地震をはじめ、1919 年、1963 年、1982 年、2009 年に M7 クラスの

地震が発生していることが分かった。ウルップ島沖の M7 クラスのプレート間地震とさ

れてきた 1918 年 11 月の地震について、再決定後の本震の位置は海溝軸より外側に位置

し、2007 年のアウターライズ地震と同様に国内の有感域も広いので、アウターライズ地

震の可能性がある。 

この地域で発生した 1989 年、1991 年、1994 年、1995 年、2003 年、2006 年のプレー

ト間（巨）大地震と、2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）により、約 20 年間という

短期間で日本海溝〜千島海溝のプレート間の大部分が破壊された。そして、青森県東方

沖（旧 A 領域の北半分）と釧路沖・根室沖・色丹島沖・択捉島沖（旧 B 領域の北東の一

部、C・D 領域、E 領域の南西半分）のみが空白域として残っている。特に、釧路沖・根

室沖・色丹島沖・択捉島沖における空白域のサイズは約 400 km にわたり、全領域が連

動破壊すると最大で M9 クラスの巨大地震になる可能性も考えられる。今後、この地域

のプレート間（巨）大地震の発生サイクルをさらに詳細に検討すると共に、釧路沖〜択

捉島沖の空白域の連動性の評価のための調査と研究を行わなければならない。 
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図７ 宇津（1972、1984）による日本海溝北部〜千島海溝南部におけるプレート間巨大地

震の時空間分布。 
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図８ 本研究で再決定された、1918 年〜2010 年に日本海溝北部〜千島海溝南部で発生した

M7 以上の地震の時空間分布。 
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４）震源再決定された本震・余震分布の検討と、遠地実体波解析による、ウルップ島沖

で発生した 1918 年 9 月（M8.0）、1918 年 11 月（M7.7）、1963 年  （Mw8.5）、1991 年

（Mw7.6）、1995 年（Mw7.9）の（巨）大地震の連動性の検討 

ウルップ島沖（宇津（1972、1984）では F 領域、図７）では、1918 年 9 月に M8.0、

同年 11 月に M7.7、1963 年に Mw8.5、1991 年に Mw7.6、1995 年に Mw7.9 の（巨）大地震

が繰り返し発生してきた。図 7 によると、ウルップ島沖は 1918 年 9 月の地震でその北

半分、11 月の地震で南半分が破壊されたようで、1918 年の地震から約 45 年後の 1963

年には、領域の全てが Mw8.5 の巨大地震によって一度に破壊された。さらに、1963 年

の地震から約 30 年後の 1991 年、1995 年に Mw7.6、Mw7.9 の地震によって再び破壊され

た。したがって、この領域では連動型、非連動型のプレート間地震が比較的短い時間間

隔で繰り返し発生してきた可能性が考えられる。３）の結果から、1991 年、1995 年の

地震の本震・余震は、それぞれ、この領域の北東半分、南西半分を占める。しかしなが

ら、1918 年 9 月の地震は、日本における震度分布からスラブ内巨大地震である可能性

があり、その本震・余震はこの領域の北東端付近からシムシル島にかけて分布すること

が分かった。また、同年 11 月の地震は、本震の位置からアウターライズの地震の可能

性が高いことが分かった。したがって、1918 年に発生した 2 つの地震と 1963 年の地震

がプレート間地震の繰り返しである可能性は低くなったが、1963 年、1991 年、1995 年

のプレート間地震に関しては、連動型、非連動型のプレート間地震である可能性が残る。 

そこで、1963年、1991年、1995年の地震について、遠地実体波インバージョン（Kikuchi 

and Kanamori,  2003）によって、それぞれのすべり量分布の推定と比較検討を行った。

1963 年に関しては WWSSN の長周期波形記録を、1991 年、1995 年に関しては、IRIS-DMC

から収集した広帯域地震計記録を用いて解析した。地震のメカニズム解は、1963 年に

ついては Knanamori（1970）を、1991 年、1995 年の地震については、Harvard の CMT

解を用いた。 

図９は、1963 年、1991 年、1995 年のすべり量分布の地表投影である。1963 年の地

震によってウルップ島沖（F 領域）全体が破壊されていることが分かる。1991 年の地震

では、1963 年の地震によってあまり破壊しなかった場所が破壊していることが分かっ

た。しかし、1995 年の地震では、1963 年で大きく破壊した場所が再び破壊したことが

分かる。よって、少なくとも 1995 年の地震に関しては、1963 年のアスペリティの一部

が、北東側のアスペリティと独立して再破壊したことになる。したがって、1963 年の

地震では、単独で破壊すると M7〜8 の地震となるアスペリティが複数連動して破壊した

と考えられる。 
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図９ (a) 本研究で震源再決定された、1918 年 9 月 8 日、1918 年 11 月 7 日、1963 年、1991

年、1995 年の地震の本震・余震分布。星印は本震、丸印は余震を示す。(b) 遠地実体波解

析による 1963 年、1991 年、1995 年の地震のすべり量分布。コンターの色は本震・余震の

色と同じ。 
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５）微小地震の解析による駿河湾内におけるフィリピン海スラブ上面の検討 

本研究では、平成 21 年度に引き続き、東海地震の震源域であり、フィリピン海（PHS）

スラブの上面深度について諸説が存在する駿河湾内において、微小地震活動の解析から

PHS スラブ上面の深度の再検討を行った。PHS スラブ上面の深度は、東海地震域の断層

面の設定において極めて重要である。  

まず、微小地震の解析を高度化させるために Double-Difference（DD）法（Waldhauser 

and Ellsworth,  2000） の高度化を行った。従来の DD 法は、Vp/Vs 比が一定の最大 12

層の水平成層構造でしか走時の計算ができなかったが、この高度化により、Vp/Vs 比が

各層で異なる多層の水平成層構造、各層において速度勾配を与えた多層構造による走時

計算が行えるようになり、気象庁の震源決定で使用される速度構造（上野・他, 2002）

による震源再決定も可能になった。 

高度化した DD 法を用いて、図 10 の矩形内で 1997 年 10 月 1 日〜2010 年 12 月 31 日

に発生した微小地震の一元化震源の震源再決定を行った。図 10 は、震源再決定した微

小地震の震央分布である。図 11 は、再決定された震源の深さ断面である。再決定され

た震源は、明瞭に幾つかのグループに分かれている。また、ゆるやかに北西方向に傾斜

する面状の分布が、より明瞭に認められるようになった。これはスラブ上面で生じたプ

レート間地震である可能性が高い。野口（1996）による PHS スラブ上面は、再決定後の

震源分布と比較して、全体的に深いと考えられる。一方、石橋・他（2003）の推定した

PHS スラブ上面は、再決定後の震源分布とおおむね一致するが、細かな修正も必要であ

る。今後、これら微小地震のメカニズム解の決定と詳細な検討なども合わせて行い、最

終的な PHS スラブ上面深度を推定する。 
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図 10 本研究で高度化した Double-Difference 法で再決定した 1997 年 10 月 1 日〜2010

年 12 月 31 日の一元化震源の震央分布。星印は 2009 年 8 月 11 日の駿河湾の地震の本震を

示す。震央の色は深さを示す。矩形とアルファベットは、図 11 における深さ断面図の範囲

を示す。点線、実線は、それぞれ、野口（1996）、石橋・他（2003）が推定したフィリピン

海スラブの上面の等深度線を示す。 
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図 11 本研究で高度化した Double-Difference 法で再決定した 1997 年 10 月 1 日〜2010

年 12 月 31 日の一元化震源の深さ断面図。星印は 2009 年 8 月 11 日の駿河湾の地震の本震。

アルファベットは、図 10 における矩形の範囲。点線、実線は、それぞれ、野口（1996）、

石橋・他（2003）が推定したフィリピン海スラブの上面。 

 

６）四国太平洋岸、九州東岸における 2010 年 02 月 27 日チリ沖の地震（Mw8.8） 

  による津波高の調査 

2010 年 2 月 27 日にチリ中部において、Mw8.8 のプレート間地震が発生し、約 23 時
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間後、日本の太平洋岸に津波が到達した。そこで、6 月に四国太平洋岸、8 月に九州東

岸において、チリ津波の聞き取り調査（津波痕跡、襲来時間の確認）と津波痕跡高の測

量を行った。南海地震による巨大地震が襲う四国〜九州の太平洋岸において遠地津波の

津波高分布を調査することは、南海地震津波の海岸地形、海岸付近の海底地形による増

幅効果を確認する上で重要である。 

図 12 は、潮汐補正後の四国太平洋岸における津波高分布である。徳島沿岸の津波高

は 0.5〜0.9 ｍで、高知県沿岸では室戸岬付近で最大 1.2 m と大きいが、土佐湾の湾奥

になるに従い低くなる。そして、須崎市から足摺岬付近になると再び大きくなる。この

分布は、半島における津波の増幅効果によるものだと考えられる。愛媛県の沿岸では、

ほとんど津波が認識されなかったか、認識されても 0.2〜0.3 m 程度であった。九州で

は、聞き取り調査から日南市油津において、海岸からやや離れた家電量販店の駐車場に

津波があふれたことが分かった。 

 

 

 

図 12 2010 年チリ地震（Mw8.8）による津波の徳島県・高知県・愛媛県沿岸における潮汐

補正後の波高分布。数字の単位は m。WT は Weak Tsunami の略。 

 

７）1605 年慶長津波地震の断層モデルの検討のための津波の歴史資料の再検討 

 平成 22 年度では、1605 年慶長津波地震の断層モデルを作るために、歴史資料に存

在するこの地震の津波に関する記述の整理から始めた。津波の記述は、南海トラフ沿い

から鹿児島湾まで、房総半島沿岸、八丈島と今範囲に存在する。慶長地震が南海トラフ

沿いの津波地震であるならば、房総半島沿岸を襲った大津波を説明するのは難しい。ま

た、「八丈実記」に記された八丈島の津波は非常に大きい。地震史料の再検討から、こ

れらの津波高の信憑性の検討を行っている。平成 23 年度も引き続き行う予定である。 
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８）四国太平洋岸、九州東岸における南海歴史地震の津波高調査 

 過去の南海地震津波に関して、歴史資料の記述、津波碑の碑文は、繰り返し発生

してきた南海地震それぞれの津波の規模・特徴、すなわち、南海地震そのものの規模・

特徴を調べるために重要な情報である。しかしながら、歴史資料、碑文の情報は、具体

的な数値ではなく、「ある神社の石段の何段目まで津波が来た」という定性的なもので

あり、これらから、その地点における津波高を推定することは容易でない。よって、同

じ地点の津波高の推定値であっても、調査によって大きな違いが生じることがある。し

かし、既往のどの推定値を採用するかを、机上で判断することは難しい。そこで、6 月、

8 月の 2010 年チリ地震津波の津波高調査と平行して、歴史資料に津波の記録がある場

所、津波碑が存在する場所へ行き、既往の津波高の推定値の妥当性の確認と、再測量に

よる津波高の推定を行った。図 13 は、高知県宿毛大島にあるハイタカ神社の石段であ

る。新収日本地震史料（東京大学地震研究所編、1987）によると、この石段では、1707

年宝永地震のときに上から 3 段目（下から 39 段目）まで、1854 年安政南海地震のとき

に石段の下から 7 段目まで、1946 年昭和南海地震では石段の手前まで津波が来た。測

量の結果、石段の上から 3 段目の高さは、石段の下から測って 7.3 m で、石段の下から

7 段目の高さは、石段の下から測って 1.4 m であった。九州では、大分県臼杵市周辺、

同市佐伯城大手門、同市米水津の養福寺、宮崎県延岡市の大瀬川に架かる大瀬橋、五ヶ

瀬川に架かる板田橋などの調査を行った。今後、他の地点での測量結果など調査の成果

を、南海歴史地震の断層モデル推定に使用する予定である。 
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図 13 高知県宿毛市大島のハイタカ神社の石段。1707年宝永地震では上から3段目まで（石

段の下から測って 7.3 m）、1854 年安政南海地震では下から 7 段目まで（石段下から測って

1.4 m）、1946 年南海地震では石段の下まで津波が来た。 

 

９）茨城県における 2011 年東北地方太平洋岸地震（M9.0）の津波波高調査 

2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）は、宮城県沖を破壊開始点とする連動型巨大

地震であった。余震分布から、その破壊域は茨城県から岩手県にかけての長さ（北北東

—南南西方向）が約 500 km、幅が約 200 km と推定され、この地震による巨大津波は千

葉県・茨城県・宮城県・岩手県・青森県・北海道と広範囲に甚大な被害をもたらした。

この連動型地震による巨大津波の全貌を明らかにするための調査の一環として、本年度

３月に茨城県全域の海岸において、2 回の津波高調査をおこなった。図 14 は、調査場

所と潮位補正後の津波高である。調査の結果、茨城県の海岸全域で、3〜8 m の津波が

襲い、北上するほど津波高が高くなることが分かった。なお、茨城県最北の平潟におけ

る潮汐補正後の津波遡上高は 8.2 ｍであり、関東地方最大の津波高であったことが分

かった。 
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図 14 茨城県沿岸における、2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）の潮汐補正後の津波高

分布。左図の赤点は、津波高の測定点。右図において、赤：浸水高、橙：遡上高を示す。 

 

（d）結論ならびに今後の課題 

過去の東海・南海地震による東シナ海、西太平洋における津波シミュレーションを行

った結果、上海付近の最大津波高は、1605 年、1707 年の地震で最も高くなったが、ほ
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とんどが 50 cm 以下の高さで、顕著な津波だとは言えないことが分かった。しかし、50 

cm 程度の津波でも上海付近の水面動揺が引き起こされる可能性は残るので、今後、検

討が必要である。また、1707 年と同様に津波が高かった 1605 年の地震時に、上海付近

の水面動揺の記録が無かったことも今後の検討課題である。西太平洋においては、1605

年、1707 年の津波高が最も広範囲に高くなるが、1854 年、1946 年の津波高も同じく広

範囲に分布することが分かった。一方、1498 年、1854 年、1944 年の東海（東南海）地

震による津波は、おもに伊豆・小笠原諸島の東側へ広がり、西太平洋にあまり入り込ま

ないことが分かった。西太平洋沿岸、東シナ海の津波高は、おもに南海側の断層面上の

すべり量に依存し、東海・南海地震の連動性による影響はあまり見られないことが分か

ったが、安中・他（2003）の断層モデルによる結果なので、今後、他の断層モデルによ

るシミュレーションも行う必要がある。 

日本海溝〜千島海溝沿いの（巨）大地震発生サイクルを詳細に検討するために、1918

年以降に M7 以上の地震の震源域の時空間分布の検討を行った結果、この地域の（巨）

大地震の時空間分布とその発生サイクルは、従来考えられてきたよりも複雑であること

が分かった。また、この地域における 1989 年、1991 年、1994 年、1995 年、2003 年、

2006 年のプレート間（巨）大地震と、2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）により、

約 20 年間という短期間で日本海溝〜千島海溝のプレート間の大部分が破壊され、青森

県東方沖と釧路沖・根室沖・色丹島沖のみが空白域として残っていることが分かった。

特に、釧路沖・根室沖・色丹島沖・択捉島沖の空白域のサイズは約 400 km であり、全

領域が連動破壊すると最大 M9 クラスの巨大地震になる可能性も考えられる。今後、こ

の地域のプレート間（巨）大地震の発生サイクルをさらに詳細に検討すると共に、釧路

沖〜択捉島沖の空白域の連動性の評価のための調査と研究を行わなければならない。 

ウルップ島沖で発生した 1918 年 9 月（M8.0）、同年 11 月（M7.7）、1963 年（Mw8.5）、

1991 年（Mw7.6）、1995 年（Mw7.9）の（巨）大地震の本震・余震の震源再決定と、遠地

実体波インバージョンによるすべり量分布の推定と比較から、1918 年 9 月の地震は、そ

の余震が 1963 年の余震域の北東端付近からとシムシル島沖にかけて分布するスラブ内

巨大地震、同年 11 月の地震はアウターライズの地震である可能性が高いことが分かっ

た。1995 年の地震では、1963 年で大きく破壊した場所が再び破壊したことが分かった。

したがって、1963 年の地震では、単独破壊すると M7〜8 の地震となるアスペリティが複

数連動して破壊したと考えられる。今後、他の領域でも同様の解析を行わなければなら

ない。 

東海地域のフィリピン海（PHS）スラブの上面の深度について、微小地震活動の解析

による再検討を行った結果、再決定された震源は、幾つかの明瞭なグループに分けられ

ることが分かり、ゆるやかに北西方向に傾斜する明瞭な面状の分布の存在も明らかにな

った。これはスラブ上面で生じたプレート間地震である可能性が高い。野口（1996）に

よる PHS スラブ上面は、再決定後の震源分布と比べて全体的に深く、石橋・他（2003）

による上面は、再決定後の震源分布とおおむね一致すると考えられるが、細かな修正も

必要である。今後、これら微小地震のメカニズム解の決定と詳細な検討なども合わせて

行い、最終的な PHS スラブ上面深度を推定しなければならない。 
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南海地震よる巨大津波が襲う四国・九州の太平洋岸において、沿岸地形、沿岸付近の

海底地形による津波の増幅特性を調べるために、2010 年チリ地震（Mw8.8）津波の聞き

取り調査と津波痕跡高の測量を行い、その波高分布の検討を行った結果、潮汐補正後の

津波高分布は、徳島沿岸でやや高く、室戸岬付近で最大になるが、土佐湾奥では低く、

須崎市から足摺岬付近になると再び大きくなることが分かった。 

1605 年慶長津波地震の断層モデルを作るために、歴史資料に存在するこの地震の津波

に関する記述の整理を始めた。来年度以降も継続して行っていく。 

6 月、8 月に四国太平洋岸・九州東岸において、史料に津波記録がある場所、津波碑

がある場所へ行き、既往の津波高の推定値の妥当性の確認と測量により津波高を再推定

した。高知県宿毛市にあるハイタカ神社の石段では測量を行い、大分県佐伯市の養福寺

では石段の改修歴などの聞き取りを行った。今後、測量結果等の調査成果を、南海歴史

地震の断層モデル推定に使用する予定である。 

2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）の津波高調査を、茨城県全域の海岸において行

った結果、茨城県の海岸全域で、3〜8 m の津波が襲い、北上するほど津波が高くなるこ

とが分かった。なお、茨城県最北の平潟における潮汐補正後の津波遡上高は 8.2 ｍであ

り、関東地方最大の津波高であったことが分かった。今後、津波が巨大であった岩手県、

宮城県で継続して調査を行う予定である。 
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（g）特許出願.ソフトウェア開発.仕様・標準等の策定 

  １）特許出願 

    なし 

  ２）ソフトウェア開発 

    なし 

  ３）仕様・標準等の策定 

    なし 

 

(3) 平成２３年度業務計画案 

破壊に伴う損傷に関するモデルでは、物理量が無次元化されていないため、幅広いスケ

ールに適用できる一般的なものにはなっていない。支配方程式系を無次元化することによ

り、問題の解決を図りたい。また、モデルでは損傷やエネルギー解放量をテンソル量で扱

っているが、その意義は必ずしも明確ではない。主断層近傍の微小亀裂の向きや破壊モー

ドまで議論することにより、損傷テンソルを導入した利点を明確にする。また、損傷で表

現される二次破壊と強度の関係を明らかにする。 

プレート境界の地震発生サイクル・シミュレーションモデル開発については、平成２２

年度 までに開発したシミュレーションコードを用いて、西南日本地域での巨大地震発生シ

ミュレーションを行い，観測事実を説明するような摩擦特性パラメターを推定する。また、

2011 年３月に発生したマグニチュード９の巨大地震である東北地方太平洋沖地震を理解

するためのシミュレーション研究も行う。 

バネ-ブロックモデルを用いた地震サイクルシミュレーションに関しては、モデルの自

由度を増してシミュレーションを行うことで、カオス的な地震サイクルが現れる条件を明

らかにし、現実に観測される複雑な地震サイクルの理解を深める。 
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サブプロジェクト 2-5 

地震発生サイクル多様性のメカニズム解明 

担当：独立行政法人海洋研究開発機構 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 

地震発生サイクル多様性のメカニズム解明 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

独立行政法人海洋研究開発機構 

京都大学大学院理学研究科 

東京大学大学院工学系研究科 

建築研究所国際地震工学センター 

気象研究所地震火山研究部 

気象研究所地震火山研究部 

名古屋大学大学院 

産業総合研究所活断層・地震研究センター 

Scripps Institution of Oceanography  

研究員 

特任技術研究員 

研究員 

チームリーダー 

招聘主任研究員 

研究員 

特任技術研究副主任

准教授 

助教 

上席研究員 

室長 

研究官 

研究員 

研究員 

Postdoctoral 

Fellow  

堀 高峰 

中田令子 

兵藤 守 

阪口 秀 

吉岡直人 

高橋 努 

有吉慶介 

 

宮崎真一 

山口哲生 

芝崎文一郎 

前田憲二 

弘瀬冬樹 

光井能麻 

安藤亮輔 

Yoshihiro Kaneko 

 

 (c) 業務の目的 

南海トラフで発生する巨大地震は、セグメント同士が連動破壊するかしないかを含め

て、地震発生のサイクルごとに異なった振る舞いをしてきた。このため、巨大地震発生

サイクルの数値シミュレーションおよびゲルやガラス等のアナログ物質を用いた実験

研究を行い、連動性を評価するための必要条件である、サイクルごとの多様性のメカニ

ズムを解明する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２０年度： 

複数アスペリティの連動•非連動や再来間隔が倍半分で大きく変化するなどの地震

発生サイクルごとに異なる振る舞いを、岩石実験にもとづく摩擦則を導入した地震発生

サイクルシミュレーションで実現するため、スケールに依存した摩擦特性を取り入れた

シミュレーションを行った。その結果、平面プレート境界モデルで再来間隔が倍半分で

大きく変化したり、アスペリティの近辺でスロースリップイベントが発生することを示

した。特に再来間隔は規模に依存して変化しており、物理的に問題のあった従来の「時
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間予測モデル」に変わる新しいモデルを見いだした。また３次元プレート境界形状を考

慮したモデルで、再来間隔が大きく変化しうることを確認した。 

粘着性を有し、かつ弾性率が極めて小さいゲルシートを用いたすべり摩擦現象にお

いては、固着－すべりに時空間的な構造が現れるなど、プレート境界での固着—すべり

の時空間変化に類似した特性を示す。今年度は装置の大規模化を行うとともに、面の画

像解析にもとづいた固着—はがれ状態の定量化に成功した。 

 

2) 平成２１年度： 

南海トラフの地震発生サイクルモデルにおいて、東海〜日向灘まで領域を拡張し、

プレート三次元形状を考慮したモデルを構築し、過去の地震発生発生間隔変化を定性的

に再現することができた。また、スケール依存摩擦特性の有効性を、釜石沖地震で示す

とともに、スロー地震群のうちで、深部低周波微動や低周波地震の動的破壊伝播のモデ

ルを構築した。ゲルを用いた固着はがれの時空間変化を調べるアナログ実験では、規模

別頻度分布のローディング速度依存性の実験結果を説明する理論を提案するとともに、

ゆっくりすべりのスケーリングを再現した。また、不均質な模擬断層ガウジのせん断強

度特性を調べた。 

 

3) 平成２２年度： 

前年度の研究課題を継続する。特に、南海トラフ沿いの現実的なプレート境界形状

での地震発生サイクルシミュレーション研究を推進する。 

 

4) 平成２３年度： 

前年度の研究課題を継続する。特に、スロースリップまで含めた地震発生サイクル

のシミュレーションを行う。 

 

5) 平成２４年度： 

現実的なプレート境界形状で、スロースリップまで含めた地震発生サイクルをシミ

ュレーションで半定量的に再現し、連動・非連動を含めたサイクルの多様性メカニズム

を明らかにする。 

 

 (e) 平成２２年度業務目的 

３次元プレート境界形状を考慮したモデルで、地殻変動のヒンジラインの位置と矛盾

しない地震発生帯の深さ範囲で、連動・非連動がサイクルごとに異なったり、再来間隔

が倍半分で大きく変化したりする振る舞いを再現するとともに、スロースリップイベン

トの発生を定量的に再現する。さらに、スロースリップイベント及びスロー地震群のモ

デル化をさらに進める。またアナログ実験については、スロー地震群と普通の地震のス

ケーリングの違いや規模別頻度分布が G-R 則に従うメカニズムを調べるとともに、光弾

性材料や粉砕砂を用いた実験を通して、規模の異なる破壊前の応力場や断層ガウジのせ

ん断特性を調べる。 
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(2) 平成２2 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

南海トラフの地震発生サイクルモデルにおいて、東海〜日向灘まで領域を拡張し、プ

レート三次元形状を考慮したモデルを昨年度までに構築した１）。このモデルを用いて、

東南海地震と南海地震の境界部分の摩擦特性を変えた場合の両地震の発生間隔変化や

それにともなう海底地殻変動の変化を調べた。また、その結果と海底ケーブル観測のデ

ータを用いて疑似データを作成し、逐次データ同化の数値実験を行った。さらに、スケ

ール依存摩擦特性にもとづいた階層アスペリティモデルが 2011 年東北日本太平洋沖地

震に適用できることを示した。スロースリップイベント及びスロー地震群のモデル化に

ついては、大地震発生前にスロー地震群の活動度が浅部で高まることなどが解った。 

ゲルを用いた固着はがれの時空間変化を調べるアナログ実験では、媒質の粘弾性特性

に応じて、固着すべりの特性が変化することを示した。また、模擬断層ガウジのせん断

強度特性についてのこれまでの実験成果をまとめた。さらに、破壊前の応力場について

は数値実験で、せん断応力の均質化が見られた。 

 

(b) 業務の成果 

１）地震発生サイクルのシミュレーションと同化実験 

南海トラフでは紀伊半島の東側で巨大地震がまず発生し、同時〜数年で西側でも発

生してきた。この紀伊半島の東西での破壊の時間遅れがどの程度になるかによって、地

震後の対応の仕方が大きく異なってしまう。このため、同時発生しない場合について、

東西の地震発生間隔が摩擦特性や初期値によってどのように変わるのか、またその違い

を観測データからとらえることで、発生間隔をあらかじめ予測することができるのかを

検討する必要がある。そこで本研究では、東西の震源域の境界での摩擦パラメタ値を変

化させて、東側の巨大地震（以下「東南海地震」）発生後から西側の地震（「南海地震」）

発生までの間についてプレート境界でのすべりの計算を行うとともに、その計算結果に

もとづいて地表での地殻変動を計算した。さらに、その結果にノイズを加えることで、

先行した巨大地震後に逐次観測データが得られる状況を模擬し、そのデータを様々なパ

ラメタや初期値での計算結果と比較することで、次の巨大地震の発生までの時間を推定

する実験を行った。 
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図１に示したような震源域の真上に存在する海底ケーブル観測点（青と緑は計画中

のもの、赤は現在構築中）で観測されると期待される地殻変動の例を図２に示す。これ

は同じ摩擦パラメタでも応力や強度の初期値に応じて、南海地震までの発生間隔が異な

ることを示している。さらに重要なことは、発生間隔の違いに対応して、地殻変動の起

こり方が、東南海地震直後から異なっていることである。これは、東南海地震直後の観

測データがリアルタイムに入手できれば、南海地震までの発生間隔を推定できる可能性

を示唆している。 

そこで、図３に示した海底ケーブルでの実際の観測データをノイズとして加えて図

４のような模擬データを作り、これと様々なパラメタと初期値の組み合わせ（それぞれ

を以下では「モデル」と呼ぶ）のシミュレーション結果との残差を計算した。そして、

その残差からモデルごとの尤度（データとの合い具合）を求め、図５のように南海地震

までの発生間隔を推定した。 

 

 

 

 

          図５  南海地震までの発生間隔の期待値と分散の計算  

図３ 潮汐による変化を取り除い

た海底ケーブル観測データ 

図４ 図３をノイズとして加えた模擬データの

例。 (左)5.1 日後(右)249.8 日後に南海地震が

起きる場合。 

図１ 東南海地震直後のすべり速度分

布と海底地殻変動の観測点分布。A と B

は同化実験に使った観測点の位置。 

図２ 図１の Bにおける地殻変動

計算結果例。 
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その結果図６に示したように、５時間毎の模擬データに対して、逐次発生間隔と標

準偏差が推定される様子が得られた。各色は、模擬データを作る際の真のモデルにおけ

る発生間隔が異なる場合を示している。東南海地震後３日程度で直後に起こる場合が分

離でき、その後も次の地震が起こる前に、ある程度発生間隔が推定できていることがわ

かる。ただし、発生間隔が長い場合の推定が困難であることがわかる。これは図３のよ

うにノイズに数十日程度の揺らぎがあるためと考えられる。こうしたノイズは海水温度

変化等によるものであり、近傍の観測点同士の差をデータすることで軽減できることが

その後の短期間の複数観測点データの解析から示されている。なお、ノイズを加えない

場合には、すべて真のモデルに収束することは確認している。 

 

    図６ 発生間隔の推定結果。右は２０日以内、左はその後１００日以内の結果。 

 

スローイベントについては、これまで地震発生帯深部を対象にモデル化を行ってき

た。その結果として、図７に示すようにゆっくり地震のスケーリング則を定量的に満た

す減少を再現した２）。さらに、今回は浅部を対象としたモデル化も行った。暫定的な結

果として、巨大地震の発生サイクルの途中までは、スローイベントのトラフ軸に沿った

移動等の活発な活動が見られず、巨大地震発生が近づいた場合にのみ移動現象が見えて

来ることが示された。なお現在の実際の南海トラフでは、深部で活発な移動現象が見ら

れているものの、浅部では移動現象が見られていない。 

 

 

 

 

 

 

 

図７地震発生サイクルシミュレーション結果２）を Ide 

et al. (2007) ３）のスケーリング則と比較した結果。

SA がシミュレーション内でのゆっくり地震。 
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２）2011 年東北日本太平洋沖地震を受けて 

３月に発生したこの M9 地震は、M7〜8 の地震だけが起きると考えられていた場所で

発生した。本プロジェクトでは地震の連動メカニズムとして、M7〜8 の地震が単に同時

に起きるのではなく、それらを取り囲む領域が長期間にすべり欠損を蓄積して、まれに

より大規模な地震が起きるメカニズム（スマトラ等で見られた）を説明する階層アスペ

リティモデルを提案してきた。残念ながら、それまでの先入観にとらわれて、このモデ

ルの日本海溝への適用可能性についてほとんど検討をしていなかった。地震発生後、本

震の特徴だけでなく、地震の数年前に見られた大きな余効すべりなどの現象が、このモ

デルと調和的であることがわかった 4）。このことは、階層アスペリティモデルのプレー

ト境界地震への適用妥当性を支持するものと考える。したがって、このモデルを南海ト

ラフに適用した場合にどのような地震発生シナリオが想定されるかを今後より本格的

に検討するとともに、他の地域についても、このモデルから想定されることについて調

査を進める計画である。 

 

３）アナログ実験 

高分子ゲルは、ネットワーク状の高分子の中に溶媒を多量に含む物質であり、やわ

らかい粘弾性体である。また、化合物の配合を変えることによって、比較的容易に媒質

の粘弾性特性をコントロールすることができる。本研究では、弾性率はほぼ同じであり

ながら粘性の大きく異なる2種類の高分子ゲル（シリコーンゲル）を合成し、アクリル

樹脂との摩擦実験を行なった5）。また、光学的手法を用いて接触界面での接触状態のモ

ニタリングを行なった。図７にそれぞれの高分子ゲルにおける摩擦応力の時間変化や接

触界面での時空間挙動を示した。ゲルA（粘性の少ないゲル）では、急激な応力降下や

音（地震波）を伴う間欠的なすべりが生じた(図７a,b）のに対し、ゲルB（粘性に富ん

だゲル）では、緩やかな応力降下を伴う連続的なすべり挙動が観測された(図７c,d)。

これらの振る舞いはそれぞれ、地震波を伴う“通常の地震”と、地震波を（ほとんど）

放出しない“ゆっくり地震”に対応すると考えられる。このことは、従来すべり挙動は

境界面の摩擦特性のみでほとんど決まると考えられてきたが、媒質の粘弾性も重要な役

割を果たしていることを示唆している。今後、このアナログ実験の結果を地殻に適用す

る妥当性を調べるために、数値実験も開始した。 

 

また、模擬断層ガウジを用いた実験においては、ガウジを構成する物質が異なる場

合にせん断強度がどのように変化するかを、多数回の実験により調べた。用いた物質は

クォーツとマーブルで、硬度は前者の方が高いことが知られている。しかし、粉砕して

ガウジにした場合には、逆にマーブルの強度の方が有意に高くなることが示された（図

８）。これは、せん断強度がダイラタンシーに対する抵抗に依存していること、そのダ

イラタンシーのメカニズムとして柱状構造の形成が関わること、柱状構造の強度はマー

ブルのような変形し易い物質の場合の方が高くなると考えられることで説明できる 6）。 

 

 



246 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 粘性の少ないゲル（上）と粘性に富んだゲル（下）の比較。右は上盤を引く力でモーメントに対応。

左は固着・すべりの時空間変化。すべりが大きい所程黒い。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

３次元プレート境界形状を考慮したモデルを用いてシミュレーションを実施し、東南

海地震と南海地震が同時発生しない場合の発生間隔が、摩擦特性や初期値に依存してど

のように変化するかを調べるとともに、地殻変動データからの摩擦特性や初期値の推定

可能性を示した。また、スロースリップイベント及びスロー地震群のモデル化をさらに

進め、大地震発生前にスロー地震群の活動度が浅部で高まることなどを示した。さらに、

階層アスペリティモデルの東北日本太平洋沖地震への適用可能性を示した。今後は、実

データを用いた同化実験をするとともに、階層アスペリティモデルを南海トラフに適用

した場合に想定される最大規模の地震やそれにともなう津波の評価、地震発生帯浅部を

対象としたスローイベントモデルの解析などをさらに進める。 

またアナログ実験については、スロー地震群と普通の地震のスケーリングの違いや規

模別頻度分布が G-R 則に従うメカニズムを調べるとともに、粒状体の数値実験や粉砕砂

の室内実験を通して、破壊前の応力場や断層ガウジのせん断特性を調べ、破壊前に応力

場の均質化が進むことなどが解った。今後は、アナログ実験の結果を地殻に適用する

妥当性を調べるための数値実験を進める。 
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を含んだシミュレーションを行ない、連動・非連動がサイクルごとに異なったり、再来間

隔が倍半分で大きく変化したりする振る舞いを再現するとともに、その地震時や地震間の

地殻変動を観測と比較評価する。また、東北日本太平洋沖地震をはじめ、南海トラフ沿い

の地震以外のモデル化も行ない、モデルの検証を進める。さらに、スロースリップイベン

ト及びスロー地震群のモデル化を進め、南海トラフのモデルに組み込む。またアナログ実

験については、スロー地震群と普通の地震のスケーリングの違いや規模別頻度分布が G-R

則に従うメカニズムを調べるとともに、数値実験によって媒質特性が固着すべり様式に与

える影響を定量化する。各内容について分担者が、地球惑星科学連合大会、日本地震学会

ならびに AGU で研究発表を行うとともに、学会時を利用して遠方や海外の研究者と議論や

研究打ち合わせを行う。 
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Ⅳ.活動報告 

1 会議録 

「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究」中間報告会 

  ～次の地震はどうなるのか、最新の研究と防災への活用～ 

 日   時：平成 22 年 9 月 16 日（木） 12：00-18：00 

 場   所：中電ホール（名古屋市東区東新町） 

 プログラム： 

  ポスターセッション、展示 

  パネルディスカッション 

「南海トラフ巨大地震震源域の新知見－何が明らかになり、今後何を明らかにする

のか？－」 

「20 年後に向けた予測精度向上のロードマップ－予測研究の現状と展望－」 

「今後の防災課題－研究成果の防災施策への活用（備えの点検）－」 

 

 

2 対外的発表 

 なし 

 

 

Ⅴ.むすび 

 本プロジェクトの中間となる 3 年目を迎え、9 月には名古屋において中間報告会を開催

した。各プロジェクトの進捗や成果について活発な議論が行われ、各課題とも順調な進捗

を見せていると一定の評価を受けているところ。一方、年度末には未曾有の大地震により

東北地方を中心に大きな被害を受け、これを踏まえた本プロジェクトの進め方についても、

今後議論が必要であると考えられる。 
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